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９  ボラ ンティ アの受入れ体制 

市災害ボラ ンティ アセンタ ーと 関係機関と の連携体制イ メ ージ図（ 災害時）  

 
１ ０  市道の整備 

  

路線名 延長 施工場所 

一之木 5 丁目 16 号線 L＝330ｍ 一之木 5 丁目地内ほか 

元町 46 号線 L＝182ｍ 小俣町元町地内 

小俣 5 号線 L＝40ｍ 小俣町本町地内ほか 

中村楠部 17-1 号線 L=170ｍ 中村町地内ほか 

神薗 11-1 号線 L=700ｍ 神薗町地内 

宮本 1 号線 L=2, 550ｍ 旭町地内ほか 

粟野 5-2 号線 L=700ｍ 粟野町地内ほか 

楠部 27 号線 L=620ｍ 神田久志本町地内ほか 

八日市場高向線 L=343ｍ 御薗町高向地内 

高向神田線 L=47ｍ 御薗町高向地内 

楠部 22 号線 L=420ｍ 楠部町地内 

高向小俣線 L=1, 262ｍ 小俣町元町地内ほか 

植山明野線 L=160ｍ 植山町地内 

植山 29-21 号線 L=185ｍ 植山町地内 



95 

 

路線名 延長 施工場所 

植山 29-22 号線 L=240ｍ 植山町地内 

下野 29-23 号線 L=115ｍ 下野町地内ほか 

小俣 1 号線 L＝156ｍ 小俣町元町地内 

 

１ １  公共空地の整備 

  

公共空地名 面積 所在地 

野依ふれあい公園※ A=3, 345 ㎡ 西豊浜町地内 

野村公園※ A=2, 101 ㎡ 野村町地内 

う えやま 公園※ A=1, 628 ㎡ 植山町地内 

明野北部公園 A=2, 501 ㎡ 小俣町明野地内 

明野東部公園 A=2, 327 ㎡ 小俣町明野地内 

高向西公園※ A=2, 846 ㎡ 御薗町高向地内 

西口公園 A=1, 212 ㎡ 二俣 2 丁目地内 

※避難・ 集合の場所について、 津波被害が想定さ れる 地区である ため、 津波の心配がない場合に

限る 。  

 

１ ２  公共施設の整備 

 

施設名 施行面積 工事内容 所在地 

シン フ ォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢

（ 観光文化会館）  

大ホール 1, 060 ㎡ 

ロ ビー  200 ㎡ 
天井耐震改修 岩渕１ 丁目地内 

小俣総合体育館 アリ ーナ 2, 410 ㎡ 天井耐震改修 小俣町新村地内 

小俣農村環境改善センタ ー 多目的ホール 356 ㎡ 天井耐震改修 小俣町本町地内 

ハート プラ ザみその 多目的ホール 320 ㎡ 天井耐震改修 御薗町長屋地内 

伊勢市生涯学習センタ ー いせト ピア 多目的ホール 633 ㎡ 天井耐震改修 黒瀬町地内 

 

１ ３  市内河川の整備目標 

 

区分 

一級河川（直轄） 一級河川（県管理） 二級河川 準用河川 

河川名 
整備 

(要望事
項) 

河川名 
整備 

(要望事項) 
河川名 

整備 
(要望事項) 

河川名 

五 十 鈴 川
関連河川 

宮川水系 
五十鈴川 

改修事業
の促進 

五十鈴川 
( 上中流)  

改修事業の
促進 

  矢田川（ 上流）  

一宇田川（ 中上流） 

ケーブル川（ 下流） 

滝倉川 

五十鈴川 
派川 

松下川 

勢田川 
関連河川 

宮川水系 
勢田川 

改修事業
の促進 

桧尻川 
（ 下流）  

改修事業の
促進 

  豊川 

桧尻川（ 上流）  

桧尻川支川 

朝川支川（ 中流）  

勢田川 

宮川水系 
桧尻川 

排水機場
ポ ン プ の
増設 

朝川（ 上流）  

船江山川 

宮川 
関連河川 

宮川水系 
宮川 

築堤護岸
整備の 促
進 

宮川 無堤箇所の
堤防構築 

  横輪川（ 上流）  

亀谷郡川 

大倉川 

薗川 
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区分 

一級河川（直轄） 一級河川（県管理） 二級河川 準用河川 

河川名 
整備 

(要望事
項) 

河川名 
整備 

(要望事項) 
河川名 

整備 
(要望事項) 

河川名 

汁谷川 排水機場ポ
ンプの増設 

開花川 

古屋川 

菖蒲川 

汁谷川 

菱川 

その他 
の河川 

宮川水系 
大湊川 

改修事業
の促進 

  外城田
川 
( 下流)  

改修事業の促
進 

外城田川（ 上流）  

  大堀川支川（ 中流） 

 

１ ４  老朽ため池 

 

ため池名 位置 
ため池規模 

危険箇所 
堤高 堤長 貯水量 

長谷池 津村町 7 36 30, 000 堤塘 

新池 津村町 8 46 10, 000 堤塘 

西池 黒瀬町 4 40 40, 000 堤塘 

東池 黒瀬町 4 100 50, 000 堤塘 

西世古池 前山町 8 75 20, 000 堤塘 

笹原池 佐八町 8 75 100, 000 堤塘 

  



97 

 

１ ５  山崩れ・ がけ崩れ注意箇所 

①①山山腹腹崩崩壊壊危危険険地地区区  

位  置 
面積

（ ha）  

公共施設等 

50
戸
以
上 

人
家 

49
～
10
戸 

9
～
5
戸 

4
戸
以
下 

公
共
施
設 

（
道
路
除
く
）

道
路 

朝熊町 岳 1     1  

〃  堂山 3  20    市 

一宇田町 高岡 1  15    市 

楠部町 奥 1  20   1 市 

久世戸町 中之切 1  25    市 

宇治今在家町 大床谷 5   5   県 

〃    田代 1   5   県 

〃    〃  Ⅱ  1    2 1 県 

〃    仙人 1   5   県 

藤里町    槍原 2  14    市 

前山町    大山 2    3  市 

〃     西 山 2  40   1 市 

二俣町    東万所 2  25     

佐八町    岡田 2  10   2 市 

横輪町    廣上 3   7   県 

矢持町    下村村上 1  10   1 県 

〃     菖 蒲前田 4   9   市 

〃     菖 蒲上村 2   9  1 市 

〃     上 村里東 2   7  1 県 

〃     床木家の前 6  11   1 県 

宇治館町   岩井田山眞浄院谷 5   5  1 県 

宇治浦田   3 丁目 2  29    市 

勢田町    永代山 1  16    市 

辻久留町   南尾 7 80    1 県 

二見町江   草山 7  42    国 

二見町茶屋  子ヶ 山 1   7    

      計  66       
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②②崩崩壊壊土土砂砂流流出出危危険険地地区区  

位  置 
面積

（ ha）  

公共施設等 

50
戸
以
上 

人
家 

49
～
10
戸 

9
～
5
戸 

4
戸
以
下 

公
共
施
設 

（
道
路
除
く
） 

道
路 

宇治今在家町 高麗広Ⅰ 

       大  床  
0. 30    3  県 

〃   高麗広Ⅱ 

      仙  人 
0. 84    2  県 

横輪町    小河内 0. 60  10   1 市 

辻久留町   南  尾 0. 05  10   1 市 

宇治今在家町 岡田林 0. 18   9  1 国 

二見町茶屋  西山堂 0. 24  11    市 

二見町松下  中之谷、 滝落、 堂山 

     古屋敷 
0. 18  20    国 

〃    尾山、 烏帽子垣、  

中之谷 
0. 29  20    国 

計 2. 68       

 

 

 

③③砂砂防防指指定定地地内内のの渓渓流流  

水系名 渓流名 位置 

宮川 菖蒲川 矢持町菖蒲 

宮川 西の谷川 二見町松下 

― 子ヶ 谷 二見町茶屋 

宮川 松下大谷川 二見町松下 

 

 

④④急急傾傾斜斜地地崩崩壊壊危危険険箇箇所所  

箇所名 備考 
地形 人家戸

数（戸） 

公共

施設 傾斜度（度） 延長（ｍ） 高さ（ｍ） 

朝熊 1  40 300 30 43 有り  

朝熊 2  65 230 25 28 有り  

朝熊 3  35 160 12 8 有り  

一宇田  45 260 26 15 有り  

鹿海  30 220 8 6  

楠部 1  40 200 19 16 有り  

楠部 2  40 590 22 59 有り  

古市 1  35 100 10 7  

古市 2  65 110 7 29  

倭 1  35 70 7 8 有り  

倭 2  55 350 13 41 有り  

倭 3  30 230 5 23 有り  
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箇所名 備考 
地形 人家戸

数（戸） 

公共

施設 傾斜度（度） 延長（ｍ） 高さ（ｍ） 

尾上 1  40 340 12 43 有り  

尾上 2  35 290 17 41 有り  

尾上 3  30 100 5 7  

岡本 1 2 丁目 45 85 9 15 有り  

岡本 2 2 丁目 65 290 11 21 有り  

岡本 3 2 丁目 70 120 7 7 有り  

岡本 4 2 丁目 60 60 9 6  

岡本 5 2 丁目 40 250 22 14 有り  

勢田 1  70 80 16 6 有り  

勢田 2  65 100 5 7 有り  

勢田 3  42 410 15 56 有り  

勢田 4  45 193 16 29 有り  

久世戸  50 70 10 5 有り  

中之  40 560 8 32  

桜木 1  37 170 8 44 有り  

桜木 2  40 80 6 6 有り  

中村 桜ヶ 丘 35 80 7 6  

浦口 1 3 丁目 50 170 10 13  

浦口 2 3 丁目 40 410 17 43 有り  

浦口 3 3 丁目 70 310 16 70 有り  

浦口 4 4 丁目 45 390 8 40  

宇治 1  50 70 10 12 有り  

宇治 2  37 190 8 15  

宇治 3  30 80 5 11 有り  

神薗 1  30 210 12 6 有り  

神薗 2  45 240 8 8 有り  

上野  35 210 9 6 有り  

横輪  60 440 8 16  

矢持 1 下村 30 80 12 5  

矢持 2 下村 45 180 40 9 有り  

矢持 3 菖蒲 45 150 55 6 有り  

矢持 4 上村 45 140 18 8 有り  

矢持 5 床ノ 木 45 280 37 11 有り  

辻久留 2 丁目 45 50 5 5  

上野 1  50 70 6 5  

朝熊 1  41 90 22 6 有り  

久世戸 1  70 40 10 7 有り  

岡本 1 2 丁目 50 60 8 6 有り  

尾上 1  50 100 10 7 有り  
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箇所名 備考 
地形 人家戸

数（戸） 

公共

施設 傾斜度（度） 延長（ｍ） 高さ（ｍ） 

楠部 1  60 40 8 7 有り  

常磐 1  60 55 9 1 有り  

豊川 1  40 245 14 11 有り  

神田久志本 1  45 75 10 6 有り  

神田久志本 2  30 90 11 2 有り  

神田久志本 3  50 180 13 2 有り  

神田久志本 4  40 65 13 0 有り  

神田久志本 5  40 35 8 0  

神田久志本 6  40 120 16 0 有り  

神田久志本 7  35 95 14 14 有り  

神田久志本 8  40 95 12 8 有り  

神田久志本 9  40 80 20 0 有り  

楠部 1  40 500 70 37 有り  

朝熊 1  55 275 115 5 有り  

朝熊 2  70 275 13 8 有り  

大倉 1  30 240 14 7 有り  

二俣 1  70 120 15 11 有り  

豊川 2  45 105 24 7 有り  

辻久留 1  30 800 90 63 有り  

二俣 2  35 160 54 15 有り  

二俣 3  50 100 30 13 有り  

浦口 1  30 60 27 7 有り  

旭 1  45 95 40 0 有り  

藤里 1  35 105 16 19 有り  

豊川 3  40 170 37 16 有り  

藤里 2  40 425 24 31 有り  

藤里 3  30 150 17 6 有り  

豊川 4  40 180 38 29 有り  

藤里 4  45 130 13 9 有り  

藤里 5  40 210 16 9 有り  

勢田 1  35 65 15 14 有り  

一宇田 1  70 80 25 9 有り  

一宇田 2  45 80 20 13 有り  

神薗 1  30 115 13 0  

一宇田 3  75 120 15 5 有り  

朝熊 3  40 170 35 9 有り  

朝熊 4  60 360 30 7 有り  

朝熊 5  45 175 35 5 有り  

一宇田 4  35 110 20 8 有り  
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箇所名 備考 
地形 人家戸

数（戸） 

公共

施設 傾斜度（度） 延長（ｍ） 高さ（ｍ） 

一宇田 5  60 135 25 7 有り  

一宇田 6  65 295 20 11 有り  

前山 1  50 200 45 6 有り  

前山 2  45 210 15 9 有り  

藤里 6  35 80 13 15 有り  

藤里 7  35 185 23 10  

勢田 2  40 130 50 14 有り  

宇治浦田 1  45 195 20 5 有り  

宇治浦田 2  55 270 33 17 有り  

宇治館 1  50 290 45 0  

上野 1  45 190 90 16 有り  

上野 2  30 60 22 7 有り  

佐八 1  30 130 18 0 有り  

神薗 2  35 135 26 7 有り  

上野 3  40 165 18 3 有り  

矢持 1  30 130 40 0 有り  

矢持 2  50 125 115 1 有り  

横輪 1  35 55 30 0 有り  

朝熊 6  60 175 25 0 有り  

倭 1  60 145 7 6  

神田久志本 10  50 440 15 5 有り  

辻久留 2  50 200 35 11 有り  

浦口 2  70 90 50 7 有り  

勢田 3  70 125 20 7 有り  

一宇田 7  35 190 20 8 有り  

朝熊 7  42 380 30 12 有り  

二俣 4  80 260 15 31 有り  

勢田 4  77 320 15 24 有り  

神田久志本 11  40 60 10 7 有り  

藤里 8  50 235 20 2 有り  

藤里 9  45 80 27 13 有り  

藤里 10  55 100 20 6 有り  

一宇田 8  30 160 20 5 有り  

一宇田 9  45 220 11 7 有り  

一宇田 10  75 135 10 5  

常磐 1  45 95 14 4 有り  

神田久志本 1  45 95 10 4  

朝熊 1  40 125 35 2 有り  

大倉 1  40 30 38 4 有り  
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箇所名 備考 
地形 人家戸

数（戸） 

公共

施設 傾斜度（度） 延長（ｍ） 高さ（ｍ） 

二俣 1  35 140 19 3 有り  

辻久留 1  40 55 11 3 有り  

辻久留 2  40 55 20 1 有り  

楠部 1  75 45 14 4 有り  

勢田 1  55 130 21 1 有り  

中村 1  45 220 17 1 有り  

朝熊 2  70 160 18 3 有り  

朝熊 3  45 130 45 3 有り  

朝熊 4  40 50 20 3  

朝熊 5  30 140 34 2  

一宇田 1  45 55 12 4 有り  

一宇田 2  50 65 16 3  

一宇田 3  60 130 20 4 有り  

一宇田 4  45 55 8 4 有り  

一宇田 5  35 150 20 1 有り  

一宇田 6  60 20 12 1  

豊川 1  30 220 30 4 有り  

前山 1  45 60 9 1  

前山 2  35 90 15 3 有り  

上野 1  45 135 15 3  

上野 2  60 120 18 1  

上野 3  45 125 13 3  

上野 4  30 130 87 1 有り  

矢持 1  40 80 110 1  

矢持 2  42 155 115 2 有り  

矢持 3  45 130 70 1 有り  

横輪 1  85 95 44 4 有り  

横輪 2  30 35 75 1 有り  

矢持 4  45 240 120 2 有り  

矢持 5  30 170 55 2 有り  

矢持 6  40 125 76 3 有り  

朝熊 6  50 250 35 2 有り  

朝熊 7  45 185 15 4 有り  

中村 2  45 60 9 2 有り  

朝熊 8  90 140 20 1  

茶屋 1 子ヶ 山 40 230 50 14 有り  

茶屋 2 鎌研 30 640 120 22 有り  

江 1 丸山 41 80 82 0 有り  

江 2 江山 40 630 40 91 有り  
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箇所名 備考 
地形 人家戸

数（戸） 

公共

施設 傾斜度（度） 延長（ｍ） 高さ（ｍ） 

松下 1 東ノ 谷 35 540 35 59 有り  

松下 2 中ノ 谷 37 350 30 40 有り  

松下 3 西ノ 脇 37 330 25 45 有り  

松下 4 西ノ 脇 43 290 34 44 有り  

溝口 1  50 245 34 3 有り  

山田原 1  35 410 60 5 有り  

三津 1  65 165 35 7 有り  

山田原 2  45 315 50 27 有り  

松下 1  65 135 30 42  

松下 2  50 105 20 3 有り  

松下 3  70 130 30 0  

松下 4  70 100 40 2 有り  

三津 1  60 170 50 1  

三津 2  45 120 50 4 有り  

松下 1  55 185 32 1 有り  

松下 2  50 210 22 2 有り  

松下 3  45 80 24 3 有り  

松下 4  40 135 11 3 有り  

松下 5  45 145 10 2 有り  

新村 1  35 170 14 6 有り  

新村 2  30 95 15 5 有り  

新村 3  80 235 40 14 有り  

新村 1  35 165 20 2 有り  

新村 2  35 130 18 3 有り  

新村 3  60 65 8 3 有り  

勢田 5  70 120 6 8 有り  

浦口 5  70 170 10 9  

辻久留 2  70 200 8 22 有り  

桜木 3  50 120 7 12 有り  

宇治 4  50 130 10 7  

上野 2  30 270 15 9 有り  

浦田 1  40 60 35 5 有り  

勢田 1  60 100 7 8 有り  

二俣 1  60 150 15 3  

朝熊 1  60 290 25 10 有り  

上野 1  45 240 45 18 有り  

藤里 1  30 160 23 19 有り  

前山 1  45 135 30 14 有り  

朝熊 1  50 125 19 1 有り  

松下 1  35 160 30 2 有り  

新村 1  65 220 30 5 有り  
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⑤⑤地地すすべべりり 危危険険箇箇所所  

箇所名 位置 面積（ ｈ ａ ）  地域機関 指定の有無 

神薗 神薗町 6. 4 伊勢建設事務所 無 

菖蒲 矢持町菖蒲 15. 3 〃 無 

 
⑥⑥土土石石流流危危険険渓渓流流  

水系名 渓流名 位置 
流域面積 

(k ㎡) 

人家 

戸数（戸） 
渓流番号 

宮川 木場谷 神薗町 0. 04 5 45003ⅠA 

宮川 広木谷 神薗町 0. 04 7 45005ⅠA 

宮川 庵ノ 上 矢持町床ノ 木 0. 02 5 45007ⅠA 

宮川 菖浦川 矢持町菖浦 2. 25 9 45010ⅠA 

宮川 広 第一 横輪町 0. 03 5 45012ⅠA 

宮川 広 第二 横輪町 0. 03 5 45013ⅠA 

宮川 上野（ １ ）  上野町 0. 06 5 45014ⅠA 

宮川 上野（ ２ ）  上野町 0. 07 12 45015ⅠA 

宮川 石伝第一 上野町 0. 01 28 45016ⅠA 

宮川 石伝第二 上野町 0. 06 31 45017ⅠA 

宮川 宮の谷 佐八町 0. 02 0 45020ⅠA 

宮川 西山 前山町 0. 01 3 45024ⅠA 

宮川 神宮西山茶ノ 木谷 前山町 0. 21 17 45025ⅠA 

宮川 神宮西山小桜谷 前山町 0. 03 0 45026ⅠA 

宮川 高原 藤里町 0. 06 18 45027ⅠA 

宮川 藤里川 藤里町 0. 29 11 45028ⅠA 

宮川 豊川（ ２ ）  豊川町 0. 1 7 45030ⅠA 

宮川 旭谷 旭町 0. 02 0 45031ⅠA 

宮川 辻久留（ １ ）  辻久留町 0. 03 26 45034ⅠA 

宮川 辻久留（ ２ ）  辻久留町 0. 01 7 45035ⅠA 

宮川 東方所 ニ俣町 0. 02 5 45036ⅠA 

宮川 万所谷川 ニ俣町 0. 1 7 45037ⅠA 

宮川 辻久留谷川 浦口町 0. 41 35 45038ⅠA 

宮川 髙倉川（ ３ ）  常磐町 0. 05 19 45041ⅠA 

宮川 浦田川 宇治浦田町 0. 11 14 45045ⅠA 

宮川 檜尾第二 宇治浦田町 0 95 45046ⅠA 

宮川 檜尾第一 宇治浦田町 0. 01 100 45047ⅠA 

宮川 滝倉 宇治浦田町 0. 1 188 45048ⅠA 

宮川 今在家谷川 宇治中之切町 0. 03 27 45049ⅠA 

宮川 大麻（ １ ）  宇治今在家町高麗広 0. 04 0 45052ⅠA 

宮川 子安谷 宇治館町 0. 08 0 45056ⅠA 

宮川 奥の谷 宇治館町 0. 03 20 45057ⅠA 

宮川 西行谷（ １ ）  宇治館町 0. 08 0 45058ⅠA 

宮川 西行谷（ ２ ）  宇治館町 0. 14 0 45059ⅠA 

宮川 宇田 一宇田町 0. 05 5 45060ⅠA 

宮川 虫喰ヶ 谷 朝熊町 0. 02 0 45069ⅠA 

宮川 三段坂 朝熊町 0. 01 3 45071ⅠA 

－ 箕曲瀬（ １ ）  朝熊町 0. 01 0 45075ⅠC 

－ 箕曲瀬（ ２ ）  朝熊町 0. 01 0 45076ⅠC 

－ 箕曲瀬（ ３ ）  朝熊町 0. 01 0 45077ⅠC 

－ 箕曲瀬（ ４ ）  朝熊町 0. 01 0 45078ⅠC 

－ 箕曲瀬（ ５ ）  朝熊町 0. 06 0 45079ⅠC 

－ 箕曲瀬（ ６ ）  朝熊町 0. 01 0 45080ⅠC 
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水系名 渓流名 位置 
流域面積 

(k ㎡) 

人家 

戸数（戸） 
渓流番号 

－ 箕曲瀬（ ７ ）  朝熊町 0. 02 0 45081ⅠC 

宮川 西五十鈴川 矢持町上村 0. 93 3 45082ⅠA 

宮川 西山田 神薗町 0. 07 1 45001ⅡA 

宮川 五郎谷 神薗町 0. 08 2 45002ⅡA 

宮川 中尾谷 神薗町 0. 1 3 45004ⅡA 

宮川 考 矢持町上村 0. 02 1 45006ⅡA 

宮川 助ヶ 谷 矢持町床ノ 木 0. 12 3 45008ⅡA 

宮川 奥ノ 谷 矢持町上村 0. 08 3 45009ⅡA 

宮川 広 第三 横輪町 0. 04 1 45011ⅡA 

宮川 口山田 津村町 0. 01 2 45018ⅡA 

宮川 山畑 大倉町 0. 02 3 45023ⅡA 

宮川 豊川（ １ ）  豊川町 0. 07 3 45029ⅡA 

宮川 一の谷 旭町 0. 04 3 45032ⅡA 

宮川 二の谷 旭町 0. 02 3 45033ⅡA 

宮川 毘沙門谷 鹿海町 0. 01 2 45042ⅡA 

宮川 奥の谷 鹿海町 0. 04 3 45043ⅡA 

宮川 万兵衛谷 宇治今在家町高麗広 0. 23 1 45050ⅡA 

宮川 アオリ 坂ノ 谷 宇治今在家町高麗広 0. 05 1 45051ⅡA 

宮川 大麻（ ２ ）  宇治今在家町高麗広 0. 03 1 45053ⅡA 

宮川 冷水谷 宇治今在家町高麗広 0. 1 1 45054ⅡA 

宮川 蕗谷 宇治今在家町高麗広 0. 08 2 45055ⅡA 

宮川 鎌姥 朝熊町 0. 01 3 45070ⅡA 

宮川 木売谷 朝熊町大久保 0. 02 1 45073ⅡA 

宮川 髙倉谷川 常磐町 0. 05 4 45039ⅡA 

宮川 髙倉谷川 常磐町 0. 04 4 45040ⅡA 

宮川 猪剥谷 朝熊町 0. 07 0 45072ⅠA 

宮川 江（ １ ）  二見町江 0. 03 0 47003ⅠA 

宮川 江（ ２ ）  二見町江  0. 06 0 47004ⅠA 

宮川 明神前 二見町江 0. 01 16 47008ⅠA 

宮川 江山 二見町茶屋 0. 02 15 47009ⅠA 

宮川 丸山 二見町茶屋 0. 01 13 47010ⅠA 

宮川 松下小谷川 二見町松下 0. 17 6 47015ⅠA 

－ 北浦 二見町三津 0. 02 4 47017ⅠC 

－ 子ヶ 谷 二見町茶屋 0. 02 8 47018ⅠC 

－ 滝坪谷 二見町茶屋 0. 05 1 47019ⅠC 

－ 丸山 二見町江 0. 03 2 47020ⅠC 

－ 池の浦（ ３ ）  二見町池の浦 0. 02 0 47025ⅠC 

－ 竹ヶ 谷 二見町池の浦 0. 04 0 47026ⅠC 

－ 池の浦（ ４ ）  二見町池の浦 0. 01 0 47027ⅠC 

－ 桜口 二見町池の浦 0. 01 25 47028ⅠC 

－ 池の浦（ ５ ）  二見町池の浦 0. 04 25 47029ⅠC 

－ 池の浦（ ６ ）  二見町池の浦 0. 02 0 47030ⅠC 

宮川 松下（ １ ）  二見町松下 0. 05 4 47011ⅡA 

宮川 松下（ ２ ）  二見町松下 0. 03 1 47012ⅡA 

宮川 松下（ ３ ）  二見町松下 0. 2 4 47014ⅡA 

宮川 松下川 二見町松下 0. 07 3 47016ⅡA 
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１ ６  県が指定する 土砂災害( 特別) 警戒区域 

 

土砂災害警戒区域等における 土砂災害防止対策の推進に関する 法律（ 平成 12 年法律第 57 号） に基づ

いて、 令和 3 年 1 月 29 日現在、 県が指定する 土砂災害（ 特別） 警戒区域は下記のと おり と なっている 。  

警戒区域 所在地 避難所 

矢持 1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

矢持 2 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

矢持 3 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

矢持 4 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

矢持 5-1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

矢持 1-1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

矢持 2-1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

矢持 1-2 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

矢持 2-2 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

矢持 3-1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

矢持 4-1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

矢持 5 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

矢持 6 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

矢持 7 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

矢持 8 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

矢持 9 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

考 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

庵ノ 上 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

助ヶ 谷 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

奥ノ 谷 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

菖蒲川 1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

菖蒲川 4 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

菖蒲川 5 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

菖蒲川 6 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

菖蒲川 7 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

菖蒲川 8 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

菖蒲川 9 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

西五十鈴川 1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

西五十鈴川 2 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

西五十鈴川 3 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

西五十鈴川 4 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

西五十鈴川 5 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

西五十鈴川 6 伊勢市矢持町 上野小学校、 みど り 保育園 

下村 1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

下村 2 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

菖蒲 1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

菖蒲 2 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

菖蒲 3 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

上村 1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

上村 2 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

床木 1 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

床木 2 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

床木 3 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 
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警戒区域 所在地 避難所 

床木 4 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

床木 5 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

床木 6 伊勢市矢持町 上野小学校、 みどり 保育園 

横輪 1 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪 2 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪 3 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪 4 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪 5 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪 6 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪 7 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪 8 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪 9 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪 10 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪町 1 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪町 2 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪町 3 伊勢市横輪町 上野小学校 

広 第三 伊勢市横輪町 上野小学校 

広 第一 伊勢市横輪町 上野小学校 

横輪町 4 伊勢市横輪町 上野小学校 

新村 3 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

新村 1 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

新村 1 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

新村 2 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

小俣町 1 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

小俣町 2 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

新村Ⅱ-2 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

新村Ⅲ-1 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

新村Ⅲ-2 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

新村Ⅰ 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

新村Ⅱ 伊勢市小俣町新村 明野小学校 

高麗広Ⅱ-1 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-2 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-3 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-4 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-5 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-6 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-7 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-8 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-9 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-10 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-11 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-12 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

松下 7 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学校・

二見中学校 

松下 8 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学校・

二見中学校 

松下 9 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学校・

二見中学校 

松下 10 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学校・

二見中学校 

松下 15 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学校・

二見中学校 
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警戒区域 所在地 避難所 

松下 14 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 16 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 19 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 2 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 24 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 20 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 17 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 11 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 1 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 12 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 3 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 4 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 5 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 6 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 13 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 18 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 21 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

アオリ 坂ノ 谷 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

冷水谷 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

蕗谷 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

灰ノ 木原谷川 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-2 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-3 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-4 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

高麗広Ⅱ-5 伊勢市宇治今在家町 高麗広公民館、 進修小学校校舎 

松下 1 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 2 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下大谷川 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下小谷川 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 5 伊勢市二見町松下 

二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 
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松下 6 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 3 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 10 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 11 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 12 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 13 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

松下 14 伊勢市二見町松下 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

虫喰ヶ 谷 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

猪剥谷-1 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

猪剥谷-2 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

箕曲瀬 1 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

箕曲瀬 3 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

箕曲瀬 4 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

木売谷 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

大谷川-1 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

大谷川-2 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

大谷川-3 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 
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警戒区域 所在地 避難所 

朝熊谷 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 1 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 2 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 3 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 4 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 5 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 6 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 7 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 8 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 9 伊勢市朝熊町 し ごう こ ども 園 

朝熊 10 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 11 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 12 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 13 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 14 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 15 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 16 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 17 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 18 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 19 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 20 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 21 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 22 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 23 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 24 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 25 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 26 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 27 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 28 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 29 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 30 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

朝熊 31 伊勢市朝熊町 し ごう こ ど も 園 

鹿海 伊勢市鹿海町 し ごう こ ども 園 

一宇田 伊勢市一宇田町 し ごう こ ども 園 

江 伊勢市二見町江 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

明神前 伊勢市二見町江 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

江山 伊勢市二見町江 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

子ヶ 谷 伊勢市二見町茶屋 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

滝坪谷 伊勢市二見町茶屋 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

茶屋 1 伊勢市二見町茶屋 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

茶屋 2 伊勢市二見町茶屋 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

江 1 伊勢市二見町江 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

江 2 伊勢市二見町江 

二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 
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溝口 1 伊勢市二見町溝口 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

山田原 1 伊勢市二見町山田原 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

三津 1 伊勢市二見町三津 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 

光の街 1 伊勢市二見町光の街 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小学

校・ 二見中学校 
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警戒区域 所在地 避難所 

三津 2 伊勢市二見町三津 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小

学校・ 二見中学校 

三津 3 伊勢市二見町三津 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小

学校・ 二見中学校 

光の街 2 伊勢市二見町光の街 
二見公民館、 旧二見浦小学校、 二見浦小

学校・ 二見中学校 

広木谷 伊勢市神薗町 上野小学校、 旧沼木中学校 

上野( 1)  伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

奥の谷 1 伊勢市宇治館町 
三重交通Ｇ  ス ポーツ の杜 伊勢 （ 三重

県営総合競技場陸上競技場）  

西山田 伊勢市神薗町 上野小学校、 旧沼木中学校 

五郎谷 伊勢市神薗町 上野小学校、 旧沼木中学校 

木場谷 伊勢市神薗町 上野小学校、 旧沼木中学校 

中尾谷 伊勢市神薗町 上野小学校、 旧沼木中学校 

上野( 2) -1 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

上野( 2) -2 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

石伝第一 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

石伝第二 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

奥の谷 2 伊勢市鹿海町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

浦田川 1 伊勢市宇治浦田町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

浦田川 2 伊勢市宇治浦田町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

浦田川 3 伊勢市宇治浦田町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

滝倉 伊勢市宇治浦田町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

今在家谷川 伊勢市宇治中之切町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

西行谷( 1)  伊勢市宇治館町 
三重交通Ｇ  ス ポーツ の杜 伊勢 （ 三重

県営総合競技場陸上競技場）  

西行谷( 2)  伊勢市宇治館町 
三重交通Ｇ  ス ポーツ の杜 伊勢 （ 三重

県営総合競技場陸上競技場）  

宇田 伊勢市一宇田町 し ごう こ ど も 園 

宇治浦田( 1)  伊勢市宇治浦田 3 丁目 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

宇治今在家１  伊勢市宇治今在家町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

一宇田 2 伊勢市一宇田町 し ごう こ ど も 園 

鹿海 2 伊勢市鹿海町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

宇治浦田 1 伊勢市宇治浦田 3 丁目 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

宇治 2 伊勢市宇治中之切町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

宇治 3 伊勢市宇治館町 
三重交通Ｇ  ス ポーツ の杜 伊勢 （ 三重

県営総合競技場陸上競技場）  

神薗 1 伊勢市神薗町 上野小学校、 旧沼木中学校 

神薗 2 伊勢市神薗町 上野小学校、 旧沼木中学校 

上野 6 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

楠部 1 伊勢市楠部町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

楠部 2 伊勢市楠部町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

楠部 3 伊勢市楠部町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

一宇田 3 伊勢市一宇田町 し ごう こ ど も 園 

一宇田 4 伊勢市一宇田町 し ごう こ ど も 園 

宇治浦田 2 伊勢市宇治浦田 3 丁目 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

宇治浦田 3 伊勢市宇治浦田 3 丁目 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

宇治浦田 4 伊勢市宇治浦田 2 丁目 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

上野 2 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

上野 3 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

神薗 3 伊勢市神薗町 上野小学校、 旧沼木中学校 
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上野 4 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

楠部 4 伊勢市楠部町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

一宇田 5 伊勢市一宇田町 し ごう こ ども 園 

宇治浦田 5 伊勢市宇治浦田 2 丁目 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

上野 5 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

宇治浦田 6 伊勢市宇治浦田 3 丁目 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

上野 1 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

楠部 5 伊勢市楠部町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

一宇田 6 伊勢市一宇田町 し ごう こ ども 園 

上野 7 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

上野 8 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

上野 9 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

上野 10 伊勢市上野町 上野小学校、 旧沼木中学校 

鹿海 3 伊勢市鹿海町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

楠部 6 伊勢市楠部町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

楠部 7 伊勢市楠部町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

楠部 8 伊勢市楠部町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

宇治浦田 7 伊勢市宇治浦田 2 丁目 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

宇治浦田 8 伊勢市宇治浦田町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

宇治 4 伊勢市宇治中之切町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

鹿海 4 伊勢市鹿海町 宇治山田商業高等学校、 し ごう こ ど も 園 

楠部 1 伊勢市楠部町 修道小学校 

楠部 2 伊勢市楠部町 修道小学校 

古市 1 伊勢市古市町 修道小学校、 五十鈴中学校 

古市 2 伊勢市楠部町 修道小学校 

倭 1 伊勢市倭町 修道小学校 

倭 2 伊勢市尾上町 修道小学校 

倭 3 伊勢市倭町 修道小学校 

尾上 1 伊勢市尾上町 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

尾上 2 伊勢市尾上町 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

尾上 3 伊勢市尾上町 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

岡本 1 伊勢市岡本 2 丁目 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

岡本 2 伊勢市岡本 2 丁目 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

岡本 3 伊勢市岡本 2 丁目 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

岡本 4 伊勢市岡本 2 丁目 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

岡本 5 伊勢市岡本 2 丁目 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

勢田 1 伊勢市勢田町 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

勢田 2 伊勢市勢田町 修道小学校、 五十鈴中学校 

勢田 3 伊勢市勢田町 修道小学校、 五十鈴中学校 

勢田 4 伊勢市勢田町 修道小学校、 五十鈴中学校 

中之 伊勢市中之町 修道小学校、 五十鈴中学校 

桜木 1 伊勢市桜木町 五十鈴中学校 
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桜木 2 伊勢市桜木町 五十鈴中学校 

中村桜ケ丘 伊勢市中村町桜ケ丘 五十鈴中学校 

浦口 1 伊勢市浦口 3 丁目 
中島小学校校舎、  

伊勢市福祉健康センタ ー 

浦口 2 伊勢市浦口 2 丁目 早修小学校、 伊勢市福祉健康センタ ー 

浦口 3 伊勢市浦口 3 丁目 中島小学校校舎 

浦口 4 伊勢市浦口 4 丁目 伊勢宮川中学校 

辻久留 1 伊勢市辻久留 2 丁目 伊勢宮川中学校 

久世戸 1 伊勢市久世戸町 修道小学校、 五十鈴中学校 

岡本 6 伊勢市岡本 2 丁目 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

尾上 4 伊勢市尾上町 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

楠部 3 伊勢市楠部町 修道小学校 

常磐 1 伊勢市常磐町 早修小学校、 宇治山田高等学校 

豊川 1 伊勢市豊川町 明倫小学校校舎、 いせ市民活動センタ ー 

神田久志本 1 伊勢市神田久志本町 
伊勢市生涯学習センタ ー、  

伊勢工業高等学校校舎 

神田久志本 2 伊勢市神田久志本町 
伊勢市生涯学習センタ ー、  

伊勢工業高等学校校舎 

神田久志本 3 伊勢市神田久志本町 伊勢市生涯学習センタ ー 

神田久志本 4 伊勢市神田久志本町 伊勢市生涯学習センタ ー 

神田久志本 5 伊勢市神田久志本町 伊勢市生涯学習センタ ー 

神田久志本 6 伊勢市神田久志本町 伊勢市生涯学習センタ ー 

神田久志本 7 伊勢市神田久志本町 伊勢市生涯学習センタ ー 

大倉 1 伊勢市大倉町 佐八小学校校舎、 宮川中学校 

二俣 6 伊勢市二俣町 伊勢宮川中学校 

豊川 2 伊勢市豊川町 明倫小学校校舎 

辻久留 2 伊勢市辻久留町 
伊勢宮川中学校、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

二俣 2 伊勢市二俣町 伊勢宮川中学校 

二俣 3 伊勢市二俣町 伊勢宮川中学校 

浦口 5 伊勢市浦口町 伊勢宮川中学校 

旭 1 伊勢市旭町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 1 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

豊川 3 伊勢市豊川町 明倫小学校校舎 

藤里 2 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 3 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

豊川 4 伊勢市豊川町 明倫小学校校舎 

藤里 4 伊勢市勢田町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 5 伊勢市勢田町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

前山 1 伊勢市前山町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 19 伊勢市前山町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 6 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 7 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

佐八 1 伊勢市佐八町 
佐八小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 
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倭 4 伊勢市倭町 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

神田久志本 8 伊勢市神田久志本町 伊勢市生涯学習センタ ー 

辻久留 3 伊勢市辻久留町 
伊勢宮川中学校、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

浦口 6 伊勢市浦口町 伊勢宮川中学校 

勢田 5 伊勢市勢田町 修道小学校 

二俣 4 伊勢市二俣町 伊勢宮川中学校 

勢田 6 伊勢市勢田町 明倫小学校校舎 

藤里 8 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 9 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 10 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

勢田 10 伊勢市勢田町 明倫小学校校舎、 修道小学校 

浦口 7 伊勢市浦口 4 丁目 宇治山田高等学校 

二俣 1 伊勢市二俣町 伊勢宮川中学校 

藤里 11 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

前山 8 伊勢市前山町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

常磐 2 伊勢市常磐町 伊勢宮川中学校、 宇治山田高等学校 

神田久志本 9 伊勢市神田久志本町 伊勢生涯学習センタ ー 

大倉 2 伊勢市大倉町 佐八小学校校舎、 伊勢宮川中学校 

二俣 5 伊勢市二俣 4 丁目 伊勢宮川中学校 

辻久留 4 伊勢市辻久留町 
伊勢宮川中学校、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

辻久留 5 伊勢市辻久留町 
伊勢宮川中学校、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

勢田 7 伊勢市勢田町 明倫小学校校舎、 五十鈴中学校 

中村 1 伊勢市中村町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

前山 2 伊勢市前山町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

中村 2 伊勢市中村町 進修小学校校舎、 五十鈴中学校 

旭 2 伊勢市旭町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

前山 3 伊勢市前山町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

二俣 7 伊勢市二俣町 
伊勢宮川中学校、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

浦口 8 伊勢市浦口 3 丁目 
中島小学校校舎、  

伊勢市福祉健康センタ ー 

浦口 9 伊勢市浦口 3 丁目 
早修小学校、  

伊勢市福祉健康センタ ー 

尾上 5 伊勢市尾上町 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

尾上 6 伊勢市尾上町 
明倫小学校校舎、  

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー響ホール伊勢 

勢田 8 伊勢市勢田町 明倫小学校校舎、 修道小学校 

勢田 9 伊勢市勢田町 明倫小学校校舎、 五十鈴中学校 

藤里 12 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 13 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 14 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 15 伊勢市藤里町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 
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藤里 16 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

大倉 3 伊勢市大倉町 佐八小学校校舎、 伊勢宮川中学校 

大倉 4 伊勢市大倉町 佐八小学校校舎、 伊勢宮川中学校 

前山 4 伊勢市前山町 
伊勢宮川中学校、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

前山 5 伊勢市前山町 
伊勢宮川中学校、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 17 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里 18 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

前山 6 伊勢市前山町 
佐八小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

前山 7 伊勢市前山町 
佐八小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

佐八 2 伊勢市佐八町 佐八小学校校舎 

神宮西山茶ノ 木谷-1 伊勢市前山町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

神宮西山茶ノ 木谷-2 伊勢市前山町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

高原 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里川 伊勢市藤里町 
進修小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

豊川 1 伊勢市豊川町 明倫小学校校舎、 いせ市民活動センタ ー 

豊川 2 伊勢市豊川町 明倫小学校校舎、 いせ市民活動センタ ー 

旭谷 伊勢市旭町 
明倫小学校校舎、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

一の谷 伊勢市旭町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

二の谷 伊勢市旭町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

辻久留 1 伊勢市辻久留町 
伊勢宮川中学校、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

東方所 伊勢市二俣町 伊勢宮川中学校 

万所谷川 伊勢市二俣町 伊勢宮川中学校 

辻久留谷川-1 伊勢市浦口町 伊勢宮川中学校 

辻久留谷川-2 伊勢市浦口町 伊勢宮川中学校 

辻久留谷川-3 伊勢市浦口町 伊勢宮川中学校 

辻久留谷川-4 伊勢市浦口町 伊勢宮川中学校 

高倉谷川 1 伊勢市常磐町 伊勢宮川中学校、 宇治山田高等学校 

高倉谷川 2 伊勢市常磐町 伊勢宮川中学校、 宇治山田高等学校 

高倉川 3-1 伊勢市常磐町 早修小学校、 宇治山田高等学校 

高倉川 3-2 伊勢市常磐町 早修小学校、 宇治山田高等学校 

辻久留 2 伊勢市辻久留町 
伊勢宮川中学校、  

宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

三の谷 伊勢市旭町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

旭谷 2-1 伊勢市旭町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

旭谷 2-2 伊勢市旭町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

藤里川 2 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

高原 2 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

高原 3 伊勢市藤里町 宮本地区コ ミ ュ ニティ センタ ー 

神薗（地すべり） 伊勢市神薗町 上野小学校、旧沼木中学校 

菖蒲（地すべり） 伊勢市矢持町菖蒲 上野小学校 
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１ ７  取水地点と 水量（ 日量）  

・ 中須水源地     29, 000 ㎥  ・ 宮前第 1 水源地   2, 000 ㎥ 

・ 宮前第 2 水源地   3, 000 ㎥ 

・ 五十鈴川水源地   8, 000 ㎥  ・ 床ノ 木水源地  42 ㎥ 

計        4 2, 042 ㎥ 
 
１ ８  各段階で収集する 情報の種類 

①①第第 11 次次情情報報（（ 被被害害規規模模をを早早期期把把握握ののたためめにに収収集集すするる 情情報報））   

項目 収集内容 担当チーム 

概括的被害情報（ ※1）  

現地調査 

（ 土砂災害等の危険箇所）  

応急復旧チーム 

消防チーム 

自治会、 自主防災組織から の情報 

・ すぐ に連絡がない場合は問い合わせる 。  

（ 連絡が取れない場合は要注意）  

情報チーム 

出勤途上の情報 

・ 勤務時間外の場合 
情報チーム 

県、 防災関係機関によ る ヘリ コ プタ ーによ る 目

視、 撮影等、 ラ イ ブカメ ラ の映像確認 
情報チーム 

ラ イ フラ イ ンの被害の範囲 

（ ※2）  

上水道、 下水道 上下水道チーム 

電話（ NTT西日本）  

情報チーム 
携帯電話（ 携帯電話事業者）  

都市ガス （ 東邦ガス）  

電力（ 中部電力）  

医療機関に来ている 負傷者の

状況 

伊勢赤十字病院 

医療保健チーム 伊勢総合病院 

民間医療機関（ 伊勢地区医師会）  

119 番、 110 番等通報の状況 

119 番通報（ 消防本部）  消防チーム 

110 番通報（ 伊勢警察署）  
情報チーム 

市役所への市民通報 

その他 

各避難所の避難者の状況 避難所チーム 

医療施設の被害状況 医療保健チーム 

学校等教育施設の被害状況 教育チーム 

し 尿、 一般廃棄物処理施設の被害状況 環境衛生チーム 

その他公共施設の被害状況 施設管理課 

開始し た応急対策の内容 情報チーム 

集約 すべての情報のと り ま と め 情報チーム 

※1 人命危険の有無及び人的被害の発生状況、 火災・ 土砂災害等の二次災害の発生状況や危険性、 避

難の必要の有無及び避難の状況、 市民の動向、 道路交通の状況（ 通行可否等）  

※2 施設の被害状況、 供給等の停止状況  
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②②第第 22 次次情情報報（（ 二二次次災災害害防防止止、、 災災害害救救助助法法のの適適用用可可否否のの判判断断ののたためめにに収収集集すするる 情情報報））   

項目 収集内容 担当 

人的被害 

（ 死者、 行方不明者、 重傷

者、 軽症者等の把握）  

一般住民 生活再建チーム 

市職員 後方支援チーム 

幼稚園児・ 児童・ 生徒 教育チーム 

教職員 教育チーム 

保育園児ほか福祉施設入所・ 通所者 避難所チーム 

家屋被害 

全壊、 半壊等の状況 

・ 目視調査によ る 概数の把握（ 至急）  

・ 被災建築物応急危険度判定調査（ 2～3 日後）  

生活再建チーム 

応急復旧チーム 

全焼、 半焼等の状況 
生活再建チーム 

消防チーム 

津波によ る 浸水の状況 生活再建チーム 

公共土木施設等の被害 

道路、 橋梁、 河川、 港湾等の状況 応急復旧チーム 

急傾斜地、 宅地等の状況 

・ 急傾斜地等の調査（ 至急）  

・ 応急危険度判定等調査（ 2～3 日後）  

応急復旧チーム 

交通施設、 交通の状況 

・ 公共交通機関（ 各社）  

・ 道路交通（ 警察）  

応急復旧チーム 

ラ イ フラ イ ン施設の状況 

・ 上水道、 下水道 上下水道チーム 

・ 電話、 都市ガス 、  

電気（ 各社）  
情報チーム 

その他 

救急救助活動の状況 消防チーム 

医療活動の状況 医療保健チーム 

応急給水の状況 上下水道チーム 

出火の状況 消防チーム 

津波の発生、 浸水の状況 情報チーム 

避難所の状況 避難所チーム 

避難指示、 警戒区域設定の状況 企画チーム 

応急対策活動の状況等のその他 応急復旧チーム 

集約 すべての情報のと り ま と め 情報チーム 

 

   



119 

 

③③第第 33 次次情情報報（（ 詳詳細細なな状状況況把把握握ののたためめにに収収集集すするる 情情報報））   

項目 収集内容 担当 

人的被害 

（ 死者、 行方不明者、 重傷

者、 軽症者等の把握）  

一般住民 生活再建チーム 

市職員 後方支援チーム 

幼稚園児・ 児童・ 生徒 教育チーム 

教職員 教育チーム 

保育園児ほか福祉施設入所・ 通所者 避難所チーム 

家屋被害 

全壊、 半壊等の状況 

・ 被害認定調査 

・ 建築物応急危険度判定調査（ 2～3 日後）  

生活再建チーム 

応急復旧チーム 

全焼、 半焼等の状況 
生活再建チーム 

消防チーム 

津波によ る 浸水の状況 生活再建チーム 

その他 

田畑 応急復旧チーム 

文教施設 教育チーム 

病院 医療保健チーム 

道路 応急復旧チーム 

橋梁 応急復旧チーム 

河川 応急復旧チーム 

ダム 応急復旧チーム 

港湾 応急復旧チーム 

砂防 応急復旧チーム 

上下水道 上下水道チーム 

清掃施設 環境衛生チーム 

がけ崩れ 応急復旧チーム 

鉄道不通 応急復旧チーム 

船舶及び沿岸部の被害等 応急復旧チーム 

固定電話 情報チーム 

携帯電話 情報チーム 

電気 情報チーム 

都市ガス  情報チーム 

罹災者 罹災世帯、 罹災者数 生活再建チーム 

火災 火災発生（ 建物、 危険物、 その他）  消防チーム 

被害額 

公立文教施設 教育委員会 

農林水産業施設 農林水産課 

農林蓄水産被害 農林水産課 

商工被害 商工労政課 

その他の公共施設 施設管理課 

集約 すべての情報のと り ま と め 情報チーム 
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１ ９  法律等に基づく 応援協力の要請系統 

 法律等に基づく 応援協力の要請系統は次の図のと おり です。  

 

 

 

 

 基本法第 29 条第 2 項                         基本法第 29 条 1 項          

 （ 派遣要請）                             （ 派遣要請）  

 

 

基本法第 68 条（ 応援要求）  

 地方自治法第 252 条の 17 第 1 項（ 職員の派遣）   

基本法第 30 条第 1 項、 第 2 項( 職員派遣のあっせん要求) ※  

基本法第 72 条（ 応急措置の実施の指示）  

 

 

 

 

 

 
      地方自治法第 252 条の 17 第 1 項 

      （ 職員の派遣）  

                          基本法第 72 条         

    基本法第 67 条                      （ 応援指示）                
    （ 応援要請）                        

     
      協定 

 

 

 

 全般的な相互応援協力                    応 急措置要求、 指示 

       職員の派遣要請、 派遣、 派遣のあっせん要求  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

他市町 

 

 

 

三重県 

 

 

伊勢市 

指定行政機関 

指定地方行政機関  

指定公共機関  
指定地方行政機関  

指定公共機関  

※県（ 知事） に職員のあっせんを要求する 対象 

 基本法第 30 条第 1 項： 指定地方行政機関、 特定公共機関 

 基本法第 30 条第 2 項： 他の地方公共団体、 特定地方公共機関 

 （ 基本法： 災害対策基本法）  
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２ ０  自衛隊派遣要請の系統図 

 自衛隊は基本法第 68 条の 2 に基づき 、 次の場合に部隊等を派遣する 。  

  

 1. 県知事等から 要請があり 事態やむを得ないと 認める 場合における 要請に基づく 部隊等の派遣（ 基本

法第 68 条の 2 第 1 項）  

 2. 通信の途絶等によ り 知事に対し て自衛隊の災害派遣要請の要求が行えない場合、 市長等から の通知

を受け、 特に緊急を要し 、 県知事等から の要請を待ついと ま がないと 認めら れる 場合における 自主的判

断に基づく 部隊等の派遣（ 基本法第 68 条の 2 第 2 項）  

 

 

（ 知事に要求でき ない場合）  

 

 

            

派遣要請の要求 派遣要請 

 

 

要請先 

  陸上自衛隊第 33 普通科連隊 

   〒514-1118 三重県津市久居新町 975 

    TEL：   059-255-3133 

 

  陸上自衛隊明野航空学校 

   〒519-0501 三重県小俣町明野 5593-1 

    TEL：   0596-37-0111  

 

２ １  災害救助法適用基準 

救助法の適用基準には、 下記に示すと おり 、 1 号から 4 号ま での基準があり ま す。 こ のう ち、 1 号から

3 号基準ま では、 実際に発生し た被害数を算定の基準と し て適用し ま す。  

4 号基準は、 1 号から 3 号基準と 違い、 被害情報が正確には判明し ない場合や災害によ る 被害の発生

が将来想定さ れる 場合等、 被害数が不明・ 未確定な場合にも 適用でき る 基準と なっている ため、 災害の

対し て迅速に適用する こ と が可能と なっていま す。  

そのため、 救助法の適用に際し ては、 原則、 4 号基準を適用する も のと し 、 災害に対し て迅速に対応

し てき ま す。  

 

【 災害救助法の適用基準】  

( 1)  1 号基準 

住家の滅失世帯数が市の区域内の人口に応じ 、 次表Ａ 欄の世帯数以上に達し たと き  

( 2)  2 号基準 

被害世帯数がＡ 欄に達し ないが、 県の区域内の被害世帯数が 1, 500 世帯以上で、 市の区域内の被害

世帯数がＢ 欄に示す世帯数以上に達し たと き  

( 3)  3 号基準-1 

被害世帯数が 1 号又は 2 号の基準に達し ないが、 県の区域内の住家滅失世帯数が 7, 000 世帯に達し

た場合で、 市の区域内の被害世帯数が「 多数」 である と き  

「 多数」 と は、 概ね 5 世帯以上と し 、 市町の被害状況が特に援助を要する 状態にある と 判断さ れたと

き  

( 4)  3 号基準-2 

災害にかかった者の救護を著し く 困難と する「 特別の事情」 がある 場合で、 し かも 多数の世帯の住

家が滅失し たと き  

「 特別の事情」 と は次の 2 つの場合 

１ ） 食品、 生活必需品の給与に特殊の補給方法を必要と する 場合 

２ ） 被災者の救出に特殊の技術を必要と する 場合 

自 衛 隊 県 知 事 市  長  
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( 5)  4 号基準 

多数の者が生命又は身体に危害を受け、 又は受ける 恐れが生じ たと き で、 厚生労働省令で定める

基準に該当し た場合 

１ ） 多数の者が避難し て継続的に救助を必要と する 場合 

２ ） 被災者に対する 食品、 生活必需品の給与に特殊の補給方法を必要と し 、 又は被災者の救出に特

殊の技術を必要と する 場合 

 

市 の 人 口 
住家が滅失し た世帯数 

Ａ  Ｂ  

100, 000 人以上～300, 000 人未満 100 50 

 

ま た、 家屋被害については以下のと おり です。  

被害程度 基準 

全 壊 （ 焼 ）  

 

※救助法の適用基

準である 「 滅失」

と はこ の被害程度

を言いま す。  

住家がその居住のため基本的機能を喪失し たも の、すなわち、住家全部が倒壊、

流失、 埋没、 焼失し たも の、 ま たは住家の損壊が甚だし く 、 補修によ り 元通り

に再使用する こ と が困難なも ので、 具体的には住家の損壊、 焼失若し く は流失

し た部分の床面積が、 その住家の延床面積の 70％以上に達し た程度のも の、 ま

たは住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める 損害割合で表し 、

その住家の損害割合が 50％以上に達し た程度のも のと する 。  

半 壊 （ 焼 ）  

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失し たも の、 すなわち、 住家の

損壊が甚し いが、補修すれば元通り に再使用でき る 程度のも ので、具体的には、

損壊部分がその住家の延床面積の 20％以上 70％未満のも の、 ま たは住家の主

要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める 損害割合で表し 、 その住家の損

害割合が 20％以上 50％未満のも のと する 。  

一 部 破 損 
全壊及び半壊にいたら ない程度の住家の破損で、 補修を必要と する 程度のも の

と する 。 ただし 、 ガラ ス が数枚破損し た程度のごく 小さ なも のは除く 。  

床 上 浸 水 
住家の床よ り 上に浸水し たも の及び全壊・ 半壊には該当し ないが土砂竹木のた

い積によ り 一時的に居住する こ と ができ ないも のと する 。  

床 下 浸 水 床上浸水にいたら ない程度に浸水し たも のと する 。  

 

２ ２  道路注意箇所 

①①一一般般国国道道（（ 県県管管理理））   

建設事務所 道路種別 路線名 区間及び地内 注意内容 箇所数 

伊  勢 一般国道 42 号 伊勢市二見町 盛土 1 

 

②②主主要要地地方方道道  

建設事務所 道路種別 路線名 区間及び地内 注意内容 箇所数 

伊  勢 主要地方道 012 伊勢南勢線 伊勢市 落石崩壊 12 

伊  勢 〃 022 伊勢南島線 伊勢市 地すべり  1 

伊  勢 〃 022 伊勢南島線 伊勢市 擁壁 1 

伊  勢 〃 016 伊勢磯部線 伊勢市 冠水 1 

 

③③一一般般県県道道  

建設事務所 道路種別 路線名 区間及び地内 注意内容 箇所数 

伊  勢 一般県道 102 伊勢二見線 伊勢市二見町 盛土 1 

伊  勢 〃 102 伊勢二見線 伊勢市二見町 擁壁 1 

伊  勢 〃 719 伊勢路伊勢線 伊勢市 落石崩壊 2 

伊  勢 〃 719 伊勢路伊勢線 伊勢市 土石流 2 

伊  勢 〃 720 横輪南勢線 伊勢市 落石崩壊 3 

伊  勢 〃 720 横輪南勢線 伊勢市 土石流 1 
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２ ３  石油流出事故の連絡系統図 

（ １ ） 情報通信連絡系統 

油等の大量流出事故が発生し 、 又はま さ に発生し よ う と し ている 場合の連絡系統は次のと おり と

する 。  

 

 
 

２ ４  激甚災害に係る 財政援助措置の対象一覧 

①①公公共共土土木木施施設設災災害害復復旧旧事事業業等等にに関関すするる 特特別別のの財財政政援援助助  

（ 1） 公共土木施設災害復旧事業 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の規定の適用を受ける 公共土木施設の災害復旧事業 

（ 2） 公共土木施設災害関連事業 

前号の公共土木施設災害復旧事業のみでは再度災害の防止に十分な効果が期待でき ないと 認めら

れる ため、 こ れと 合併施行する 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令第 1 条各号の施設の

新設又は改良に関する 事業で、 国の負担割合が 2/3 未満のも の。（ 道路、 砂防を除く ）  

（ 3） 公立学校施設災害復旧事業 

公立学校施設災害復旧費国庫負担法の規定の適用を受ける 公立学校の施設の災害復旧事業 

（ 4） 公営住宅災害復旧事業 

公営住宅法第 8 条第 3 項の規定の適用を受ける 公営住宅、 及び同施設の建設又は補修に関する 事業 

（ 5） 生活保護施設災害復旧事業 

生活保護法第 40 条（ 都道府県、 市町村及び地方独立行政法人の保護施設） ま たは第 41 条（ 社会福

祉法人及び日本赤十字社の保護施設の設置） の規定によ り 設置さ れた保護施設の災害復旧事業 

（ 6） 児童福祉施設災害復旧事業 

児童福祉法第 35 条第 2 項から 第 4 項までの規定によ り 設置さ れた児童福祉施設の災害復旧事業 

（ 7） 老人福祉施設災害復旧事業 

老人福祉法第 15 条の規定によ り 設置さ れた養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの災害復旧事

業 

（ 8） 身体障害者社会参加支援施設災害復旧事業 

身体障害者福祉法第 28 条第 1 項又は第 2 項の規定によ り 、 県又は市町が設置し た身体障害者社会

参加支援施設災害復旧事業 

（ 9） 障害者支援施設等災害復旧事業 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための法律第 79 条第 1 項若し く は第 2 項又は第

83 条第 2 項若し く は第 3 項の規定によ り 県ま たは市町が設置し た障害者支援施設、 地域活動支援セ

ンタ ー、 福祉ホーム又は障害福祉サービス の事業の用に供する 施設の災害復旧事業 

（ 10） 婦人保護施設災害復旧事業 

売春防止法第 36 条の規定によ り 県が設置し た婦人保護施設の災害復旧事業 

 

第 4 管区海上保安部 

伊伊勢勢市市  

伊勢市消防本部 

事故の原因 

三重県 

国（ 消防庁）  

三重県警察本部 
（ 伊勢警察署）  

東海運輸局 

関係機関、 団体 第
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（ 11） 感染症指定医療機関災害復旧事業及び感染症予防事業 

感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する 法律の規定によ る 災害復旧及び感染症予防

事業 

（ 12） 堆積土砂排除事業 

ア 公共施設の区域内の排除事業 

 激甚災害に伴い公共施設の区域内に堆積し た激甚法（ 政令） に定めた程度に達する 異常に多量

の泥土、 砂礫、 岩石、 樹木等の排除事業で地方公共団体ま たはその機関が施行する も のと する 。 

イ  公共施設の区域外の排除事業 

 激甚災害に伴い発生し た堆積土砂で、市町長が指定し た場所に集積さ れたも のま たは市町長が、

こ れを放置する こ と が公益上重大な支障がある と 認めたも のについて、 市町が行う 排除事業 

（ 13） たん水排除事業 

激甚災害の発生に伴う 破堤又は溢流によ り 浸水し た一団の区域について浸水面積が、 引き 続き 1

週間以上にわたり 30 ヘク タ ール以上に達する も のの防除事業で地方公共団体が施行する も の。  

 

事業等 内容 
適用さ れる 法律等 

通常災害 激甚災害 

公共土木施設災

害復旧事業 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

の規定の適用を 受ける 公共土木施設の災

害復旧事業 

公共土木施設災害

復旧事業費国庫負

担法 

激甚法第 3 条 

公共土木施設災

害関連事業 

前号の公共土木施設災害復旧事業のみで

は再度災害の防止に十分な効果が期待で

き ないと 認めら れる ため、 こ れと 合併施行

する 公共土木施設災害復旧事業費国庫負

担法施行令第 1 条各号の施設の新設又は改

良に関する 事業で、 国の負担割合が 2/3 未

満のも の。（ 道路、 砂防を除く ）  

河川法、 道路法等 同上 

公立学校施設災

害復旧事業 

公立学校施設災害復旧費国庫負担法の規

定の適用を 受ける 公立学校の施設の災害

復旧事業 

公立学校施設災害

復旧費国庫負担法 
同上 

公営住宅等災害

復旧事業 

公営住宅法第 8 条第 3 項の規定の適用を受

ける 公営住宅、 及び同施設の建設又は補修

に関する 事業 

公営住宅法 同上 

生活保護施設災

害復旧事業 

生活保護法第 40 条（ 地方公共団体及び地

方独立行政法人が設置する も の） ま たは第

41 条（ 社会福祉法人又は日赤が設置する も

の） の規定によ り 設置さ れた保護施設の災

害復旧事業 

生活保護法 同上 

児童福祉施設災

害復旧事業 

児童福祉法第 35 条第 2 項から 第 4 項ま で

の規定によ り 設置さ れた児童福祉施設の

災害復旧事業 

児童福祉法 同上 

養護老人ホーム

及び特別養護老

人ホームの災害

復旧事業 

老人福祉法第 15 条の規定によ り 設置さ れ

た養護老人ホ ーム 及び特別養護老人ホ ー

ムの災害復旧事業 
老人福祉法 同上 

身体障害者社会

参加支援施設災

害復旧事業 

身体障害者福祉法第 28 条第 1 項又は第 2

項の規定によ り 、 県又は市町が設置し た身

体障害者社会参加支援施設災害復旧事業 

身体障害者福祉法 同上 



125 

 

事業等 内容 
適用さ れる 法律等 

通常災害 激甚災害 

障害者支援施設

等災害復旧事業 

 

障害者総合支援法第 79 条第 1 項若し く は

第 2 項又は第 83 条第 2 項若し く は第 3 項

の規定によ り 県ま たは市町が設置し た 障

害者支援施設、 地域活動支援センタ ー、 福

祉ホーム 又は障害福祉サービ ス の事業の

用に供する 施設の災害復旧事業 

障害者総合支援法 同上 

婦人保護施設災

害復旧事業 

売春防止法第 36 条の規定によ り 県が設置

し た婦人保護施設の災害復旧事業 
売春防止法 同上 

堆積土砂排除事

業 

ア 公共施設の区域内の排除事業 

激甚災害に伴い公共施設の区域内に堆積

し た激甚法（ 政令） に定めた程度に達する

異常に多量の泥土、 砂礫、 岩石、 樹木等の

排除事業で地方公共団体ま たはその機関

が施行する も のと し ま す。  

イ  公共施設の区域外の排除事業 

激甚災害に伴い発生し た堆積土砂で、 市長

が指定し た場所に集積さ れたも のま た は

市長が、 こ れを放置する こ と が公益上重大

な支障がある と 認めたも のについて、 市が

行う 排除事業 

－ 同上 

湛水排除事業 

激甚災害の発生に伴う 破堤又は溢流によ

り 浸水し た一団の区域について浸水面積

が、 引き 続き 1 週間以上にわたり 30 ヘク

タ ール以上に達する も のの防除事業で地

方公共団体が施行する も の 

－ 同上 
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②②農農林林水水産産業業にに関関すするる 特特別別のの助助成成  

（ 1） 農林水産の災害復旧事業に係る 補助の特別措置 

 こ の特別措置は、 その年に発生し た激甚災害に係る 災害復旧事業及び災害関連事業に要する 経費

の額から 、 災害復旧事業について、 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する 法

律（ 以下「 暫定措置」 と いう 。） 第 3 条第 1 項の規定によ り 補助する 額、 関連事業については通常

補助する 額を、 それぞれ控除し た額に対し て一定の区分に従い、 超過累進率によ り 嵩上げを行い措

置する 。  

（ 2） 農林水産業共同利用施設災害復旧事業の補助の特例 

 激甚災害を受けた共同利用施設の災害復旧について暫定措置法の特例を定め、 1 か所の工事費用

が政令で指定さ れる 地域内の施設について 1 か所の工事費用を 13 万円に引き 下げて補助対象の範

囲を拡大する 。  

（ 3） 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する 補助 

（ 4） 天災によ る 被害農林漁業者等に対する 資金の融資に関する 暫定措置法（ 以下「 天災融資法」 と い

う 。） 第 2 条第 1 項の規定によ る 天災が激甚災害と し て指定さ れた場合、 次の 2 点の特別措置を行

う 。  

ア 天災融資法の対象と なる 経営資金の貸与限度額を 250 万円に、 政令で定める 資金と し て貸付

けら れる 場合の貸付限度額については 600 万円に引き 上げ、 償還期間を政令で定める 経営資金

については 7 年と する 。  

イ  政令で定める 地域において被害を受けた農業協同組合等ま たは農協協同組合連合会に対する

天災融資法の対象と なる 事業運営資金の貸付限度額を引き 上げる 。  

（ 5） 森林組合等の行う 堆積土砂の排除事業に対する 補助 

（ 6） 土地改良区等の行う 湛水排除事業に対する 補助 

 

事業等 内容 
適用さ れる 法律等 

通常災害 激甚災害 

農林水産の災害復旧

事業に係る 補助の特

別措置 

こ の特別措置は、 その年に発生し た激

甚災害に係る 災害復旧事業及び災害

関連事業に要する 経費の額から 、 災害

復旧事業について、 農林水産業施設災

害復旧事業費国庫補助の暫定措置に

関する 法律（ 以下「 暫定措置」と いう 。）

第 3 条第 1 項の規定によ り 補助する

額、 関連事業については通常補助する

額を、 それぞれ控除し た額に対し て一

定の区分に従い、 超過累進率によ り 嵩

上げを行い措置し ます。  

農林水産業施設

災害復旧事業費

国庫補助の暫定

措置に関する 法

律 

激甚法第 5 条 

農林水産業共同利用

施設災害復旧事業の

補助の特例 

激甚災害を 受けた共同利用施設の災

害復旧について暫定措置法の特例を

定め、 1 か所の工事費用が政令で指定

さ れる 地域内の施設について 1 か所の

工事費用を 13 万円に引き 下げて補助

対象の範囲を拡大し ま す。  

農林水産業施設

災害復旧事業費

国庫補助の暫定

措置に関する 法

律 

激甚法第 6 条 

開拓者等の施設の災

害復旧事業 

開拓者等の施設の災害復旧事業に対

する 補助 
－ 激甚法第 7 条 
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事業等 内容 
適用さ れる 法律等 

通常災害 激甚災害 

天災によ る 被害農林

漁業者等に対する 資

金融通の特例 

天災によ る 被害農林漁業者等に対す

る 資金の融資に関する 暫定措置法（ 以

下「 天災融資法」 と いう 。） 第 2 条第 1

項の規定によ る 天災が激甚災害と し

て指定さ れた場合、 次の 2 点の特別措

置を行いま す。  

ア 天災融資法の対象と なる 経営資金

の貸与限度額を 250 万円に、 政令で定

める 資金と し て貸付けら れる 場合の

貸付限度額については 600 万円に引き

上げ、 償還期間を政令で定める 経営資

金については 7 年と し ま す。  

イ  政令で定める 地域において被害を

受けた 農業協同組合等ま たは農協協

同組合連合会に対する 天災融資法の

対象と な る 事業運営資金の貸付限度

額を引き 上げま す。  

天災によ る 被害

農林漁業者等に

対する 資金の融

通に関する 暫定

措置法 

激甚法第 8 条 

森林組合等の行う 堆

積土砂の排除事業 

森林組合等の行う 堆積土砂の排除事

業に対する 補助 
－ 激甚法第 9 条 

土地改良区等の行う

湛水排除事業 

土地改良区等の行う 湛水排除事業に

対する 補助 
－ 激甚法第 10 条 
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③③中中小小企企業業にに関関すするる 特特別別のの助助成成  

（ 1） 中小企業信用保険法によ る 災害関係保証の特別措置 

ア 激甚災害につき 災害救助法が適用さ れた地域内に事業所を有し 、 かつ、 激甚災害を受けた中小

企業者、 事業共同組合等の再建資金の借入に関する 保証を別枠と し て設ける 。  

イ  災害関係保証の保険についてのてん補率を 100 分の 70 から 100 分の 80 ま で引き 上げる 。  

（ 2） 小規模事業者等設備導入資金助成法によ る 貸付金の償還期間の特例 

 激甚災害を受けた小規模企業者等に対し 、激甚災害を受ける 以前において小規模事業者等設備導

入資金助成法によ って貸付けた貸付金について、（ 財） 三重県産業支援センタ ーは、県の判断に基づ

き 償還期間を 2 年以内において延長する こ と ができ る 。  

（ 3） 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する 補助 

（ 4） 中小企業者に対する 資金の融通に関する 特例 

 商工組合中央金庫の激甚災害を受けた者に対し て再建資金を貸付ける 。 ま た、 日本政策金融公庫

においても 低利融資を行う 。  

 

 

 

④④そそのの他他のの財財政政援援助助及及びび助助成成  

（ 1） 公立社会教育施設災害復旧事業に対する 補助の対象と なる も のは、 法第 3 条第 1 項の特定地方公

共団体が設置する 公民館、 図書館、 体育館、 運動場、 水泳プール、 その他文部科学大臣が財務大臣

と 協議し て定める 施設で、 その災害の復旧に要する 経費の額が一の公立社会教育施設ごと に 60 万

円以上が対象と なる 。  

（ 2） 私立学校施設災害復旧事業に対する 補助 

 激甚災害を受けた私立の学校の建物等の復旧に要する 一つの学校の工事費の額を、 その学校の幼

児・ 児童・ 生徒又は学生の数で除し て得た額が 750 円以上で、 1 つの学校について、 幼稚園は 60 万

円以上、 特別支援学校は 90 万円以上、 小、 中学校は 150 万円以上、 高等学校は 210 万円以上、 短

大は 240 万円以上、 大学は 300 万円以上の場合である 。  

事業等 内容 
適用さ れる 法律等 

通常災害 激甚災害 

中小企業信用保険法

によ る 災害関係保証

の特例 

ア 激甚災害につき 救助法が適用さ れた地

域内に事業所を有し 、 かつ、 激甚災害を受

けた中小企業者、事業共同組合等の再建資

金の借入に関する 保証を 別枠と し て設け

ま す。  

イ  災害関係保証の保険についてのてん補

率を 100 分の 70 から 100 分の 80 ま で引き

上げま す。  

中小企業信用

保険法 
激甚法第 12 条 

小規模企業者等設備

導入資金助成法によ

る 貸付金の償還期間

等の特例 

激甚災害を受けた小規模企業者等に対し 、

激甚災害を 受ける 以前において小規模事

業者等設備導入資金助成法によ っ て貸付

けた貸付金について、（ 公財） 三重県産業

支援センタ ーは、県の判断に基づき 償還期

間を 2 年以内において延長する こ と がで

き る こ と と し ま す。  

小規模企業者

等設備導入資

金助成法 

激甚法第 13 条 

事業協同組合等の施

設の災害復旧事業 

事業協同組合等の施設の災害復旧事業に

対する 補助 
－ 激甚法第 14 条 

中小企業者に対する

資金の融通に関する

特例 

商工組合中央金庫の激甚災害を 受けた者

に対し て再建資金を貸付けま す。 ま た、 日

本政策金融公庫においても 低利融資を 行

いま す。  

－ 激甚法第 14 条 
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（ 3） 日本私立学校振興・ 共済事業団の業務の特例 

（ 4） 市町が施行する 伝染病予防事業に関する 特例 

（ 5） 母子及び父子並びに寡婦福祉資金に関する 国の貸付の特例 

 母子及び父子並びに寡婦福祉法によ る 国の貸付けの特例。  

（ 6） 水防資材費の補助の特例 

 次のいずれかの地域で、 国土交通大臣が告示する 地域に補助さ れる 。  

ア 県に対し て補助する 場合は、 激甚災害に関し 、 県が水防のため使用し た資材の取得に要し た費

用が、 190 万円を越える 県の区域。  

イ  水防管理団体に対し ては、 激甚災害に関し 、 当該水防管理団体が水防のため使用し た資材の取

得に要し た費用が、 35 万円をこ える 水防管理団体の区域。  

（ 7） 罹災者公営住宅建設資金の特例 

（ 8） 公共土木施設、 公立学校施設、 農地農業用施設に係る 小災害復旧事業に対する 財政援助 

（ 9） 雇用保険法第 10 条に規定する 雇用保険の被保険者に対する 失業等給付金の支給 

 

事業等 内容 
適用さ れる 法律等 

通常災害 激甚災害 

公立社会教育施設災

害復旧事業 

公立社会教育施設災害復旧事業に対する

補助の対象と なる も のは、 法第 3 条第 1

項の特定地方公共団体が設置する 公民

館、 図書館、 体育館、 運動場、 水泳プー

ル、 その他文部科学大臣が財務大臣と 協

議し て定める 施設で、 その災害の復旧に

要する 経費の額が一の公立社会教育施設

ごと に 60 万円以上が対象です。  

－ 激甚法第 16 条 

私立学校施設災害復

旧事業 

私立学校施設災害復旧事業に対する 補助 

激甚災害を受けた私立の学校の建物等の

復旧に要する 1 つの学校の工事費の額

を、 その学校の幼児・ 児童・ 生徒又は学

生の数で除し て得た額が 750 円以上で、

1 つの学校について、 幼稚園は 60 万円以

上、 特別支援学校は 90 万円以上、 小、 中

学校は 150 万円以上、 高等学校は 210 万

円以上、短大は 240 万円以上、大学は 300

万円以上の場合です。  

－ 激甚法第 17 条 

 
日本私立学校振興・ 共済事業団の業務の

特例 
  

感染症予防事業 
市が施行する 伝染病予防事業に関する 特

例 

感染症の予防

及び感染症の

患者に対する

医療に関する

法律 

激甚法第 19 条 

母子及び父子並びに

寡婦福祉法によ る 国

の貸付けの特例 

母子及び父子並びに寡婦福祉法によ る 国

の貸付けの特例 

母子及び寡婦

福祉法 
激甚法第 20 条 
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事業等 内容 
適用さ れる 法律等 

通常災害 激甚災害 

水防資材費の補助の

特例 

次のいずれかの地域で、 国土交通大臣が

告示する 地域に補助さ れま す。  

ア 県に対し て補助する 場合は、激甚災害

に関し 、 県が水防のため使用し た資材の

取得に要し た費用が、 190 万円を越える

県の区域 

イ  水防管理団体に対し ては、激甚災害に

関し 、 当該水防管理団体が水防のため使

用し た資材の取得に要し た費用が、 35 万

円をこ える 水防管理団体の区域 

－ 激甚法第 21 条 

罹災者公営住宅建設

等事業 
罹災者公営住宅建設資金の特例 公営住宅法 激甚法第 22 条 

小災害債に係る 元利

償還金の基準財政需

要額への算入 

公共土木施設、 公立学校施設、 農地農業

用施設に係る 小災害復旧事業に対する 財

政援助 

－ 激甚法第 24 条 

雇用保険法によ る 求

職者給付の支給の特

例 

雇用保険法第 10 条に規定する 雇用保険

の被保険者に対する 失業等給付金の支給 
雇用保険法 激甚法第 25 条 

 

 

２ ５  被災者生活再建支援法の適用基準と 対象世帯 

 

適用基準 対象世帯 

① 災害救助法施行令第 1 条第 1 項第 1 号 

 ま たは第 2 号のいずれかに該当する 被害 

（ 同条第 2 項のいわゆる みなし 規定によ  

り 該当する こ と と なる も のを含む） が発 

生し た市町村の区域に係る 自然災害（ 支 

援法施行令第 1 条第 1 号）  

② 10 以上の世帯の住家が全壊する 被害が 

発生し た市町村の区域に係る 自然災害 

（ 支援法施行令第 1 条第 2 号）  

③ 100 以上の世帯の住家が全壊する 被害 

が発生し た都道府県の区域に係る 自然災害

（ 支援法施行令第 1 条第 3 号）  

④ ①ま たは②に規定する 被害が発生し た 

都道府県の区域内の他の市町村（ 人口 10 

万人未満のも のに限る ） の区域で、 5 世  

帯以上の住宅が全壊する 被害が発生し た 

自然災害（ 支援法施行第 1 条第 4 号）  

⑤  ③ま たは④に規定する 都道府県の区域 

に隣接する 都道府県の区域内の市町村 

（ 人口 10 万人未満のも のに限る 。） の区 

域で①～③に規定する 区域のいずれかに

隣接し 、 5 世帯以上の住宅が全壊する 被害

が発生し た自然災害（ 支援法施行令第 1 条

第 5 号）  

① 当該自然災害によ り その居住する 住宅 

が全壊し た世帯。  

② 当該自然災害によ り その居住する 住宅が半壊し 、

ま たはその居住する 住宅の敷地に被害が生じ 、当

該住宅の倒壊によ る 危険を 防止する ため必要が

ある こ と 、当該住宅に居住する ために必要な補修

費等が著し く 高額と なる こ と 、その他こ れら に準

ずる やむを 得ない事由によ り 、 当該住宅を 解体

し 、 ま たは解体さ れる に至った世帯。  

③ 当該自然災害によ り 火砕流等によ る 被害が発生

する 危険な状況が継続する こ と その他の事由に

よ り 、 その居住する 住宅が居住不能のも のと な

り 、かつ、その状態が長期にわたり 継続する こ と

が見込ま れる 世帯。  

④ 当該自然災害によ り その居住する 住宅が半壊し 、

基礎、 基礎ぐ い、 壁、 柱等であって構造耐力上主

要な部分と し て政令で定める も のの補修を 含む

大規模な補修を行わなければ当該住宅に居住す

る こ と が困難である と 認めら れる 世帯。（ ②及び

③に掲げる 世帯を除く ）  
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支援金の支給基準（ 万円）  

被害区分 世帯数 基礎 

支援金 

加算支援金（ 基礎支援金と の合計）  

建設・ 購入 補修 賃借 

全壊世帯 複数 100 200  （ 300）   100 （ 200）   50  （ 150）  

単数 75 150  （ 225）    75 （ 150）   37. 5 （ 112. 5） 

大規模 

半壊世帯 

複数 50  200  （ 250）   100 （ 150）    50  （ 100）  

単数 37. 5  150 （ 187. 5）     75  （ 112. 5）  37. 5   （ 75）  

 
  

第
３
編

公
助



132 

 

第４編 南海トラフ地震防災対策推進計画 
１  津波に関する 情報の伝達等 

 

    南勢志摩地域活性化局 

  

                      伊  勢   市  

三重県        

               消 防  本  部   

 

報 道 機 関 

 

交 通 機 関 

 

公 共 機 関 

 

警察本部    伊 勢 警 察 署   交番・ 駐在所   

 

 

 

  

住民 

関係企業 

学校 

公共施設 

公共的団体 

警
察
庁 
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第５編 水防計画 
１  本部組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消 防 署  

消
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長
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部

 

予
防

課
長

 

消 防 本 部 通 信 指 令 課  

消
防

本
部

 

通
信

指
令

課
長

 

消 防 本 部 消 防 課  
消

防
本

部
 

消
防

課
長

 

消 防 本 部 総 務 課  

消
防

本
部

 

総
務

課
長

 

生 活 福 祉 課  

生 活 福 祉 課  

生 活 福 祉 課  
 

小
俣

総
合

支
所

 

小
俣

総
合

支
所

長
 

下 水 道 建 設 課  

下 水 道 施 設 管 理 課  

上 下 水 道 総 務 課  

料 金 課  

下
水

道
施

設
 

管
理

課
長

 

住 宅 政 策 課  

営 繕 課  

用 地 課  

維 持 課  

基 盤 整 備 課  

交 通 政 策 課  

都 市 計 画 課  

監 理 課  
 

 

監
理

課
長

 

維
持

課
長

 

御
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総
合

支
所

 

御
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総
合
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長
 

二
見
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合
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合
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長
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都
市
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備

部
長
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次

長
 

上
下

水
道

部
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下

水
道

部
長
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防

本
部

 

消
防

長
 

消
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本
部

次
長

 

消
防

本
部

参
事

 

水
防

本
部

長
 

 
 

市
長

 

副
本

部
長

 
 

 
 

副
市

長
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２  重要水防区域 

①①大大臣臣管管理理区区間間河河川川のの重重要要水水防防区区域域  

（ １ ） 重要度Ａ  

番号 河川名 種別 
左右岸

の別 位置 地先名 
延長 

（ ｍ）  
摘要（ 水防工法）  

1 宮川 漏水 左 
2. 6k+100 ～

2. 8k-60 
伊勢市磯町 40 

履歴有り  H16. 9. 29 台

風 21 号出水（ 月の輪工） 

2 宮川 漏水 左 
5. 0k ～

5. 0k+100 
伊勢市小俣町元町 100 履歴有り （ 月の輪工）  

3 宮川 漏水 左 
6. 8k+100 ～

7. 0k-60 

伊勢市小俣町宮前～

伊勢市川端町 
30 履歴有り （ 月の輪工）  

4 宮川 漏水 左 
7. 4k+155 ～

8. 8k+55 

伊勢市川端町～中須

町 
1, 010 履歴有り （ 月の輪工）  

5 宮川 漏水 左 
9. 0k+59 ～

9. 6k-30 
伊勢市中須町 550 履歴有り （ 月の輪工）  

6 宮川 
( 輪 中) 堤防

断面 
左 0. 6k～1. 4k 伊勢市樫原町 800 

天端不足、 断面不足( シ

ート 張工)  

7 宮川 漏水 右 
4. 8k ～

5. 0k+100 
伊勢市御薗町高向 280 履歴有り （ 月の輪工）  

8 宮川 漏水 右 6. 2k～6. 6k 伊勢市宮川 340 
履歴有り Ｈ23. 9. 3 台風

12 号（ 釜段工法）  

9 宮川 堤防高 右 6. 2k～6. 4k 伊勢市宮川 200 
暫定堤防、 河積不足( 積

土のう 工)  

10 宮川 堤防高 右 11. 4k～11. 8k 伊勢市佐八町 800 
無堤、河積不足（ 積土の

う 工）  

11 宮川 
( 輪 中) 堤防

断面 
右 0. 4k～1. 0k 伊勢市樫原町 600 

暫定堤防、 河積不足( シ

ート 張工)  

12 宮川 
( 輪 中) 堤防

断面 
右 1. 4k～1. 6k 伊勢市樫原町 200 

暫定堤防、 河積不足( シ

ート 張工)  

13 
五十鈴

川 
漏水 左 

2. 0k ～

2. 0k+120 
伊勢市一色町 120 履歴有り （ 月の輪工）  

14 
五十鈴

川 
堤防断面 右 1. 8k～2. 0k 伊勢市一色町 200 

天端不足、 断面不足( シ

ート 張工)  

15 勢田川 堤防断面 左 
3. 4k+172. 2 ～

3. 6k 
伊勢市船江 30 

天端不足、 断面不足( シ

ート 張工)  

16 勢田川 堤防高 左 4. 6k～4. 8k 伊勢市吹上 200 
暫定堤防、河積不足（ 積

土のう 工）  

17 勢田川 堤防断面 左 4. 6k～4. 7k 伊勢市吹上 100 
天端不足、 断面不足( シ

ート 張工)  

18 勢田川 堤防高 左 5. 4k～5. 6k 伊勢市岡本 200 
暫定堤防、河積不足（ 積

土のう 工）  

19 勢田川 堤防高 左 5. 6k～5. 8k 伊勢市岡本 200 
暫定堤防、河積不足（ 積

土のう 工）  

20 勢田川 堤防高 左 5. 8k～6. 0k 伊勢市岡本 200 
暫定堤防、河積不足（ 積

土のう 工）  

21 勢田川 堤防高 右 4. 4k～4. 8k 伊勢市河崎～神久 400 
暫定堤防、河積不足（ 積

土のう 工）  

22 勢田川 堤防高 右 5. 4k～5. 6k 伊勢市岡本 200 
暫定堤防、河積不足（ 積

土のう 工）  

23 勢田川 堤防高 右 5. 6k～5. 8k 伊勢市岡本 200 
暫定堤防、河積不足（ 積

土のう 工）  
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番号 河川名 種別 
左右岸

の別 位置 地先名 
延長 

（ ｍ）  
摘要（ 水防工法）  

24 勢田川 堤防高 右 5. 8k～6. 0k 伊勢市岡本 200 
暫定堤防、河積不足（ 積

土のう 工）  

計      24 箇所   7, 200   

 

（ ２ ） 重要度Ｂ  

番号 河川名 種別 
左右岸

の別 
位置 地先名 

延長 

（ ｍ）  
摘要（ 水防工法）  

1 宮川 堤防高 左 1. 6k～1. 8k 伊勢市東豊浜町 200 
暫定断面､河積不足( 積

土のう 工)  

2 宮川 堤防断面 左 1. 6k～2. 0k 伊勢市東豊浜町 400 
天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  

3 宮川 
法崩れ･すべり

( 裏)  
左 

1. 6k ～

2. 6k+100 

伊勢市東樫原町～磯

町 
1, 100 

発生する 恐れ( 昨年度

末計上)  

4 宮川 堤防断面 左 2. 2k～3. 2k 
伊勢市東豊浜町～磯

町 
1, 000 

天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  

5 宮川 堤防断面 左 
3. 8k+131 ～

4. 4k 
伊勢市磯町 470 

天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  

6 宮川 堤防断面 左 5. 0k～5. 4k 伊勢市小俣町元町 400 天端不足( シート 張工)  

7 宮川 堤防断面 左 5. 6k～5. 8k 伊勢市小俣町元町 200 
天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  

8 宮川 堤防断面 左 6. 0k～6. 2k 
伊勢市小俣町元町～

宮前 
200 

天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  

9 宮川 堤防高 左 
6. 4k ～

6. 9k+50 
伊勢市小俣町宮前 550 

暫定堤防、河積不足（ 積

土のう 工）  

10 宮川 堤防断面 左 7. 2k～7. 4k 伊勢市中須町 200 断面不足( シート 張工)  

11 宮川 堤防高 左 7. 2k～7. 4k 伊勢市中須町 200 
暫定堤防、河積不足( 積

土のう 工)  

12 宮川 堤防高 左 8. 0k～10. 0k 
伊勢市中須町～度会

郡玉城町昼田 
2, 000 

暫定堤防､河積不足（ 積

土のう 工）  

13 宮川 堤防高 左 10. 0k～11. 8k 
度会郡玉城町昼田～

岩出 
1, 800 

河積不足､ ( 積土の う

工)  

14 宮川 堤防断面 左 9. 4k～9. 8k 

伊勢市中須町～度会

郡 

玉城町昼田 

400 
天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  

15 宮川 
( 輪 中) 堤防

断面 
左 0. 4k～0. 6k 伊勢市樫原町 200 天端不足( シート 張工)  

16 宮川 
( 輪 中) 堤防

断面 
左 1. 4k～1. 6k 伊勢市樫原町 200 天端不足( シート 張工） 

17 宮川 水衝洗掘 右 
1. 4 ｋ +90 ～

1. 4k+200 
伊勢市御薗町小林 110 

洗掘の未施工（ 木流し

工）  

18 宮川 堤防断面 右 1. 4k～3. 2k 

伊勢市御薗町小林～

伊勢市磯町 

 

1, 800 
天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  

19 宮川 
法崩れ･すべり

( 裏)  
右 3. 8k～4. 6k 

伊勢市磯町～伊勢市

御薗町高向 

 

800 発生する 恐れ 

20 宮川 堤防断面 右 4. 0k～4. 2k 
伊勢市磯町～伊勢市

御薗町高向 
200 

天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  

21 宮川 堤防断面 右 4. 4k～4. 6k 伊勢市御薗町高向 200 
天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  
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番号 河川名 種別 
左右岸

の別 
位置 地先名 

延長 

（ ｍ）  
摘要（ 水防工法）  

22 宮川 堤防断面 右 4. 8k～6. 2k 
伊勢市御薗町高向～

伊勢市宮川 
1, 400 

天端不足､断面不足( シ

ート 張工)  

23 宮川 
法崩れ･すべり

( 裏)  
右 4. 8k～6. 2k 

伊勢市御薗町高向～

伊勢市宮川 
1, 200 発生する 恐れ 

24 宮川 堤防高 右 6. 0k～6. 2k 伊勢市宮川 200 
暫定堤防､河積不足( 積

土のう 工)  

25 宮川 
法崩れ・ すべり

( 裏)  
右 6. 2k～7. 0k 

伊勢市御薗町宮川～

中島町 
800 発生する 恐れ 

26 宮川 堤防高 右 6. 4k～6. 6k 伊勢市宮川 200 
暫定堤防､河積不足( 積

土のう 工)  

27 宮川 堤防断面 右 6. 4k～7. 2k 
伊勢市宮川町～中島

町 
800 

天端不足､断面不足（ シ

ート 張工）  

28 宮川 堤防高 右 
7. 4k+70 ～

7. 6k+46 
伊勢市中島町 175 

暫定堤防､河積不足（ 積

土のう 工）  

29 宮川 
( 輪中) 堤防断

面 
右 1. 0k～1. 2k 伊勢市樫原町 200 

天端不足､断面不足（ シ

ート 張工）  

30 
五十鈴

川 
堤防断面 左 1. 8k～2. 0k 伊勢市一色町 200 断面不足( シート 張工)  

31 
五十鈴

川 
堤防高 左 2. 0k～2. 2k 伊勢市一色町 200 

暫定堤防､河積不足( 積

土のう 工)  

32 
五十鈴

川 
堤防高 右 2. 8k～3. 0k 伊勢市二見町溝口 200 

暫定堤防､河積不足( 積

土のう 工)  

33 勢田川 堤防高 左 
2. 8k～3. 0ｋ -

19 
伊勢市船江～吹上 181 

暫定堤防､河積不足（ 積

土のう 工）  

34 勢田川 堤防高 左 
3. 0k+32 ～

3. 2k+180 
伊勢市船江～吹上 348 

暫定堤防､河積不足（ 積

土のう 工）  

35 勢田川 堤防高 左 
3. 4k+165 ～

4. 4k 
伊勢市船江～吹上 835 

暫定堤防､河積不足（ 積

土のう 工）  

36 勢田川 堤防高 左 5. 2k～5. 4k 伊勢市岡本 200 河積不足（ 積土のう 工） 

37 勢田川 堤防高 右 
2. 8k+70 ～

4. 4k 
伊勢市黒瀬町～神久 1, 530 河積不足（ 積土のう 工） 

38 勢田川 堤防高 右 4. 8k～5. 0k 伊勢市岩渕 200 河積不足（ 積土のう 工） 

39 勢田川 堤防高 右 5. 2k～5. 4k 伊勢市尾上町～岡本 200 河積不足（ 積土のう 工） 

40 宮川 
工作物 

（ 橋梁）  

左 5. 0k-13. 8 伊勢市小俣町元町 
 
近鉄宇治山田線宮川橋

梁桁下不足 右 4. 8k+56. 3 伊勢市御薗町高向 

41 宮川 
工作物 

（ 橋梁）  

左 6. 0k+100. 5 伊勢市小俣町元町 
 
Ｊ Ｒ 東海参宮線宮川橋

梁桁下不足 右 6. 0k+140. 5 伊勢市宮川二丁目 

42 宮川 
工作物 

（ 橋梁）  

左 6. 2k+14 伊勢市小俣町宮前 
  

宮川橋 

桁下不足 右 6. 2k+24 伊勢市宮川二丁目 

計       42 箇所   21, 699   

 

（ ３ ） 要注意箇所 

番

号 

河川

名 
種別 

左右岸

の別 位置 地先名 
延長 

（ ｍ）  
摘要 

1 宮川 工事施工 左 
0. 0k ～

0. 2k+41 
伊勢市東豊浜町 220 

平成 22 年度 宮川東豊

浜下流部高潮工事 

2 宮川 新堤防 左 
0. 2k+34 ～

0. 4k+14 
伊勢市東豊浜町 180 Ｈ22. 3 完成 
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番

号 

河川

名 
種別 

左右岸

の別 位置 地先名 
延長 

（ ｍ）  
摘要 

3 宮川 工事施工 左 
1. 2k+74 ～

1. 6k+15 
伊勢市樫原町 270 

平成 23 年度 宮川東豊

浜上流部高潮堤防工事 

4 宮川 工事施工 左 
3. 8k+51 ～

3. 8k+131 
伊勢市磯町 80 

平成 22 年度 宮川磯町

上流部護岸工事 

5 宮川 工作物 左 
4. 2k+150 ～

4. 4k+100 
伊勢市磯町 150 護岸老朽（ 単断面）  

6 宮川 新堤防 左 
7. 6k+20 ～

8. 8k+55 
伊勢市川端町 555 

平成 21 年度 宮川川端

地区環境工事 

7 宮川 工事施工 右 
0. 0k ～

0. 4k+30 
伊勢市大湊町 430 Ｈ22. 3 完成 

8 宮川 工事施工 右 
0. 4k+3 ～

0. 4k+138 
伊勢市大湊町 135 Ｈ22. 3 完成 

9 宮川 工事施工 右 
0. 2k+1 ～

0. 2k+92 
伊勢市大湊町 90 Ｈ21. 3 完成 

10 宮川 工事施工 右 
0. 4k+38 ～

0. 6k-62 
伊勢市大湊町 100 排水樋門撤去工事 

11 宮川 工事施工 右 
1. 2k-127. 5 ～

1. 2k+61 
伊勢市馬瀬町 190 

平成 22 年度 宮川小林

高潮堤防工事 

12 宮川 新堤防 右 
7. 6k+46 ～

7. 8k+76 

伊勢市辻久留二丁

目 
230 Ｈ22. 3 完成 

13 宮川 工事施工 右 
7. 8k+73 ～

7. 8k+164 

伊勢市辻久留二丁

目 
90 Ｈ22. 3 完成 

14 宮川 新堤防 右 
8. 0k+95. 01 ～

8. 2k+51. 74 
伊勢市常磐町 190 

平成 22 年度 宮川辻久

留地区築堤護岸工事 

15 宮川 新堤防 右 
8. 4k+90. 59 ～

8. 6k+6. 56 
伊勢市常磐町 125 

平成 22 年度 宮川辻久

留地区築堤護岸工事 

16 宮川 新堤防 右 
8. 6k+6. 56 ～

8. 6k+145. 33 

伊勢市辻久留三丁

目 
120 Ｈ23. 3 完成 

17 宮川 新堤防 右 
8. 6k+194 ～

8. 8k+158 

伊勢市辻久留二丁

目 
165 Ｈ22. 3 完成 

18 大湊川 新堤防 左 
0. 8k+6 ～

1. 0k+129 
伊勢市大湊町 320 Ｈ22. 3 完成 

19 大湊川 工作物 左 
1. 0k+129 ～

1. 4k+60 
伊勢市大湊町 310 護岸老朽（ 単断面）  

20 大湊川 工作物 右 
0. 8k+140 ～

1. 2k-71 
伊勢市大湊町 180 護岸老朽（ 単断面）  

21 大湊川 工作物 右 
1. 2k-41 ～

1. 4k+60 
伊勢市大湊町 290 護岸老朽（ 単断面）  

22 
五十鈴

川 
工作物 左 

2. 0k ～

2. 0k+120 
伊勢市一色町 120 護岸老朽（ 単断面）  

23 
五十鈴

川 
工事施工 左 

2. 0k+110 ～

2. 6k+172 
伊勢市一色町 660 Ｈ22. 3 完成 

24 
五十鈴

川 
工作物 左 

2. 8k+110 ～

2. 8k+170 
伊勢市一色町 60 護岸老朽（ 単断面）  

25 
五十鈴

川 
工事施工 左 

2. 8k+116 ～

3. 0k-29 
伊勢市一色町 55 Ｈ21. 3 完成 

26 勢田川 陸閘 左 0. 6k+230 伊勢市田尻町  田尻陸閘 

27 勢田川 工事施工 左 
3. 0 ｋ -18. 57

～3. 0ｋ +32 
伊勢市小木町 50 

平成 22 年度 勢田川船

江護岸工事 
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番

号 

河川

名 
種別 

左右岸

の別 位置 地先名 
延長 

（ ｍ）  
摘要 

28 勢田川 新堤防 左 
3. 0k+32 ～

3. 0k+107 
伊勢市一色町 75 Ｈ22. 3 完成 

29 勢田川 工事施工 左 
3. 2k+180 ～

3. 4ｋ +165 
伊勢市小木町 190 

平成 23 年度 勢田川神

久排水樋管撤去工事 

30 勢田川 陸閘 右 0. 2k+100 伊勢市神社港  一色 1 号陸閘 

31 勢田川 陸閘 右 0. 2k+150 伊勢市神社港  一色 2 号陸閘 

32 勢田川 陸閘 右 0. 4k 伊勢市神社港  一色 3 号陸閘 

33 勢田川 陸閘 右 0. 4k+50 伊勢市神社港  一色 4 号陸閘 

34 勢田川 陸閘 右 0. 4k+100 伊勢市神社港  一色 5 号陸閘 

35 勢田川 陸閘 右 0. 4k+180 伊勢市神社港  一色 6 号陸閘 

36 勢田川 新堤防 右 
2. 8k+11. 5 ～

2. 8k+20. 8 
伊勢市馬瀬町 35 

平成 23 年度 勢田川神

久排水樋管撤去工事 

計      36 箇所   5, 665  
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②②知知事事管管理理区区間間河河川川のの重重要要水水防防区区域域  

（ １ ） 河川 

ア 重要度Ａ  

水

系

名 

河川名 

重要水防区域指定区間 重要水防箇所 適用 

左右

の岸 
位置 地先名 

延長

( ｍ)  
種別 位置 

延長

( ｍ)  

対策

水防

工法 

 

宮

川 
宮川 右 

13. 0k+120

m 

から  

伊 勢 市 津

村町から  
240 

堤防高 
13. 0k+120m

から  
240 

積 土

俵工 

H6. 9

実 績

有 

13. 2k+80m 

ま で 

伊 勢 市 津

村町ま で 

（ 流 下

能力）  

13. 2k+80m

ま で 

高 さ

不足 

宮

川 
五十鈴川 左 

7. 4k+170m 

から  

伊 勢 市 楠

部町から  
450 漏水 

7. 4k+170m

から  
450 

月 の

輪工 

H5. 9

実 績

有 

8. 0k+10m 

ま で 

伊 勢 市 楠

部町ま で 

8. 0k+10m 

ま で 
  

宮

川 
五十鈴川 右 

7. 4k+170m 

から  

伊 勢 市 楠

部町から  
440 漏水 

7. 4k+170m

から  
440 

月 の

輪工 

H5. 9

実 績

有 

8. 0k+40m 

ま で 

伊 勢 市 楠

部町ま で 

8. 0k+40m 

ま で 
  

宮

川 
松下川 左 

0. 8k+190m 

から  

伊 勢 市 二

見 町 松 下

から  
230 

堤防高 
0. 8k+190m 

から  

230 
積 土

俵工 

河 積

不足 

1. 2k+30 

ま で 

伊 勢 市 二

見 町 松 下

ま で 

（ 流 下

能力）  

1. 2k+30m 

ま で 
  

宮

川 
松下川 右 

1. 0k+0m 

から  

伊 勢 市 二

見 町 松 下

から  
230 

堤防高 
1. 0k+0m 

から  

230 
積 土

俵工 

河 積

不足 

1. 2k+30m 

ま で 

伊 勢 市 二

見 町 松 下

ま で 

（ 流 下

能力）  

1. 2k+30m 

ま で 
  

計       5, 240     5, 240     

 

イ  重要度Ｂ  

水

系

名 

河川名 

重要水防区域指定区間 重要水防箇所 適用 

左右

の岸 
位置 地先名 

延長 

( ｍ)  
種別 位置 

延長 

（ ｍ）  

対策

水防

工法 

 

宮

川 
五十鈴川 左 

5. 4k+160m

から  

伊勢市鹿

海町 
1370 

 5. 4k+160m 

1370 
月 の

輪工 

H5. 9 実

績有 

6. 8k+160m

ま で 

伊勢市鹿

海町 
漏水 6. 8k+160m  

宮

川 
勢田川 左 

5. 8k+140m

から  

伊勢市勢

田町から  

900 

堤防高 
5. 8k+140m

から  

900 
積 土

俵工 

河 積 不

足 

6. 8k+10m

ま で 

伊勢市勢

田町ま で 

( 流下能

力)  

6. 8k+10m

ま で 
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水

系

名 

河川名 

重要水防区域指定区間 重要水防箇所 適用 

左右

の岸 
位置 地先名 

延長 

( ｍ)  
種別 位置 

延長 

（ ｍ）  

対策

水防

工法 

 

宮

川 
檜尻川 左 

0k+0m 

から  

1. 6k+60m 

ま で 

伊勢市船

江二丁目

から  

 

伊勢市一

之木五丁

目ま で 

1, 660 

堤防高 
0k+0m 

から  

1, 660 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

( 流下能

力)  

 

1. 6k+60m 

ま で 
 

工作物 
0. 4k+170m 

から  積 土

俵工 

桁 下 高

不足 

 
0. 4k+170m 

ま で 
小木橋 

工作物 
0. 8k+140m 

から  積 土

俵工 

桁 下 高

不足 

 
0. 8k+140m 

ま で 
無名橋 

宮

川 
檜尻川 右 

0k+0m 

から  

伊勢市船

江二丁目

から  

1, 660 

堤防高 
0k+0m 

から  

1, 660 
積 土

俵工 

河 積 不

足 

1. 6k+60m 

ま で 

伊勢市一

之木五丁

目ま で 

( 流下能

力)  

1. 6k+60m

ま で 
 

宮

川 

五十鈴川

派川 
左 

0. 6k+70m

から  

1. 6k+190m

ま で 

伊勢市二

見町江か

ら  

伊勢市二

見町江ま

で 

1, 090 

堤防高 

( 流下能

力)  

0. 6k+70m

から  
1, 090 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

1. 6k ＋

190mま で 

（ 河 川

堆積）  

法崩れ 

すべり  

0. 6k+70m

から  ( 1, 090)  

1, 090 

杭 打

積 
 

1. 6k+190m

ま で 

土 俵

工 

工作物 

0. 8k+100m

から  
 

積 土

俵工 

水 門 老

朽化 

0. 8k+100m

ま で 
 

宮

川 

五十鈴川

派川 
右 

2. 4k+90m

から  

伊勢市朝

熊町から  

430 

堤防高 
2. 4k+90m

から  

430 
積 土

俵工 

河 積 不

足 

2. 8k+100m

ま で 

伊勢市朝

熊町ま で 

( 流下能

力)  

2. 8k+100m

ま で 
 

宮

川 
朝熊川 左 

1. 0k+20m

から  

伊勢市朝

熊町から  
920 

堤防高 
1. 0k+20m

から  
920 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

1. 8k+90m

ま で 

伊勢市朝

熊町ま で 

( 流下能

力)  

1. 8k+90m

ま で 
 

宮

川 
朝熊川 右 

1. 0k+20m

から  

伊勢市朝

熊町から  
880 

堤防高 
1. 0k+20m

から  
880 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

1. 8k+90m

ま で 

伊勢市朝

熊町ま で 

( 流下能

力)  

1. 8k+90m

ま で 
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水

系

名 

河川名 

重要水防区域指定区間 重要水防箇所 適用 

左右

の岸 
位置 地先名 

延長 

( ｍ)  
種別 位置 

延長 

（ ｍ）  

対策

水防

工法 

 

宮

川 
汁谷川 右 

0k+130m か

ら  

伊勢市小

俣町元町

から  
1, 010 

堤防高 
0k+130m か

ら  

1, 010 
積 土

俵工 

高 さ 不

足 

1. 0k+140m

ま で 

伊勢市小

俣町元町

ま で 

( 流下能

力)  

1. 0k+140m

ま で 
 

宮

川 
汁谷川 左 

0. 4k+160m

から  

伊勢市小

俣町元町

から  
480 

堤防高 
0. 4k+160m

から  

480 
積 土

俵工 

高 さ 不

足 

1. 0k+20m

ま で 

伊勢市小

俣町元町

ま で 

( 流下能

力)  

1. 0k+20m

ま で 
 

宮

川 
横輪川 左 

0k+0mから  

1. 0k+70m

ま で 

伊勢市円

座町から  

伊勢市上

野町ま で 

1, 070 

堤防高 0k+0mから  

240 
積 土

俵工 

H6. 9 実

績有 

( 流下能

力)  

0k+190m ま

で 

河 積 不

足 

堤防高 
0k+190m か

ら  
830 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

( 流下能

力)  

1. 0k+70m

ま で 
 

宮

川 
横輪川 右 

0k+40m か

ら  

1. 0k+70m

ま で 

伊勢市津

村町から  

伊勢市上

野町ま で 

1, 040 

堤防高 
0k+40m か

ら  
490 

積 土

俵工 

H6. 9 実

績有 

( 流下能

力)  

0. 4k+130m

ま で 

河 積 不

足 

堤防高 
0. 4k+130m

から  
550 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

( 流下能

力)  

1. 0k+70m

ま で 
 

宮

川 
横輪川 右 

1. 8k+110m

から  

伊勢市上

野町から  
1, 790 

堤防高 
1. 8k+110m

から  
1, 790 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

3. 4k+140m

ま で 

伊勢市上

野町ま で 

( 流下能

力)  

3. 4k+140m

ま で 
 

宮

川 
横輪川 左 

2. 6k+120m

から  

伊勢市上

野町から  
440 

堤防高 
2. 6k+120m

から  
440 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

3. 0k+160m

ま で 

伊勢市上

野町ま で 

( 流下能

力)  

3. 0k+160m

ま で 
 

宮

川 
横輪川 左 

7. 6k+100m

から  

伊勢市横

輪町から  
360 

堤防高 
7. 6k+100m

から  
360 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

8. 0k+90m

ま で 

伊勢市横

輪町ま で 

( 流下能

力)  

8. 0k+90m

ま で 
 

宮

川 
横輪川 右 

8. 0k+70m

から  

伊勢市横

輪町から  
240 

堤防高 
8. 0k+70m

から  
240 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

8. 2k+130m

ま で 

伊勢市横

輪町ま で 

( 流下能

力)  

8. 2k+130m

ま で 
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水

系

名 

河川名 

重要水防区域指定区間 重要水防箇所 適用 

左右

の岸 
位置 地先名 

延長 

( ｍ)  
種別 位置 

延長 

（ ｍ）  

対策

水防

工法 

 

宮

川 
雨渕川 左 

0k+0mから  
伊勢市上

野町から  
1, 110 

堤防高 0k+0mから  

1, 110 
積 土

俵工 

河 積 不

足 

1. 0k+90m

ま で 

伊勢市上

野町ま で 

( 流下能

力)  

1. 0k+90m

ま で 
 

宮

川 
雨渕川 右 

0k+0mから  
伊勢市上

野町から  
1, 110 

堤防高 0k+0mから  

1, 110 
積 土

俵工 

河 積 不

足 

1. 0k+90m

ま で 

伊勢市上

野町ま で 

( 流下能

力)  

1. 0k+90m

ま で 
 

大

堀

川 

大堀川 右 

0. 2k+90m

から  

伊勢市東

大淀町か

ら  3, 400 

堤防高 
0. 2k+90m

から  
3, 400 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

3. 6k+50m

ま で 

伊勢市柏

町ま で 

( 流下能

力)  

3. 6k+50m

ま で 
 

江

川 
江川 左 

0. 2k+110m

から  

伊勢市村

松町から  

2, 480 

堤防高 

（ 流 下

能力 

0. 2k+110m

から  

2, 480 
積 土

俵工 

河 積 不

足 

2. 6k+180m

ま で 

伊勢市西

豊浜町ま

で 

2. 6k+180m

ま で 
 

江

川 
江川 右 

0. 2k+110m

から  

伊勢市有

滝町から  
2, 490 

堤防高 

（ 流 下

能力）  

0. 2k+110m

から  
2, 490 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

2. 6k+180m

ま で 

伊勢市西豊

浜町ま で 

2. 6k+180m

ま で 
  

外

城

田

川 

外城田川 左 

1. 0k+20m

から  

4. 2k+30m

ま で 

伊勢市樫

原町から  

伊勢市西

豊浜町ま

で 

3, 980 

漏水 
1. 0k+20m

から  
2, 920 

月 の

輪工 

 

 
3. 0k+190m

ま で 
 

堤防高 
3. 0k+190m

から  
1, 060 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

（ 流 下

能力）  

4. 2k+30m

ま で 
 

外

城

田

川 

外城田川 右 

1. 8k+20m

から  

4. 2k+0m ま

で 

伊勢市西

豊浜町か

ら  

伊勢市西

豊浜町ま

で 

2, 490 

漏水 
1. 8k+20m

から  
1, 490 

月 の

輪工 

 

 
3. 2k+30m

ま で 
 

堤防高 
3. 2k+30m

から  
1, 000 

積 土

俵工 

河 積 不

足 

（ 流 下

能力）  

4. 2k+0m ま

で 
 

計         33, 300     33, 300     
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（ ２ ） 海岸 

ア 重要度Ｂ  

 

 

 

  

海岸名 

重要水防区域指定区間 重要水防箇所 適用 

位置 地先名 
延長 

( ｍ)  
種別 位置 延長 

対策水防

工法 
 

北浜西地

先海岸 

+0mから  
伊勢市東大淀

町から  
2, 140 工作物 

+0mから  

2, 140 積土俵工 
堤 防 老

朽化 +2, 140m ま

で 

伊勢市村松町

ま で 

+2, 140m ま

で 

北浜東地

先海岸 

+0mから  
伊勢市村松町

から  
230 工作物 

+0mから  

230 積土俵工 
堤 防 老

朽化 
+230mま で 

伊勢市有滝町

ま で 
+230mま で 

二見地区

海岸 

+0mから  

+4, 110m ま

で 

伊勢市二見町

今一色から  

伊勢市二見町

江ま で 

4, 110 

工作物 

+0mから  

4, 110 積土俵工 

堤 防 老

朽化 

高 さ 不

足 

+4, 110m ま

で 

浸食 

+3, 260m か

ら  ( 990)  

990 

杭打積土 

俵工 

高 さ 不

足 +3, 750m ま

で 

神前地区

海岸 

+30mから  
伊勢市二見町

江から  
220 工作物 

+30mから  

220 積土俵工 
堤 防 老

朽化 
+250mま で 

伊勢市二見町

松下ま で 
+250mま で 

計   6, 700   7, 690   
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第６編 協定等一覧 
No 名称 協定先 担当 

1 集団災害救護活動協定書 伊勢市医師会 消防チーム  

2 災害時相互応援協定 飯田市（ 覚書同日締結）  企画チーム  

3 三重県水道災害広域応援協定 
三重県・ 市町村・ 水道供給

事業者 

上下水道チー

ム  

4 
公益社団法人日本水道協会中部地方支部災害時

相互応援に関する 協定 

公益社団法人日本水道協会

中部地方支部及び中部地方

支部内の県支部 

上下水道チー

ム 

5 三重県内消防相互応援協定 
三重県・ 市町村・ 消防一部

事務組合 
消防チーム  

6 
災害発生時における 伊勢市と 伊勢市内郵便局の

協力に関する 協定 
伊勢市内郵便局 危機管理課 

7 避難場所の相互利用に関する 覚書 
鳥羽市（ 堅神地区避難所の

相互利用）  
危機管理課 

8 災害時相互応援協定 西条市（ 覚書同日締結）  企画チーム  

9 三重県災害等廃棄物処理応援協定 県内市町村、 広域環境組合 
環境衛生チー

ム  

10 
津波に対する 緊急避難施設と し ての使用に関す

る 協定書 
伊勢警察署 危機管理課 

11 災害時の葬祭業務に関する 協定 

三重県葬祭業協同組合、 伊

勢農業協同組合、 規格葬儀

取扱指定 6 業者 

環境衛生チー

ム  

13 災害時における 特設公衆電話に関する 協定書 
西日本電信電話株式会社三

重支店 
危機管理課 

14 
災害時要援護者の要援護者避難所と し て施設等

を使用する こ と に関する 協定書 

関係法人 10 団体（ 14 施

設）  
避難所チーム  

15 
災害時における 応急生活物資供給等の協力に関

する 協定 

イ オン株式会社 中部カン

パニー（ 伊勢ジャ ス コ  店

内取扱商品等）  

物資チーム  

16 
大規模災害時における 駐車場の一部使用に関す

る 協定 

イ オン株式会社 中部カン

パニー（ 伊勢ジャ ス コ 駐車

場）  

企画チーム  

17 
地震・ 風水害・ その他の災害応急工事に関する

協定 

( 社) 三重県建設業協会伊勢

支部、 伊勢 GI S 協同組合、

伊勢広域上下水道組合 

応急復旧チー

ム  

18 災害時における 物資提供に関する 協定書 

コ カ・ コ ーラ イ ース ト ジャ

パン株式会社（ 自動販売機

飲料開放、 物資提供）  

物資チーム  

19 災害時における 物資供給に関する 協定書 
伊勢志摩総合地方卸売市

場、 青果市場、 魚類市場 
物資チーム  

20 
災害時における 災害復旧用オープンス ペース に

関する 協定書 

中部電力 

西日本電信電話株式会社 

東邦ガス  

企画チーム  

23 災害時における 隊友会の協力に関する 協定書 社団法人 隊友会三重県隊友会 企画チーム  

24 災害時における 物資供給等に関する 協定書 
コ メ リ （ 物資供給、 駐車場

用地の使用）  
物資チーム  

25 防災に関する 基本協定 
社団法人 三重県公共嘱託登記

土地家屋調査士協会 

応急復旧チー

ム  

26 
災害時における 帰宅困難者に対する 支援に関する 協定

書 

三重県石油商業組合伊勢支

部 
避難所チーム  

27 
災害時における 石油類燃料の供給に関する 協定

書 

三重県石油商業組合伊勢支

部 

後方支援チー

ム  
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No 名称 協定先 担当 

28 
災害時における 緊急通行妨害車両等の排除業務

に関する 協定書 

三重県レ ッ カー事業協同組

合 

応急復旧チー

ム  

29 
災害発生時における 災害応急工事に関する 協定

書 

社団法人 三重県造園建設

業協会南勢支部 

応急復旧チー

ム  

30 災害時協力協定 
独立行政法人国立高等専門学校

機構 鳥羽商船高等専門学校 
物資チーム  

31 

三重県防災行政無線と 伊勢市防災行政無線（ 同

報系） の全国瞬時警報シス テム使用に関する 協

定 

三重県 危機管理課 

32 災害時の情報交換に関する 協定 国土交通省中部地方整備局 
応急復旧チー

ム  

33 災害時における 動物救護活動に関する 協定書 
公益社団法人三重県獣医師

会伊勢志摩支部 
環境課 

34 災害救助用米穀の緊急引渡し についての協定書 
三重県( 災害救助法適用時ま

たは国民保護発動時）  
物資チーム  

35 
災害時における 応急生活物資等の調達の協力に

関する 協定書 
株式会社ぎゅ ーと ら  物資チーム  

36 広告付き 避難場所看板の設置に関する 協定書 テルウ ェ ル西日本株式会社 危機管理課 

37 広告付き 避難場所看板の設置に関する 協定書 中電興業株式会社 危機管理課 

38 
災害ボラ ンティ アセンタ ーの設置と 運営等に関

する 協定書 

社会福祉法人 伊勢市社会

福祉協議会 

生活再建チー

ム  

39 
津波発生時における 緊急避難施設と し ての使用

に関する 協定書 
伊勢安土桃山文化村 危機管理課 

40 
津波発生時における 緊急避難施設と し ての使用

に関する 協定書 

シンフォ ニアテク ノ ロ ジー

株式会社 
危機管理課 

41 
津波発生時における 緊急避難施設と し ての使用

に関する 協定 
社会福祉法人 洗心福祉会 危機管理課 

42 
地震・ 風水害・ その他の災害応急工事に関する

協定 

いせ有志協力会（ 市内建設

業者有志の会）  

応急復旧チー

ム  

43 災害救助に必要な物資の調達に関する 協定書 
一般社団法人 日本非常食

推進機構 
物資チーム  

44 伊勢市、 加賀市災害時相互応援協定書 加賀市 企画チーム  

45 災害時に備えた相互協力に関する 申し 合わせ 伊勢警察署 企画チーム  

46 三重県市町災害時応援協定書 
三重県、 三重県市長会、 三

重県町村会 
企画チーム  

47 災害時における 飲料水の提供に関する 協定書 株式会社伊藤園 物資チーム  

48 災害時等における 要援護者の輸送協力に関する 協定書 市内福祉タ ク シー業者 5 社 避難所チーム  

49 地震･津波･風水害等の緊急時における 協定書 南三重電気工事協同組合 
応急復旧チー

ム  

50 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 

マンショ ンアルタ イ ル所有

者 
危機管理課 

51 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 
三重県 危機管理課 

52 災害時における 浴場の使用等に関する 協定書 伊勢公衆浴場組合 避難所チーム  

53 三重県防災ヘリ コ プタ ー支援協定 
三重県・ 市町・ 消防一部事務組

合 
消防チーム  

54 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 
西区自治会 危機管理課 

55 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 
伊勢広域環境組合 危機管理課 

56 
災害時要援護者の要援護者避難所と し て施設等

を使用する こ と に関する 協定書 
社会福祉法人 伊勢亀鈴会 避難所チーム  
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No 名称 協定先 担当 

57 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 
マンショ ン大山所有者 危機管理課 

58 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 
アビーロ ード 所有者 危機管理課 

59 
津波発生時における 緊急一時避難施設と し ての

使用に関する 協定書 
イ オンリ テール株式会社 危機管理課 

60 
津波発生時における 津波緊急避難場所と し ての

使用に関する 協定書 
学校法人皇學館 危機管理課 

61 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定 
イ オンタ ウ ン株式会社 危機管理課 

62 
災害時における 指定避難所と し ての使用に関す

る 協定書 
三重県 危機管理課 

63 
災害時における 災害時要援護者の支援に関する

協定書 
三重県 避難所チーム  

64 映像情報の提供に関する 協定書 国土交通省三重河川国道事務所 
応急復旧チー

ム  

65 災害時における 医療救護活動に関する 協定書 
一般社団法人伊勢地区医師

会 

医療保健チー

ム  

66 災害時における 避難所と し ての使用に関する 協定書 三重県立伊勢工業高等学校 避難所チーム  

67 災害時における 避難所と し ての使用に関する 協定書 三重県立宇治山田高等学校 避難所チーム  

68 災害時における 避難所と し ての使用に関する 協定書  三重県立宇治山田商業高等学校 避難所チーム  

69 災害時における 避難所と し ての使用に関する 協定書 三重県立伊勢高等学校 避難所チーム  

70 
津波発生時における 津波緊急避難所と し て学校

施設の使用に関する 協定書 

三重県立伊勢ま なび高等学

校 
危機管理課 

71 災害時における 避難所と し ての使用に関する 協定書 三重県立明野高等学校 避難所チーム  

72 
災害時における 歯科医療救護活動に関する 協定

書 

一般社団法人伊勢地区歯科医師

会 

医療保健チー

ム  

73 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 
マエス ト ロ 御薗所有者 危機管理課 

74 
災害時における 葬祭業務等の協力に関する 協定

書 

一般社団法人全日本冠婚葬

祭互助協会 

環境衛生チー

ム  

75 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 
海惠の宿所有者 危機管理課 

76 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書  
太江寺所有者 危機管理課 

77 
災害時等における 避難所等要援護者の応急措置

等に関する 協定書 
介護保険サービ ス 事業者 避難所チーム  

78 
災害時における LP ガス 等の調達に関する 協定書 

防災拠点災害対応機器備蓄に関する 覚書 

三重県伊勢 LP ガス 協議会 

一般社団法人三重県 LP ガス

協会 

物資チーム  

79 災害時相互応援協定書 中津川市 企画チーム  

80 
災害時における 交通及び地域安全の確保等に関

する 協定書 
伊勢鳥羽志摩地区警備業協議会 

応急復旧チー

ム  

81 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書  

マンショ ン K&K・ マンショ

ン M&E所有者 
危機管理課 

82 災害時における 協力に関する 協定書 三重県行政書士会 
生活再建チー

ム  

83 
災害時における 伊勢市行政財産の一時使用に関

する 覚書 
伊勢警察署 企画チーム  

84 災害時の電力供給に関する 覚書 株式会社バイ テッ ク エネス タ  企画チーム  

85 
災害時の放送に関する 協定 

「 災害時の放送に関する 協定」 にかかる 覚書 
株式会社 ZTV 情報チーム  
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No 名称 協定先 担当 

86 災害時の記録映像提供の協力に関する 協定 株式会社 ZTV 広報広聴課 

87 災害時における 医療救護活動に関する 協定書 一般社団法人伊勢薬剤師会 
医療保健チー

ム  

88 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書  

有限会社三重高齢者福祉会 

（ 介護付有料老人ホームわ

が家伊勢所有者）  

危機管理課 

89 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 
アンジュ ール小木Ⅱ所有者 危機管理課 

90 
L アラ ート （ 公共情報コ モンズ） の運用に係る 覚

書 
三重県 情報チーム  

91 

津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使用に関

する 協定書  

「 津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使用に

関する 協定」 にかかる 覚書 

学校法人みどり 学園 ゆた

か幼稚園 
危機管理課 

92 災害時における 緊急物資輸送等に関する 協定書 
三重県ト ラ ッ ク 協会南勢支

部 
物資チーム  

93 災害時における 応急対策の協力に関する 協定書 
三和シャ ッ タ ー工業株式会

社 

応急復旧チー

ム  

94 
アマチュ ア無線等によ る 災害時の情報収集・ 伝

達等の協力に関する 協定書 

伊勢市アマチュ ア無線災害

ネッ ト ワ ーク  
情報チーム 

95 
災害時等における 避難所等要援護者の応急措置

等に関する 協定書 
株式会社かがせお 避難所チーム 

96 
地震等災害時の応急対策活動の協力に関する 協

定書 

一般社団法人 三重県建築

士会 伊勢支部 
応急復旧チーム 

97 
災害時における 来訪者及び住民等への応急生活

物資供給等の協力に関する 協定書 
内宮エリ ア災害協力協議会 

避難所チーム 

物資チーム 

98 災害時等における 施設利用の協力に関する 協定 
国土交通省中部地方整備局

三重河川国道事務所 
危機管理課 

99 
災害時における 緊急避難所と し ての使用に関す

る 協定書 

三重交通株式会社 

株式会社三交イ ン 
危機管理課 

100 
災害時における 災害時要配慮者に対する 宿泊施

設等の提供に関する 協定書 

三重交通株式会社 

株式会社三交イ ン 
避難所チーム 

101 
大規模災害等における 防疫業務に関する 協力に

ついての協定書 

三重県ペス ト コ ント ロ ール

協会 
環境衛生チーム 

102 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 

株式会社マス ヤグループ本

社 
危機管理課 

103 
災害時における 災害時要配慮者に対する 宿泊施

設等の提供に関する 協定書 
株式会社海栄館 避難所チーム 

104 
災害発生時における 段ボール製品の調達に関す

る 協定書 
八木段ボール株式会社 物資チーム 

105 火災時における 消防用水の確保に関する 協定書 
伊勢生コ ンク リ ート 協同組

合 
消防チーム 

108 
災害時等における 電気自動車によ る 電力供給に

関する 協定書 

三重日産自動車株式会社 

日産自動車株式会社 
避難所チーム 

109 
災害時等における 電気自動車によ る 電力供給に

関する 協定書 
株式会社 赤福 避難所チーム 

110 
災害時における 災害時要配慮者に対する 宿泊施

設等の提供に関する 協定書 
アンド リ ゾート  株式会社 避難所チーム 

111 災害に係る 情報発信等に関する 協定 ヤフ ー株式会社 危機管理課 

112 
災害時要配慮者の福祉避難所と し て施設等を使

用する こ と に関する 協定書 
社会福祉法人 賀集会 避難所チーム 

113 
災害時における 応急対策資機材の供給に関する

協定書 
株式会社東海大阪レ ンタ ル 物資チーム 
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No 名称 協定先 担当 

114 
災害時における 地図製品等の供給等に関する 協

定書 
株式会社ゼンリ ン 危機管理課 

115 
各種災害時における マルチコ プタ ーを用いた情

報収集およ び情報連携に関する 協定 

中部電力パワ ーグリ ッ ド 株

式会社 
危機管理課 

116 
災害時における レ ンタ ル機材の提供に関する 協

定書 

株式会社 キナン 伊勢営

業所 
物資チーム 

117 
災害時における 石油類燃料の供給に関する 協定

書 
株式会社 油米 後方支援チーム 

118 
災害時における 帰宅困難者に対する 支援に関す

る 協定書 
株式会社 油米 危機管理課 

119 災害時における 物資の輸送等に関する 協定書 
ヤマト 運輸株式会社 三重

主管支店 
物資チーム 

120 
災害時における 災害時要配慮者に対する 宿泊施

設等の提供に関する 協定書 
株式会社グリ ーンズ 避難所チーム 

121 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての使

用に関する 協定書 

シンフォ ニアエンジニアリ

ング株式会社 
危機管理課 

122 伊勢市・ 日本下水道事業団災害支援協定 日本下水道事業団 上下水道チーム 

123 災害時相互応援協定書 静岡県袋井市 危機管理課 

124 
原子力災害時における 袋井市民の県外広域避難

に関する 協定書 
静岡県袋井市 危機管理課 

125 

緊急消防援助隊三重県大隊等の応援出動にお

ける 食料等の供給に関する 協定書の実施に係

る 覚書 

三重県 

三重県生活協同組合連合会 

四日市市消防本部 他 14

消防本部 

消防チーム  

126 
災害時における 災害時要配慮者に対する 宿泊

施設等の提供に関する 協定書 

エリ アワ ンエンタ ープラ イ

ズ株式会社 
避難所チーム  

127 災害時の葬祭業務に関する 協定 株式会社 セレ モ  
環境衛生チー

ム  

128 
災害時要配慮者の福祉避難所と し て施設等を

使用する こ と に関する 協定 
社会福祉法人 邦栄会 避難所チーム  

129 災害対応型自動販売機設置協定 

コ カ・ コ ーラ  ボト ラ ーズ

ジャ パン株式会社 

ベンディ ング三重支店 

物資チーム  

130 
災害時における 医療的配慮が必要な在宅酸素

療養者等に対する 支援に関する 協定書 

ケアメ ディ カルジャ パン株

式会社 
避難所チーム  

131 
災害時における 無人航空機によ る 情報収集に

関する 協定書 
稲穂株式会社 

応急救護チー

ム  

132 
災害時における 無人航空機によ る 情報収集に

関する 協定書 
MEI WA DRONE WORKS 

応急救護チー

ム  

133 
災害時における 下水道施設の応急復旧に関す

る 協定書 

株式会社 石垣 名古屋支

店 

上下水道チー

ム  

134 水道施設の災害に伴う 応援協定書 
株式会社ファ ノ バ 中部支

店 

上下水道チー

ム  

135 
大規模災害時における 駐車場の一時使用に関

する 協定書 
株式会社 キング観光 物資チーム  

136 災害時における 支援協定に関する 協定書 生活協同組合コ ープみえ 物資チーム 

137 
災害時等に福祉避難所と し て施設等を使用す

る こ と に関する 協定書 

社会福祉法人伊勢市社会福

祉協議会 
避難所チーム 
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No 名称 協定先 担当 

138 
災害時等に福祉避難所と し て施設等を使用す

る こ と に関する 協定書 
社会福祉法人 恒心福祉会 避難所チーム 

139 

災害時等に卸売市場にある 施設の一部を市の

物資拠点と し て一時使用する こ と に関する 協

定書 

伊勢志摩総合地方卸売市場

株式会社 

伊勢山田青果株式会社 

株式会社伊勢魚類市場 

伊勢食彩株式会社 

物資チーム 

140 

伊勢市内に地震、 風水害等に大規模災害が発

生し た場合、 災害備蓄用パンの供給に関する

協定書 

社会福祉法人 ベテス タ  物資チーム 

141 
災害時における 無人航空機によ る 情報収集に

関する 協定書 
NPO法人チーム・ さ く ら  

応急復旧チー

ム 

142 
災害発生時における 緊急応急対策業務に関す

る 協定書 

株式会社ク ボタ 中部支社 

ク ボタ 環境エンジニアリ ン

グ株式会社中部支部 

上下水道チー

ム 

143 
津波発生時における 津波緊急避難所と し ての

使用に関する 協定書  
村田機械株式会社  避難所チーム 

144 

災害時における 備蓄物資及び支援物資の受け

入れ及び輸送、 輸送拠点等の運営等の協力に

関する 協定書 

佐川急便株式会社  

中京支店 
物資チーム 

145 
災害における 石油燃料及び生活用水等の供給

に関する 協定書 
ベス ト パート ナー株式会社 

後方支援 

チーム 

146 
災害時における 電動車両等の支援に関する 協

定書 

三重三菱自動車販売株式会社 

三菱自動車工業株式会社 
物資チーム 

147 
災害時における 資機材のレ ンタ ルに関する 協

定書 
株式会社 ダイ ワ テッ ク  物資チーム 

148 
災害時における 医療材料等の供給に関する 協

定 
株式会社 ス ズケン  伊勢支店 医療チーム 
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１  集団災害救護活動協定書（ 伊勢市医師会）  

 

 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 伊勢市医師会（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 集団災害事故の救護活動

に関し 、 次の条項によ り 協定を締結する 。  

（ 目的）  

第１ 条 伊勢市の区域内で集団災害事故が発生し た場合において、 その救護体制及び迅速、 円滑な救護

活動の確立を図る こ と を目的と する 。  

（ 定義）  

第２ 条 集団災害事故と は、 台風、 豪雨、 地震、 津波、 爆発、 火災その他こ れら に類する 突発的大事故

によ り 、 一時に多数（ 25 人以上の重症者、 死者が生じ たと き 、 又は、 消防長が必要と 認めたと き 。）

の傷病者等が生じ た事故をいう 。  

（ 救護活動）  

第３ 条 甲は、 集団災害事故が発生し た場合は、 乙に救護活動を要請する も のと し 、 乙は、 速やかに救

護活動を行う も のと する 。  

２   乙は、救護活動を行う 場合は伊勢市防災計画及び伊勢市医師会救護活動要項（ 以下「 要項」と いう 。）

に基づき 救護活動を行う も のと する 。  

３  乙は、 要項に基づく 独断救護を行った場合は、 直ちに、 甲に通報する も のと する 。  

（ 収容医療機関）  

第４ 条 救護活動に伴い収容を必要と する 重傷者及び助産を必要と する 者に対する 収容医療機関は、 救

急病院等を定める 省令（ 昭和 39 年厚生省令第８ 号） の規定に基づき 認定さ れた救急病院等並びに乙

の調査に基づく 収容受諾病院及び診療所等と し 、 別表のと おり と する 。  

（ 損害補償及び費用弁償）  

第 5 条 第 3 条第 1 項の規定によ る 救護活動要請のあった場合及び同条第 3 項の規定によ る 独断救護を

行い甲に通報のあった場合の乙の医師等に対する 損害補償については、 伊勢市消防団員等公務災害補

償条例（ 昭和 41 年条例第 20 号） に基づき 実施する も のと する 。  

２  乙は、 救護活動に要し た費用については、 適宜甲と 協議する も のと する 。  

（ 報告）  

第 6 条 乙は、 救護活動終結後、 その結果を、 速やかに甲に書面で報告する も のと する 。  

（ 協議）  

第 7 条 こ の協定に定めのない事項又は疑義を生じ た事項については、 その都度甲乙両者が協議し て定

める も のと する 。  

（ 有効期間）  

第 8 条 こ の協定の有効期間は、 昭和 63 年 2 月 1 日から 昭和 64 年 1 月 31 日ま でと する 。  

２  前項の機関満了の 1 か月前に、 甲又は乙のいずれから も 異議の申し 出がないと き は、 更に 1 年間有

効期間を延長する も のと し 、 以後こ の例によ る 。  

３  甲又は乙は、 こ の協定の有効期間中であっても 双方協議し てこ の協定を改定する こ と ができ る 。  

 こ の協定の締結を証する ため、 本書 2 通を作成し 、 甲乙記名押印の上、 各 1 通を保有する 。  

 

  昭和６ ３ 年２ 月１ 日 

 

 

         甲  伊 勢  市  

              代 表 者 

              伊勢市長    水 谷  光  男     

 

         乙  伊 勢市医師会 

              代 表 者  

              伊勢市医師会長  永   井   寛     
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伊勢市医師会救護活動要項 

 

 本要項は、 日本医師会救護災害医療対策委員会が作成し た災害対策要領、 三重県防災会議が作成し た

三重県地域防災計画及び伊勢市防災会議が作成し た伊勢市地域防災計画並びに伊勢市医師会定款等関

係諸規定に基づき 定める 。  

（ 活動）  

第１ 条 救護活動と は、 集団災害事故であって台風、 豪雨、 地震、 津波、 爆発、 火災、 交通災害、 工場

災害、その他こ れに類する 突発的大事故によ り 一時的に多数の傷病者が発生し た場合に行う 救護をいう 。 

第２ 条 伊勢市医師会（ 以下「 医師会」 と いう 。） は、 伊勢市災害対策本部長の要請に基づき 医療活動を

行う 。  

１  三重県医師会長の要請があった場合及び医師会会長の発意によ っ ても 医療救護活動を行う も

のと する 。  

２  医師会会長の判断によ って、 伊勢市及び地域以外にも 出動し 医療救護活動を行う 。  

（ 組織及び編成）  

第３ 条 第 2 条の医療活動を行う 場合には、 医師会に災害救護本部（ 以下「 本部」 と いう 。） を設置し

医師会会長が本部長と なり 、 医師会副会長、 救急担当理事、 県医救急医療対策委員及び医師会職員

が本部員と なる 。  

第４ 条 医師会に６ 救護班を置く 。 その名称、 班編成等については細則に定める 。  

（ 現場救護）  

第５ 条 救護班長は、 医師会会長の指示によ り 、 第１ 次出動員と 共に先行し て救護にあたり 、 状況を把

握し て本部に報告する 。 医師会会長は状況を判断し 、 他の救護班の出動増援を指示する こ と も ある 。 

又、 救護班長は直接に、 伊勢市災害対策本部長、 警察署長、 消防長、 関係公共団体の長等の公的機

関から 要請のあった場合にも 出動が出来る 。  

第６ 条 救護班長は、 医師会会長の指示に従って救護班を現場に急行さ せ、 班員を指揮し て災害現場の

自治団体等と 協力し て、 救護活動の円滑な遂行に努める 。  

  救護班長は、 傷病の種類、 軽重、 搬送の順序を判断し 、 搬送先（ 収容医療機関） を指示し 、 輸送上

の注意等を記し て傷病者を輸送機関に引渡す。  

救護班長は必要によ り 、 輸送中の傷病者の処置のため班員を同行せし め、 輸送中の応急処置にあた

ら せる 。 救護班長は状況によ り 、 伊勢市及び関係公共団体が予定し ている 収容避難場所の中に、 救護

所を開設し て救急業務にあたる 。 救急医薬品及び医療器具の調達、 搬送は伊勢市及び関係公共団体職

員がこ れにあたる 。  

第７ 条 災害現場に近い医師会会員が、 先行し て独断救護にあたる 場合は、 医師会会長、 又は地域の救

護班長にすみやかに連絡をと り 状況を報告し 、 出動応援を要請する 。  

（ 医療機関）  

第８ 条 重傷者収容医療機関は、 救急病院等を定める 省令の規定によ り 届出さ れた救急医療機関及び医

師会調査に基く 収容受諾病院、 診療所と する 。  

（ 通信連絡）  

第９ 条 救護活動時の通信連絡は伊勢市及び関係公共団体職員等が担当し 、 必要な資器材にあっては、

医師会、 伊勢市、 関係公共団体及び伊勢市消防本部保有のも のを利用する 。  

（ 装備資材）  

第 10 条 救護班長及び班員の装備と 携行資材は、 細則で別にこ れを定める 。  

（ 身分保障、 費用弁償）  

第 11 条 伊勢市災害対策本部よ り 出動要請のあった場合の救護出動班員の身分保障については、 伊勢

市消防団員等公務災害補償条例に基き 行われる も のと する 。 医療のため支出し た費用は伊勢市と 適宜

協議する 。  

（ 報告）  

第 12 条 救護活動終結後、 出動救護班長、 収容医療機関は、 その詳細を書面でも って速やかに, 医師会

会長に報告する も のと し , その書式等は細則に定める 。  

（ その他）  

第 13 条 本要項は 62 年１ 月１ 日付発効する も のと する 。  

第 14 条 本要項の運営についての細部の問題に関し ては、 別に細則で定める 。  
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２  災害時相互応援協定（ 飯田市）  

 

飯田市と 伊勢市は、 災害（ 災害対策基本法（ 昭和３ ６ 年法律第２ ２ ３ 号） 第２ 条第１ 号に規定する 災

害をいう 。 以下同じ 。）  時の相互の応援について、 次のと おり 協定を締結する 。  

（ 趣   旨）  

第１ 条 こ の協定は、 いずれかの市域に災害が発生し た場合、 被災市の要請に応え、 応急対策及び復旧

対策が円滑に遂行さ れる よ う 、 相互の応援体制について定める も のと する 。  

（ 応援の内容）  

第２ 条 応援の内容は、 次のと おり と する 。  

( 1)  食料、 飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 

( 2)  被災者の救出、 医療、 防疫、 施設等の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

( 3)  救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

( 4)  救援、 医療、 防疫、 応急復旧活動等に必要な職員の派遣 

( 5)  児童生徒の受入れ 

( 6)  被災者に対する 住宅のあっせん 

( 7)  前各号に掲げる も ののほか、 特に要請のあった事項 

（ 応援要請の手続）  

第３ 条 応援を要請する 市は、 次の事項を明ら かにし て、 電話等によ り 応援を要請し 、 後日速やかに災

害応援要請書を提出する も のと する 。  

( 1)  被害の状況 

( 2)  前条第 1 号及び第 2 号に掲げる 応援を要請する 場合にあっては、 品名及び数量等 

( 3)  前条第 3 号に掲げる 応援を要請する 場合にあっては、 種類及び数量並びに提供期間 

( 4)  前条第 4 号に掲げる 応援を要請する 場合にあっては、 職種及び人員並びに派遣期間 

( 5)  応援場所及び応援場所への経路 

( 6)  前各号に掲げる も ののほか、 必要な事項 

（ 応援の自主出動）  

第４ 条 災害が発生し 、 被災市と の連絡がと れない場合で、 応援を行おう と する 市が必要と 認めたと き

は、調査隊を派遣し 被災地の情報収集を行う と と も に、当該情報に基づき 必要な応援を行う も のと する 。 

（ 連絡担当部課）  

第５ 条 両市は、 あら かじ め連絡担当部課を定め、 災害が発生し たと き は、 速やかに必要な情報を相互

に連絡する も のと する 。  

（ 応援経費の負担）  

第６ 条 応援に要し た経費の負担は、 次のと おり と する 。  

( 1)  職員の派遣に要し た経費は、 応援を行った市が負担する 。  

( 2)  応援物資の調達その他応援に要し た経費は、 応援を受けた市が負担する 。  

（ 平常時における 活動等）  

第７ 条 両市は、 こ の協定に基づく 応援が円滑に行われる よ う 、 相互に地域防災計画その他必要な資料

を交換する と と も に、 関係者の交流を図る も のと する 。  

（ 効力の発生）  

第８ 条  こ の協定は、 平成 8 年 3 月 1 日から 効力を生じ る も のと する 。  

（ 協   議）  

第９ 条  こ の協定に定めのない事項で特に必要が生じ た場合は、 その都度両市が協議し て定める も の

と する 。  

 

 こ の協定の締結を証する ため、 本書４ 通を作成し 双方及び立会人署名押印のう え各自その１ 通を保有

する も のと する 。  

 

     平成８ 年３ 月１ 日 

長 野 県 飯 田 市 長  田  中  秀  典  

三  重  県  伊  勢  市  長   水 谷 光 男  

立会人 長野県飯田市議会議長  今 村 八 束 

立会人 三重県伊勢市議会議長  森 本   馨 

   



153 

 

覚     書  

 

  飯田市と 伊勢市は、 平成 8 年 3 月 1 日付けの災害時相互応援協定書（ 以下「 協定」 と いう 。） 第６ 条応

援経費の負担について、 次のと おり 確認する も のと する 。  

 

（ 職員派遣経費の負担）  

第１ 条 協定第６ 条第１ 号に規定する 職員の派遣に要し た経費は、 法令その他別に定めのある 場合を

除く ほか、 次に定める と こ ろによ り 負担する も のと する 。  

( 1)  応援を行った市の職員が、応援業務によ り 負傷し 、又は疾病にかかり 、若し く は死亡し た場合に

おける 公務災害補償に要する 経費は、 応援を行った市が負担する 。  

( 2)  応援を行った市の職員が、 業務上第三者に損害を与えた場合において、 その損害が応援業務中

に生じ たも のについては、応援を要請し た市が、ま た、応援の往復の途中において生じ たも のに

ついては、 応援を行った市が賠償の責を負う 。  

（ 応援物資調達等経費の負担）  

第２ 条 協定第６ 条第２ 号に規定する 、 応援に要し た経費には次のも のを含むも のと する 。  

( 1)  車両、 資機材等の借上料 

( 2)  車両、 資機材等の燃料費 

( 3)  車両、 資機材等の輸送費 

( 4)  車両、 資機材等の破損又は故障が生じ た場合の修理費 

（ 経費の繰替支弁）  

第３ 条 応援を行った市は、 応援を受けた市が負担すべき 経費を支弁する いと ま がなく 、 かつ、 応援を

受けた市から 要請があった場合には、 当該経費を一時繰替支弁する も のと する 。  

 

 こ の覚書の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 双方記名押印の上各自その１ 通を保有する も のと

する 。  

 

     平成 8 年 3 月 1 日 

              

 

長野県飯田市    

飯 田  市  長   田 中 秀  典  

 

三重県伊勢市 

                 伊  勢  市  長   水  谷  光  男  
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３  三重県水道災害広域応援協定（ 三重県、 市町村、 水道供給事業者）  

 
（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 地震、 渇水、 事故等の水道災害時において、 三重県内の全市町村及び水道用水供

給事業者（ 以下「 市町村等」 と いう 。） が行う 応援活動について、 必要な事項を定める も のと する 。  

（ 基本姿勢）  

第２ 条 第７ 条の連絡体制を円滑にし 、 本協定の活用を促進さ せる ため県内を北勢、 中勢、 南勢志摩、

東紀州及び伊賀の５ ブロ ッ ク（ 以下「 ブロ ッ ク 」 と いう 。） に分け、 各ブロ ッ ク は、 それぞれ地域に応

じ た対策を織り 込んだ相互応援体制を確立する も のと する 。  

（ 広域応援体制）  

第３ 条 震度５ 弱以上の地震等（ 以下「 大災害」 と いう 。） の災害発生時に迅速かつ適切な応急対策を実

施する ための広域応援体制と し て、 三重県水道災害対策本部（ 以下「 本部」 と いう 。）、 三重県水道災

害現地連絡本部（ 以下「 現地連絡本部」 と いう 。） を組織し 、 相互に協力する も のと する 。  

２  前項の広域応援組織は、 別図のと おり と する 。  

３  三重県地域防災計画で規定する 三重県災害対策本部が設置さ れたと き は、 本部はそれに包括さ れる 。 

（ 本部）  

第４ 条 本部は、 三重県水道災害広域応援対策推進委員会（ 以下「 委員会」 と いう 。） の構成員が、 指名

する 者をも って構成する 。  

２  本部長には三重県環境安全部長を、 副本部長には三重県企業庁長をも って充てる 。  

３  本部長は本部を統括し 、 副本部長はこ れを補佐する 。  

（ 現地連絡本部）  

第５ 条 現地連絡本部は、 本部及び市町村水道部局等の職員の中から 現地連絡本部長が指名する 者をも

って構成する 。  

２  現地連絡本部長は、 本部長が指名する 。  

３  現地連絡本部長は、 現地連絡本部を統括する 。  

（ 本部等の設置）  

第６ 条 三重県域に大災害が発生し た場合には、 本部は、 自動的に設置さ れ、 現地連絡本部は、 本部長

が必要と 認めた場合に設置する も のと する 。  

２  前項の場合のほか、 本部は三重県環境安全部長が必要と 認めた場合に設置する も のと する 。  

３  本部は、 環境安全部内に、 現地連絡本部は適宜必要な場所に設置する も のと する 。  

（ 連絡体制）  

第７ 条 災害が発生し た場合の連絡体制は、 別途定める 実施要領によ り 、 地震、 渇水及び事故等ごと に

取り 決める も のと する 。  

（ 応援）  

第８ 条 応援は、 原則と し て次の各項によ り 行う も のと する 。  

２  ブロ ッ ク の代表市町村（ 以下「 代表者」 と いう 。） は、 被災市町村等から 応援依頼を受け、 必要と 認

めたと き 、 本部へ応援を要請する 。  

３  本部は、 代表者から の要請に基づいて応援の調整を行った後、 他の代表者を通じ 、 市町村等に応援

要請を行う 。  

４  現地連絡本部が設置さ れたと き は、 第２ 項及び第３ 項で規定する 応援要請については、 現地連絡本

部が代表者に代わってこ れを行う 。  

５  応援要請を受けた市町村等は、 極力こ れに応じ 、 応援に努める も のと する 。  

（ 要請方法）  

第９ 条 被災市町村等が、 代表者に応援を要請し よ う と する と き 並びに全条第２ 項、 第３ 項及び第４ 項

の規定によ り 応援を要請し よ う と する と き は、応援要請書（ 別記第１ 号様式） によ り 行う も のと する 。 

２  被災市町村等の判断によ り 市町村等間の応援要請を行っ た場合は、 本部又は委員会へ応援要請書

（ 別記第１ 号様式） によ り 事後報告する も のと する 。  

３  代表者等は、 応援要請後速やかに応援要請書を取り ま と めたう え、 本部又は委員会へ報告する も の

と する 。  

（ 応援の内容）  

第10条 応援活動は原則と し て、 被災市町村等の応急給水及び復旧計画に基づき 、 その指示に従って作

業に従事する も のと する 。  
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２  応援活動の主な内容は次のと おり と する 。  

( 1)  応急給水作業 

( 2)  応急復旧作業 

( 3)  応急給水及び復旧用資機材の供出 

( 4)  前３ 号に掲げる も ののほか特に要請のあった事項 

３  原則と し て、 前項第１ 号及び第２ 号の作業期間は、 ７ 日以内と し 、 継続する 場合は被災市町村等、

応援市町村等及び本部の協議によ る 。  

（ 応援物資等の調査）  

第11条 市町村等は、 応援活動を円滑に実施する ため保有する 物資等を調査し 、 その結果を応援物資等

調査表（ 別記第２ 及び第３ 号様式） によ り 、 毎年４ 月末日ま でに委員会に提出する も のと する 。  

２  委員会は、 前項の調査表を取り ま と め、 市町村等に送付する も のと する 。  

（ 応援体制）  

第12条 応援市町村等が派遣する 職員（ 以下「 応援職員」 と いう 。） は、 災害の状況に応じ て給水用具、

作業工具、 食糧、 衣類、 資金等を携行する も のと する 。  

２  応援職員は、 応援市町村等名を表示する 腕章等を着用する も のと する 。  

（ 受援体制）  

第13条 受援市町村等は、 原則と し て災害の状況に応じ 、 応援職員の宿舎の斡旋その他の必要な便宜を

供与する も のと する 。  

２  受援市町村等は、 原則と し て資機材等の応援を受ける 場合は、 倉庫、 保管場所等を確保し 、 こ れら

を管理する も のと する 。  

（ 経費の負担）  

第14条 応援に要する 経費は、 法令等に別段定めのある も のを除く ほか、 次のと おり と する 。  

( 1)  応急給水、 応急復旧、 応急給水及び復旧用資機材等に要する 費用は、 原則と し て受援市町村等が

負担する 。  

( 2)  応援市町村等の職員を派遣する のに要する 経費は、 応援市町村等が負担する 。  

( 3)  応援職員が応援業務によ り 負傷し 、 疾病にかかり 、 又は死亡し た場合における 災害補償は、 応援

市町村等の負担と する 。  

( 4)  応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合においては、 原則と し て、 その損害が応援業務中に

生じ たも のについては受援市町村等が、 受援市町村等への往復途中に生じ たも のについては、 応

援市町村等が負う も のと する 。  

２  前項各号の定めによ り 難いと き は、 関係市町村等が協議し て定める も のと する 。  

（ 協議）  

第 15 条 こ の協定の実施に関し 必要な事項又は定めのない事項については、 その都度協議し て定める

も のと する 。  

（ 実施期日）  

第 16 条 こ の協定は、 平成９ 年 10 月 21 日から 実施する 。  

 こ の協定の締結を証する ため、 本書 70 通を作成し 、 協定者が記名押印のう え、 各１ 通を保有する 。  

平成９ 年 10 月 21 日 

 

三 重 県 知 事  北  川  正  恭  

伊 勢 市 長  水  谷  光  男  

玉 城 町 長  中  瀬  信  一  

二 見 町 長  井  戸  龍  平  

小 俣 町 長  奥  野  英  介  

御 薗 村 長  北  村  栄  一  
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４  公益社団法人日本水道協会中部地方支部災害時相互応援に関する 協定 

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 地震、 異常渇水等の災害に被災し た都市が速やかに給水能力を回復でき る よ う

に、 公益社団法人日本水道協会中部地方支部（ 以下「 中部地方支部」 と いう 。） 及び中部地方支部内の

県支部（ 以下「 県支部」 と いう 。） 間における 相互応援活動に係る 体制並びに公益社団法人日本水道協

会（ 以下「 協会本部」 と いう 。） への応援要請に係る 中部地方支部及び県支部の体制に関し 必要な事項

を定める も のと する 。  

 

（ 応援の要請）  

第２ 条 中部地方支部内において災害が発生し た場合には、 当該災害に被災し た事業体が属する 県支

部の支部長は、 県、 その他関係機関と 調整を図り 、 他の協定を考慮し た上で、 必要と 認めたと き は、

公益社団法人日本水道協会中部地方支部長（ 以下「 中部地方支部長」 と いう 。） に対し て応援の要請を

行う こ と ができ る 。  

 

 （ 要請方法）  

第３ 条 前条の要請は、 次の各号に掲げる 事項をでき る 限り 明ら かにし て、 口頭、 電話、 Ｆ Ａ Ｘ 又は

無線等迅速かつ適切に伝達でき る 方法で行う も のと し 、 後日速やかに文書を中部地方支部長に提出す

る 。  

( 1)  被災の状況 

( 2)  必要と する 応援内容 

( 3)  必要と する 資機材、 物資等の品目及び数量 

( 4)  必要と する 職員の人員 

( 5)  応援の場所及び応援場所への経路 

( 6)  応援の期間 

( 7)  前各号に掲げる も ののほか必要な事項 

２  前条の要請を受けた中部地方支部長は、 国、 協会本部その他関係機関と 調整を図った上で、 中部

地方支部内の他の県支部長（ 以下「 応援県支部長」 と いう 。） に対し て応援を要請する 。  

３  中部地方支部長は、 前条の要請を受けた際、 被災状況又は地理的条件等から 必要と 認めたと き

は、 協会本部を通じ て、 他の地方支部長へ応援を要請する も のと する 。  

４  中部地方支部長は、 被災状況等から 必要がある と 認める と き は、 前条の要請の連絡を待たずに、

応援県支部長に対し 応援活動を即座に行える 体制を整える よ う 要請する こ と ができ る 。  

５  前３ 項中、 中部地方支部長が行う 要請については第１ 項の規定を準用する 。  

 

 （ 代理）  

第４ 条 中部地方支部長である 事業体が被災し 、 適切な連絡調整が行えない場合には、 新潟県支部長

がこ の協定における 中部地方支部長の事務を代理する も のと する 。  

２  県支部長は、 県支部長である 事業体が被災し 、 適切な連絡調整が行えない場合において、 こ の協

定における 県支部長の事務を代理さ せる ため、 当該代理をする 県内の事業体をあら かじ め決めておく

も のと する 。  

３  県支部長である 事業体が被災し 、 かつ、 前項に基づき 当該代理をする 事業体も 被災し 、 適切な連

絡調整が行えない場合には、 別表によ り 、 該当する 代理県支部長がこ の協定における 県支部長の事務

を代理する も のと する 。  

 

 （ 応援体制）  

第５ 条 応援県支部長は、 中部地方支部長から 第３ 条に定める 応援の要請の連絡を受けたと き は、 応

援を要請し た県支部長（ 以下「 被災県支部長」 と いう 。） に全面的に協力する も のと する 。  

２  第３ 条に定める 応援の要請の連絡を受けた応援県支部長は、 直ちに県支部内の事業体に対し 、 応

援の要請を行う 。  

３  中部地方支部長は被災県支部長、 協会本部と 協議し 応援事業体現地対策本部（ 以下「 現地対策本

部」 と いう 。） を設置する こ と ができ る 。  
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 （ 応援内容）  

第６ 条 応援活動は、 次の各号に定める と おり と する 。  

( 1)  応急給水活動 

( 2)  応急復旧活動 

( 3)  応急復旧用資機材の提供 

( 4)  工事業者の斡旋 

( 5)  非常用発電設備等の運転に必要な燃料の提供 

( 6)  前各号に掲げる も ののほか、 特に要請があった事項 

 

（ 応援職員の受け入れ）  

第７ 条 応援活動を迅速かつ適切に遂行でき る よ う にする ため、 被災県支部長は、 応援を受ける 事業

体（ 以下「 被災事業体」 と いう 。） と 協議の上、 応援活動に従事する 事業体（ 以下「 応援事業体」 と い

う 。） の職員及び工事業者の宿泊施設及び応援車両の集合場所等を指定する 。 ただし 、 宿泊施設につい

て指定する こ と が困難な場合については、 応援事業体及び現地対策本部に対し 必要な情報を提供する

よ う 努める も のと する 。  

 

（ 中継水道事業体）  

第８ 条 中部地方支部長は、 中部地方支部内で大規模広域災害が発生し た場合、 中部地方支部内の被

災県支部以外の県支部、 又は他の地方支部から の応援が必要と なったと き 、 遠方から の応援事業体の

移動補助を目的と し た活動を行う 事業体を、 関係する 県支部長と 協議の上定める こ と ができ る も のと

する 。  

 

（ 支援拠点水道事業体）  

第９ 条 中部地方支部長は、 中部地方支部内で大規模広域災害が発生し た場合において、 応援の長期

化が見込ま れる 場合等に、 効率的な応援体制の構築を実現する こ と を目的と し た活動を行う 事業体

を、 関係する 県支部長と 協議の上定める こ と ができ る も のと する 。  

 

 （ 費用負担）  

第 10 条 こ の協定に基づく 応援に要する 費用の負担については、 被災事業体の負担と する こ と を原則

と し て、 応援事業体と 被災事業体と が協議し て定める も のと する 。  

２  被災事業体の負担と すべき 費用であっても 被災事業体が当該費用を支弁する 余裕がない場合は、

応援事業体が一時繰替支弁する も のと する 。  

 

 （ 連絡担当部課）  

第 11 条 中部地方支部長及び各県支部長は、 こ の協定の実施に必要な情報の相互交換を担当する 連絡

担当部課、 連絡担当責任者及び連絡担当責任者補助者を定め、 災害が発生し たと き 、 又は災害発生の

おそれがある と き は、 速やかに必要な情報を相互に交換する も のと する 。  

 

（ 中部地方支部防災連絡協議会の設置）  

第 12 条 相互応援の円滑な実施に必要な事前情報の充実を図る ため、 中部地方支部長及び各県支部長

は、 前条の連絡担当責任者及び連絡担当責任者補助者から なる 中部地方支部防災連絡協議会を設け、

毎年定期的に必要な情報の交換を行う も のと する 。  

 

 （ 他の地方支部への応援）  

第 13 条 中部地方支部長が他の地方支部長と 地方支部間における 災害時の応援活動等について協定を

締結し た場合であって、 当該協定に基づき 被災し た他の地方支部長から 中部地方支部長に対し 応援活

動の協力要請があったと き は、 こ の協定によ る 中部地方支部内における 応援活動の例によ り 全面的に

協力する も のと する 。  

２  中部地方支部長は、 他の地方支部長と 前項の協定を締結し よ う と する と き は、 あら かじ め各県支

部長と 協議する も のと する 。  

３  中部地方支部長が、 協会本部から 他の地方支部の正会員に対する 応援活動の協力要請を受けたと

き は、 その受諾について、 各県支部長と 協議する も のと する 。 ただし 、 緊急を要する 場合は、 こ の限

り ではない。  
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４  中部地方支部長が、 前項の応援活動の協力要請を受諾し たと き は、 支部内の事業体においては、

こ の協定によ る 応援活動の例によ り 全面的に協力する も のと する 。  

 （ 日本水道協会正会員以外の水道事業体等への応援）  

第 14 条 中部地方支部内の各県支部長若し く は各県等の行政機関、 協会本部又は他の地方支部から 、

日本水道協会正会員以外の水道事業体又は簡易水道事業体に対する 応援活動の協力要請があった場合

は、 中部地方支部長と 関係する 県支部長が協議の上、 こ の協定に準じ て当該応援活動の協力要請に対

応する も のと する 。  

 

 （ その他）  

第 15 条 こ の協定に定める も ののほかこ の協定の実施について必要な事項については、 中部地方支部

長及び各県支部長が協議し てこ れを定める 。  

２  各県支部長は平常時から 県支部内の事業体に対し 、 本協定及び同実施要領の周知に努める も のと

する 。  

 

 （ 適用）  

第 16 条 こ の協定は、 平成 29 年 10 月 15 日から 適用する 。  

２  こ の協定の締結をも って平成 27 年４ 月１ 日締結の「 公益社団法人日本水道協会中部地方支部災害

時相互応援に関する 協定」 は、 その効力を失う 。  

 

 こ の協定の締結の証と し て、 本書 10 通を作成し 、 中部地方支部長及び各県支部長押印の上、 各自そ

の１ 通を保有する 。  

 

   平成 29 年 10 月６ 日 

 

公益社団法人日本水道協会中部地方支部長 

名古屋市長  河村 たかし  

公益社団法人日本水道協会愛知県支部長 

豊橋市長  佐原 光一 

公益社団法人日本水道協会三重県支部長 

津市長  前葉 泰幸 

公益社団法人日本水道協会静岡県支部長 

静岡市長  田辺 信宏 

公益社団法人日本水道協会岐阜県支部長 

岐阜市長  細江 茂光 

公益社団法人日本水道協会福井県支部長 

福井市長  東村 新一 

公益社団法人日本水道協会石川県支部長 

金沢市長  山野 之義 

公益社団法人日本水道協会富山県支部長 

富山市長  森  雅志 

公益社団法人日本水道協会長野県支部長 

長野市長  加藤 久雄 

公益社団法人日本水道協会新潟県支部長 

新潟市長  篠田  昭 
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別表 

被被災災県県支支部部長長名名  代代理理県県支支部部長長名名  

愛愛知知県県支支部部長長  福福井井県県支支部部長長  

三三重重県県支支部部長長  石石川川県県支支部部長長  

静静岡岡県県支支部部長長  長長野野県県支支部部長長  

岐岐阜阜県県支支部部長長  富富山山県県支支部部長長  

福福井井県県支支部部長長  愛愛知知県県支支部部長長  

石石川川県県支支部部長長  三三重重県県支支部部長長  

富富山山県県支支部部長長  岐岐阜阜県県支支部部長長  

長長野野県県支支部部長長  新新潟潟県県支支部部長長  

新新潟潟県県支支部部長長  静静岡岡県県支支部部長長  

実施要領 

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の要領は、 公益社団法人日本水道協会中部地方支部（ 以下「 中部地方支部」 と いう 。） の支部

長（ 以下「 中部地方支部長」 と いう 。） と 中部地方支部内の県支部長（ 以下「 県支部長」 と いう 。） と

が、 平成29年10月６ 日に締結し た「 公益社団法人日本水道協会中部地方支部災害時相互応援に関する

協定」（ 以下「 協定」 と いう 。） 第15条の規定に基づき 、 協定の実施に関し 必要な事項を定める も のと

する 。  

 

 （ 応援要請に対する 準備）  

第２ 条 中部地方支部内で災害が生じ た場合には、 被災し た事業体が属する 県支部の支部長は、 直ちに

情報収集に努め、 応援要請についての判断を迅速に行える よ う にする も のと する 。  

２  県支部長は、 中部地方支部内において、 地震が発生し た場合は、 表の定める と こ ろによ り 当該地震

の震度に応じ て応援体制を整える も のと する 。  

種 別 発令の時期 体 制 

注意体制 
震度５（ 弱）の地震が発生し

たと き 。  

 情報収集及び連絡活動を主と し て行う が、

状況によ り 更に高度な配備に迅速に移行し

う る 体制と する 。  

警戒体制 

震度５ （ 強） の地震が発生

し 、 かつ災害が発生し たと

き 。  

 情報収集及び連絡活動を行う と と も に、被

災し た事業体が属する 県支部の支部長の要

請に応じ て出動でき る 体制と する 。  

非常体制 
震度６（ 弱）以上の地震が発

生し たと き 。  

 情報収集及び連絡活動を 密に行う と と も

に、救援活動の準備完了後、被災し た事業体

が属する 県支部の支部長の要請に応じ て直

ちに出動でき る 体制と する 。  

３  中部地方支部長から 応援の要請の連絡又は応援体制の準備の要請を受けた県支部長は、 県支部内の

事業体に対し て速やかに応援を要請し 、 応援活動について調整をする も のと する 。  

４  中部地方支部長は、 中部地方支部内において震度６ 弱以上の地震が発生し たと き は調査隊を派遣す

る こ と ができ る 。  

５  前項の調査隊に係る 職員は被災し た事業体が属する 県支部の支部長と 中部地方支部長が協議し て

決定する 。  

６  各県支部長は災害に備え、 平常時から 県支部内での連絡体制について整備する よ う に努める も のと

する 。  

 

 （ 応援活動）  

第３ 条 応援活動は、 応援を受ける 事業体（ 以下「 被災事業体」 と いう 。） の指示に従い、 被災事業体が

定めた応急給水及び応急復旧に関する マニュ アル等に基づいて、 関係各機関と 調整し 、 協力を得る な

どし て行う 。  
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２  応援活動に従事する 事業体（ 以下「 応援事業体」 と いう 。） が、 工事業者と と も に活動し よ う と する

場合は、 応援事業体が応援に従事する 工事業者に連絡し 、 被災事業体での応援活動の業務を請け負う

意思がある かを確認し 、 当該業務の請負について同意し た工事業者を派遣する 。 こ の場合において、

当該業務を請け負う 工事業者と の契約は、 原則と し て応援事業体が締結する 。  

３  協定第６ 条第４ 号に掲げる 工事業者の斡旋については、 被災事業体等から 要請を受けた県支部長が

県内会員等を通じ て必要な工事業者に連絡し 、 被災事業体での応援活動の業務を請け負う 意思がある

かを確認し 、 当該業務の請負について同意し た工事業者を斡旋する 。 こ の場合において、 当該業務を

請け負う 工事業者と の契約は、 原則と し て被災事業体が締結する も のと し 、 当該契約締結について当

該工事業者の意思を確認する も のと する 。  

４  協定第６ 条第５ 号に掲げる 燃料の提供については、 応援事業体が、 燃料の運搬供給業務を行う 業者

に、 運搬供給を請け負う 意思を確認し 、 被災事業体の意向に従い、 当該業務を依頼する 。 こ の場合に

おいて、 当該業務を請け負う 業者と の契約は、 原則と し て被災事業体が締結する も のと し 、 当該契約

締結について当該業者の意思を確認する も のと する 。  

５  協定第６ 条第６ 号に掲げる 特に要請があった事項については、 要請を受けた県支部長は、 応援事業

体が応じ る こ と ができ る も のについて応ずる よ う に努める も のと する 。 ただし 、 協定の趣旨から 逸脱

する よ う なも のについては、 こ の限り でない。  

 

 （ 応援事業体現地対策本部）  

第４ 条 中部地方支部長は、 応援の規模に応じ 指揮命令系統の整理のため必要と 認める と き は、 応援を

要請し た県支部長（ 以下「 被災県支部長」 と いう 。） 及び公益社団法人日本水道協会（ 以下「 協会本

部」 と いう 。） と 調整の上、 被災事業体ごと に応援事業体現地対策本部（ 以下「 現地対策本部」 と い

う 。） を置く こ と ができ る 。  

２  現地対策本部は、 被災事業体、 被災県支部長及び応援事業体の職員その他必要がある と 認めら れる

者で構成する も のと する 。  

３  現地対策本部には本部長及び本部員を置く 。  

４  本部長は被災県支部長と 中部地方支部長と の協議によ り 決定し 、 現地対策本部を統括する 。  

５  本部員は応援事業体の中から 本部長が指名し 、 本部長を補佐する 。  

 

 （ 現地対策本部の運営）  

第５ 条 現地対策本部は、 次の各号に掲げる 事務を行う 。  

( 1)  応援体制の整備及び把握 

( 2)  応援活動における 指揮命令系統の確立 

( 3)  被災状況の把握 

( 4)  応援受入れ体制の支援 

( 5)  被災事業体と の連絡調整 

( 6)  応援事業体間相互の連絡調整 

( 7)  応援事業体への情報提供 

( 8)  協会本部及び中部地方支部その他関係各機関と の連絡調整 

( 9)  その他、 本部長が必要と 認める 事務 

 

 （ 応援活動の体制）  

第６ 条 各事業体が派遣する 応援の基本編成は、 次の表に定める と おり と する 。 ただし 、 こ れによ り が

たい場合は、 被災事業体と 応援事業体及び被災県支部長が協議し 決定する 。  

項 目 編  成 

応急給水活動 

１  応急給水班１ 班当たり ３ 名体制（ 運転手１ 名及び給水要員２ 名） を

基本と する 。  

２  ３ 班以上の編成で応援を派遣する 場合は、 所属する 県支部長と 連絡

調整し 、 指揮監督する ための総括責任者を併せて派遣する こ と ができ

る 。  

３  派遣期間については、 応援活動の継続性等を考慮し 、 現地対策本部

が判断する 。  

４  応援事業体の職員（ 以下「 応援職員」 と いう 。） の交代については、

応援事業体の判断と する が、 交代時期については、 事前に本部長への
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連絡を行う 。  

応急復旧活動 

１  応急復旧班１ 班当たり ８ 名体制（ 責任者１ 名、 記録者１ 名及び作業

員６ 名） を基本と する 。  

２  ３ 班以上の編成で応援を派遣する 場合は、 所属する 県支部長と 連絡

調整し 、 指揮監督する ための総括責任者を併せて派遣する こ と ができ

る 。  

３  派遣期間については、 応援活動の継続性等を考慮し 、 現地対策本部

が判断する 。  

４  応援職員の交代については、 応援事業体の判断と する が、 交代時期

については、 事前に本部長への連絡を行う 。  

１  漏水調査班１ 班当たり ４ 名体制（ 責任者１ 名及び作業員３ 名） を基

本と する 。  

２  派遣期間については、 応援活動の継続性等を考慮し 、 現地対策本部

が判断する 。  

３  応援職員の交代については、 応援事業体の判断と する が、 交代時期

については、 事前に本部長への連絡を行う 。  

現地対策本部 

１  本部長及び本部員が属する 事業体は、 現地対策本部の運営に必要な

人員を派遣する 。  

２  派遣する 人数については、 本部長及び本部員が協議の上決定する 。  

３  派遣期間については、 応援活動の継続性等を考慮し 、 現地対策本部

が判断する 。  

４  応援職員の交代については、 応援事業体の判断と する が、 交代時期

については、 事前に本部長への連絡を行う 。  

２  応援職員には、 被災状況に応じ 給水用具、 作業用工器具、 衣類、 食料及び日用品並びに野外におけ

る 宿営のためのテント 、 寝袋、 携帯電灯、 カメ ラ 等を携帯さ せる も のと する 。  

３  応援職員は、 被災事業体又は現地対策本部の指示に従う 。  

４  応援職員は、 所属する 事業体名を表示し た腕章等を着用する 。  

 

 （ 応援の受入れ体制）  

第７ 条 県支部長は、 県支部に属する 事業体に対し て、 応援を受け入れた場合を想定し 、 応援活動が迅

速かつ適切に行われる よ う 次の各号に掲げる 事項について応援受入れマニュ アル等を 作成する よ う

依頼し 、 県支部長は、 こ れを把握する よ う 努める も のと する 。  

( 1)  一般事項 

ア 各応援活動に関する 方法及び手順 

イ  各応援活動の担当及び担当と の連絡方法 

ウ  作業報告の内容及び手続 

エ 応援職員及び工事業者のための宿舎及び駐車場の確保、 給食の手配並びに防寒等に関する 対策 

オ 他機関と の応援体制 

( 2)  応急給水活動に関する 事項 

ア 応急給水の水源と なる 水道施設等 

イ  応急給水拠点の位置 

ウ  給水車の要請リ ス ト  

( 3)  応急復旧活動に関する 事項 

ア 復旧優先路線の明示 

イ  資機材及び残土等の置場の確保 

ウ  施設図、 配水系統図及び配水系統変更図等の整備 

( 4)  応急復旧資機材の提供に関する 事項 

ア 資機材の備蓄及び整備状況 

イ  必要と なる 資機材の種別 

ウ  各事業体における 応急復旧資機材の標準的な仕様 
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（ 中継水道事業体の活動及び費用）  

第８ 条 中継水道事業体は、 被災地情報の応援職員への提供、 応援職員の休憩場所や駐車場の提供等、

応援職員の移動補助を目的と し た活動を行う 。  

２  前項の場合において中継水道事業体は、 応援職員の休憩場所や駐車場の提供にあたり 、 既存の庁舎

や敷地を開放する など、 可能な限り 特段の費用負担が生じ ないよ う 留意する 。  

３  中継水道事業体が被災事業体の支援に要し た費用は、 応援に要する 費用負担の原則に準じ て扱う も

のと する 。  

 

（ 支援拠点水道事業体の活動及び費用）  

第９ 条 支援拠点水道事業体は、 被災事業体において大規模広域災害のため応急給水活動に支障をき た

す場合における 給水基地と なる 水道施設の提供、 応援職員の宿泊施設確保の補助、 応援職員が各種情

報連絡を行う ための通信手段の貸与をする 等の情報連絡の補助等を行う 。  

２  前項の場合において支援拠点水道事業体は、 可能な限り 特段の費用負担が生じ ないよ う 留意する 。 

３  支援拠点水道事業体が被災事業体の支援に要し た費用は、 応援に要する 費用負担の原則に準じ て扱

う も のと する 。  

 

（ 応援活動の情報提供）  

第10条 中部地方支部長、 中継水道事業体及び支援拠点水道事業体の属する 県支部長は、 中継水道事業

体及び支援拠点水道事業体に対し て、 被災事業体の情報等を提供する も のと する 。  

２  中部地方支部長及び県支部長は、 中部地方支部内の事業体に対し て被災事業体での活動状況につい

て、 必要に応じ て情報等を提供する も のと する 。  

 

（ 応援に要する 費用負担の原則）  

第11条 応援に要する 費用負担の原則については、 次の各号及び次表に定める と こ ろによ る 。  

( 1)  応援職員に係る 人件費は、 応援事業体が負担する も のと する 。 ただし 、 旅費及び諸手当（ 応援の

有無に関わら ず支給さ れる こ と と なる 基本的な手当を除く 。以下同じ 。） については、応援事業体の

規定によ り 算出し た旅費相当額及び諸手当相当額の範囲において、 被災事業体の負担と する 。  

( 2)  応援職員が応援活動に係る 業務によ り 負傷し 、 疾病にかかり 、 又は死亡し た場合における 災害補

償は、応援事業体の負担と する 。ただし 、被災事業体において応急治療する 場合における 治療費は、

被災事業体の負担と する 。  

( 3)  応援職員の被災事業体での宿泊や食料にかかる 経費については、 被災事業体の負担と する 。 ただ

し 、 それを補完する 目的で応援事業体の職員が携行する 食料や生活用品等については、 応援事業体

の負担と する 。  

( 4)  応援職員と と も に応援に従事する 業者等の派遣に要する 経費は、 被災事業体の負担と し 、 応援事

業体の算定基準によ る 。  

( 5)  法令上特別の定めその他の特別の定めによ り 、 応援事業体に対し て応援に要し た費用について国、

地方公共団体等から 補填があった場合は、 その補填額を被災事業体の負担額から 控除する 。  

 

 

 被災事業体の負担と すべき 費用 応援事業体の負担と すべき 費用 

人件費等 超過勤務手当 深夜勤務手当 特殊

勤務手当 管理職員特別勤務手当 

旅費（ 日当を含む。）  

給料 地域手当等基本的な手当 

材料費 継ぎ手 直管等  

請負工事代金 請負工事代金  

車両、 機材等の

費用 

燃料費（ ガソ リ ン、 軽油、重油、 灯油

及びその他の燃料）  修理費 賃借

料 輸送料 

損料 
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滞在費用 食料費（ 弁当）  宿泊料 （ 仮設ハウ

ス 設置費用）  

携行する 食料費 携行する 寝袋、  

テント 等 被服費（ 防寒服、貸与被服の

ない職員分及びク リ ーニング代）  生

活用品その他福利厚生費 

そ の 他 事 務 費

等 

写真代（ 工事確認用）  作業用消耗

品、電話料金（ テレ フォ ンカード 、Ｆ

Ａ Ｘ 等） ト ラ ンシーバー、消火器、地

図、 コ ピー等 

写真代（ 記録・ 広報用）  事務用品（ 左

欄に掲げる も のを除く 。）  

補償関係 応援職員の傷病に対する 応急的な治

療費 第三者に対する 損害補償金の

負担（ 応援作業中）  

応援職員の災害補償費（ 出張中の公務

災害）  第三者に対する 損害補償金の

負担（ 往復途上）  

( 6)  第２ 条第４ 項に規定する 調査隊に係る 費用については、 第１ 号から 第５ 号ま での規定を準用し 、

「 被災事業体の負担」 を「 中部地方支部の負担」 と 読み替える 。  

 （ 損害賠償に関する 特則）  

第12条 応援職員が応援活動に係る 業務において第三者に対し 損害を加えた場合には、 原則と し て、 そ

の損害が応援活動に係る 業務の従事中に生じ たも のについては被災事業体が、被災事業体への往復途

中に生じ たも のについては応援事業体が、 それぞれ賠償の責に任ずる も のと する 。  

 

（ 連絡体制）  

第13条 協定に基づく 要請、 連絡及び情報の交換については、 協定第11条の規定によ り 定めた連絡担当

部課を通じ て行う も のと する 。 ただし 被災状況等によ り こ の規定によ る こ と ができ ない場合は、 こ の

限り でない。  

 

 （ 中部地方支部防災連絡協議会）  

第14条 協定第12条に規定する 中部地方支部防災連絡協議会（ 以下「 連絡協議会」 と いう 。） において定

期的に交換を行う 情報は、 次の各号に掲げる も のと する 。  

( 1)  連絡担当部課、 連絡担当責任者及び連絡担当責任者補助者に関する 事項 

( 2)  協定第４ 条の規定によ る 代理に関する 事項 

( 3)  各支部における 防災物資等の備蓄及び整備状況 

( 4)  災害発生後の応援活動のために派遣する こ と のでき る 職員 

( 5)  配管図等の整備及び保管状況 

( 6)  応援活動に関する マニュ アルの整備状況 

( 7)  災害防止対策に関する 調査研究の結果及び参考と なる 資料 

２  連絡協議会の事務は、 中部地方支部長である 事業体が処理する 。  

３  協議すべき 事項がない場合は、 第１ 項の規定にかかわら ず、 同項各号に掲げる 事項の情報の交換を

も って、 連絡協議会の開催に代える も のと する 。  

４  前項の規定にかかわら ず、 特に協議すべき 事項がある と き は、 県支部長は中部地方支部長に開催を

要請する も のと し 、中部地方支部長が開催の必要がある と 認めたと き は、連絡協議会を開催する も の

と する 。  

 

   附  則  

１  こ の要領は、 平成29年10月15日から 実施する 。  

２  こ の要領の実施に伴い平成27年４ 月１ 日から 実施さ れた「 日本水道協会中部地方支部災害時相互応

援に関する 協定実施要領」 は、 その効力を失う 。  

 

平成29年10月６ 日 

 

公益社団法人日本水道協会中部地方支部長 

名古屋市長  河村 たかし  

公益社団法人日本水道協会愛知県支部長 

豊 橋 市 長  佐原 光一 

公益社団法人日本水道協会三重県支部長 
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津 市 長  前葉 泰幸 

公益社団法人日本水道協会静岡県支部長 

静 岡 市 長  田辺 信宏 

公益社団法人日本水道協会岐阜県支部長 

岐 阜 市 長  細江 茂光 

公益社団法人日本水道協会福井県支部長 

福 井 市 長  東村 新一 

公益社団法人日本水道協会石川県支部長 

金 沢 市 長  山野 之義 

 

 

公益社団法人日本水道協会富山県支部長 

富 山 市 長  森  雅志 

公益社団法人日本水道協会長野県支部長 

長 野 市 長  加藤 久雄 

公益社団法人日本水道協会新潟県支部長 

新 潟 市 長  篠田  昭 
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５  三重県内消防相互応援協定（ 三重県、 市町村、 消防一部事務組合）  

 
第１ 章 総則 

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 消防組織法（ 昭和22年法律第226号。 以下「 法」 と いう 。 ） 第39条第2項の規定

に基づき 、 三重県内の市町及び消防組合（ 以下「 市町等」 と いう 。 ） が相互の消防力を活用し て災

害によ る 被害を最小限に防止する こ と を目的と する 。  

（ 協定区域）  

第２ 条 こ の協定区域は、 三重県全域と する 。  

（ 対象と する 災害）  

第３ 条 こ の協定の対象と する 災害と は、 次の各号に定める 災害と する 。  

( 1)  大規模又は特殊な災害及び事故等によ り 被害が発生し た市町等の消防力では災害の防御が困難

又は困難が予想さ れる 災害 

( 2)  市町等の境界付近において、 火災等の災害又は救急業務を必要と する 事故が発生し 、 被害の拡

大防止等を図る ため隣接する 市町等の応援の必要がある 災害 

（ 応援隊の編成）  

第４ 条 こ の協定に基づく 消防の応援は、 法第９ 条に規定する 消防機関によ り 構成さ れる 消防隊、 救

助隊、 救急隊、 その他必要な部隊（ 以下、 「 応援隊」 と いう 。 ） によ る も のと する 。 ただし 、 消防

団の応援については、 地域実情に応じ て行い、 その出動については市町の長、 消防長又は消防署長

の命令によ る も のと し 、 こ の協定の経費負担に関する 事項を除き 適用し ないも のと する 。  

（ 応援要請）  

第５ 条 被災地の市町等の長（ 以下「 受援側の長」 と いう 。 ） は、 第３ 条第１ 号の災害が発生し た場

合、 他の市町等の長（ 以下「 応援側の長」 と いう 。 ） に知事を通じ て応援要請を行う こ と ができ

る 。  

２  知事は、 前項に規定する 要請があった場合、 受援側の長、 応援側の長及び代表消防機関の長に対

し 必要な指導及び連絡調整を行う も のと する 。  

３  受援側の長は、 第３ 条第２ 号の災害が発生し た場合、 隣接する 市町等の長に応援要請を行う こ と

ができ る 。 こ の場合において、 隣接市町等の長（ 以下「 隣接応援側の長」 と いう 。 ） がその災害等

の発生を覚知し 、 応援隊を派遣し た時は、 こ れを要請に基づく 応援と みなす。  

（ いと ま なき 場合の応援）  

第６ 条 応援側の長は、 第３ 条第１ 号の災害が発生し た場合において、 当該災害の規模に照ら し 緊急

を要し 、 前条第１ 項の要請を待ついと ま がないと 認めら れる と き は、 同項の要請を待たないで、 応

援隊を出動さ せる こ と ができ る 。 こ の場合、 受援側の長から 応援の要請があったも のと みなす。  

２  知事又は代表消防機関の長は、 第３ 条第１ 号の災害が発生し た場合において、 当該災害の規模に

照ら し 緊急を要し 、 前条第１ 項の要請を待ついと ま がないと 認めら れる と き は、 同項の要請を待た

ないで、 応援側の長に応援隊の出動を要請する こ と ができ る 。 こ の場合、 受援側の長から 応援の要

請があったも のと みなす。  

（ 応援要請方法等）  

第７ 条 応援要請方法等、 こ の協定の実施に必要な事項は、 三重県消防広域応援基本計画に基づく も

のと する 。  

２  その他、 前項の計画に定めのない場合は、 必要に応じ て協定市町等の消防長が協議し て定める こ

と と する 。  

（ 応援隊の派遣）  

第８ 条 応援側の長は、 第５ 条第１ 項、 第３ 項又は第６ 条第２ 項の規定によ り 応援要請を受けたと

き 、 応援側の市町等の消防力に支障が生ずる 等の特別の理由がない場合のほかは応援隊を派遣する

も のと する 。  

２  応援側の長は、 第５ 条第１ 項又は第６ 条第２ 項の要請を受け応援隊を派遣する 場合、 知事及び代

表消防機関の長に対し 、 出動部隊、 隊員の氏名、 無線の呼び出し 名称等必要な事項について報告す

る も のと する 。  

（ 応援隊の指揮）  

第９ 条 応援隊の指揮は、 授援側の長又はその委任を受けた者が応援隊の長を通じ て行う も のと す

る 。 ただし 、 緊急の場合は直接行う こ と ができ る 。  
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２  応援隊の長は、 前項の規定によ り 指揮を受け活動し た場合、 その結果について適宜、 授援側の長

又はその委任を受けた者に報告する も のと する 。  

（ 経費負担）  

第10条 こ の協定に基づく 応援に要する 経費の負担は、 次の各号に定める と こ ろによ る も のと する 。  

( 1)  受援側の長が負担する 経費 

ア 応援活動中に調達し た車両及び機械器具の燃料費、 食料費 

イ  当該応援のために特別に必要と なった修理費 

ウ  賞じ ゅつ金等( 当該対象と なる 者が属する 市町等の条例に基づき 算出し た額と する 。 )  

エ 応援活動中に第三者に与えた損害の賠償に要する 経費等（ 応援側の市町等に対し て当該損害を

対象と し た保険金等が支払われる 場合には、 当該保険金等の額を控除し た額と する 。 ） ただし 、

応援側の市町等の重大な過失等に基づく 損害賠償に要する 経費は応援側の市町等の負担と する 。  

オ その他応援活動中に調達し た化学消火薬剤等資材費 

( 2)  応援側の長又は隣接応援側の長が負担する 経費 

ア 旅費、 出動手当 

イ  公務災害補償に要する 経費 

ウ  被災地への移動中及び被災地から の帰還中に第三者に与えた損害の賠償に要する 経費 

（ 事務局）  

第11条 こ の協定の円滑な実施を図る ため、 本協定に関する 事務局を三重県に置く も のと する 。  

（ 疑義）  

第12条 こ の協定の実施について疑義を生じ たと き は、 その都度当事者間において協議し 、 決定する

も のと する 。  

２  前項の協議において、 必要なと き は県において調整を図る こ と ができ る 。  

（ 他の協定と の関係）  

第13条 こ の協定を締結し た市町等が、 当該市町等の間で締結し ている こ の協定以外の協定と こ の協

定が競合する 場合には、 こ の協定を優先さ せる も のと する 。  

（ 代表消防機関）  

第14条 こ の協定に規定する 代表消防機関は、 四日市市消防本部と する 。  

２  代表消防機関が、 その任務を遂行でき ない場合には、 津市消防本部又は知事が指名し た消防本部

が代行消防機関と し てその任務を遂行する も のと する 。  

   附  則  

１  こ の協定は、 平成19年３ 月１ 日から 施行する 。  

２  こ の協定の締結に伴い、 平成10年７ 月１ 日に締結し た「 三重県内消防相互応援協定」 は廃止す

る 。  

３  こ の協定の成立を証する ため協定書35通を作成し 、 県及び協定市町等において各１ 通を保管す

る 。  
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６  災害発生時における 伊勢市と 伊勢市内郵便局の協力に関する 協定（ 伊勢市内郵便局）  

 

 三重県伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 伊勢市に所在する 郵便局（ 伊勢郵便局と 沼木郵便局を代表と

する 別表の郵便局（ 以下「 乙」 と いう 。））  は、 伊勢市内に発生し た地震その他によ る 災害時におい

て、 甲及び乙が相互に協力し 、 必要な対応を円滑に遂行する ために次のと おり 協定する 。  

 

（ 定義）  

第１ 条 こ の協定において、「 災害」 と は、 災害対策基本法（ 昭和３ ６ 年法律第２ ２ ３ 号） 第２ 条第１

号に定める 被害をいう 。  

 

（ 協力要請）  

第２ 条 甲及び乙は、 伊勢市内に災害が発生し 、 次の事項について必要が生じ た場合は、 相互に協力

を要請する こ と ができ る 。  

（ 1） 緊急車両等と し ての車両の提供 

 （ 車両を所有する 場合に限る 。 ただし 、 郵便配達用車両は除く 。）  

（ 2） 甲又は乙が収集し た被災者の避難所開設状況及び被災者の同意の上で作成し た避難先リ ス ト 等の

情報の相互提供 

（ 3） 郵便局ネッ ト ワ ーク を活用し た広報活動 

（ 4） 災害救助法適用時における 郵便業務に係る 災害特別事務取扱及び援護対策 

  ア 災害地の被災者に対する 郵便葉書等の無償交付 

  イ  被災者が差し 出す郵便物の料金免除 

  ウ  被災地宛て救助用郵便物等の料金免除 

  エ 被災地宛て寄附金を内容と する 郵便物の料金免除 

（ 5） 乙が郵便物の配達等の業務中に発見し た道路等の損傷状況の甲への情報提供 

（ 6） 避難所における 臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員によ る 郵便物の取集・ 交付等並びにこ れ

ら を確実に行う ための必要な事項( 注)  

（ 7） 株式会社ゆう ちょ 銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い 

（ 8） 前各号に掲げる も ののほか、 要請のあったも ののう ち協力でき る 事項 

（ 注） 避難者情報確認シート （ 避難先届） 又は転居届の配布・ 回収を含む。  

 

（ 協力の実施）  

第３ 条 甲及び乙は、 前条の規定によ り 要請を受けたと き は、 その緊急性に鑑み、 業務に支障のない

範囲内において協力する も のと する 。  

 

（ 経費の負担）  

第４ 条 第２ 条に規定する 協力要請に対し て、 協力し た者が要し た経費については、 法令その他に別

段の定めがある も のを除く ほか、 要請し た者が負担する 。  

２  前項の規定によ り 、 負担すべき 金額は、 適正な方法によ り 算出する も のと し 、 甲乙協議の上、 決

定する も のと する 。  

 

（ 災害情報連絡体制の整備）  

第５ 条 甲及び乙は、 安否情報等の連絡体制を整備する ため、 その方策について協議する も のと す

る 。  

 

（ 情報の交換）  

第６ 条 甲及び乙は、 相互の防災計画の状況、 協力要請事項に関し 、 必要に応じ て情報交換を行う 。  

 

（ 連絡責任者）  

第７ 条 こ の協定に関する 連絡責任者は、 それぞれ次のと おり と する 。  

    甲 伊勢市 危機管理部長 

    乙 日本郵便株式会社 伊勢郵便局 総務部長 
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（ 協議）  

第８ 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し 疑義が生じ た場合は、 両者で協議し 決定す

る 。  

（ 有効期間）  

第９ 条 こ の協定の有効期間は、 協定締結の日から 平成３ ０ 年３ 月３ １ 日ま でと する 。 ただし 、 甲又

は乙から 書面によ る 解約の申し 出がないと き は、 有効期間最終日から 起算し 、 さ ら に翌年度も 効力

を有する も のと する 。  

 

 こ の協定の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙双方が押印の上、 各自１ 通を保有する 。  

 

平成２ ９ 年 ３ 月２ ９ 日      甲 伊勢市岩渕１ 丁目７ 番 29 号 

                   市  長             

 

 

                 乙  伊 勢市岩渕３ 丁目６ 番 10 号 

                   日 本郵便株式会社 伊 勢郵便局 

                   局  長             

 

 

                   伊 勢市上野町１ ３ ５ ６  

                      日本郵便株式会社 沼木郵便局 

                   局  長
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( 別 表)  

 

伊勢郵便局 宮本郵便局 伊勢筋向橋郵便局 

伊勢辻久留郵便局 小俣郵便局 豊浜郵便局 

伊勢北浜郵便局 沼木郵便局 伊勢一之木郵便局 

城田郵便局 御薗郵便局 伊勢御薗長屋郵便局 

伊勢神社郵便局 五十鈴川郵便局 伊勢河崎郵便局 

伊勢大湊郵便局 二見郵便局 伊勢古市郵便局 

伊勢朝熊郵便局 伊勢御木本通郵便局 伊勢浜郷郵便局 

伊勢船江郵便局 伊勢外宮前郵便局  
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７  避難場所の相互利用に関する 覚書（ 鳥羽市）  

 
  鳥羽市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 伊勢市（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 災害時における 避難場所の相互

の利用について、 次のと おり 覚書を交換する 。  

 

（ 趣旨）  

第1条 災害時において、 甲（ 又は乙） の住民が避難する 場合、 乙（ 又は甲） の避難所に避難する 方が

よ り 安全である と 判断でき る と き は、 甲、 乙双方の住民は、 相互に避難場所を利用でき る も

のと する 。  

（ 避難事由）  

第2条 避難し よ う と する 甲（ 又は乙） の住民が、 乙（ 又は甲） の避難場所を利用でき る 場合は、 次の

と おり と する 。  

（ １ ）  甲（ 又は乙） の避難所よ り 乙（ 又は甲） の避難所への移動距離が近いと き  

（ ２ ）  道路冠水や浸水等周囲の災害状況によ り 、 乙（ 又は甲） の避難場所に避難する 方がよ  

り 安全に避難でき る と き  

（ ３ ）  甲（ 又は乙） の住民が、 観光や仕事等で乙（ 又は甲） に滞在中に災害に遭遇し たと き  

（ 避難の期間）  

第３ 条   甲（ 又は乙） が乙（ 又は甲） の避難所を利用でき る 期間は、 緊急やむを得ない期間と し 、 災害

によ る 危険がなく なったと 認めら れる 時、又は避難者を受入れた乙（ 又は甲） の判断で避難所を

閉鎖する と き は、 直ちに当該避難所を退去する も のと する 。   

（ 報告義務）  

第４ 条   甲（ 又は乙） の住民が、 乙（ 又は甲） の避難所を利用し よ う と する と き は、 避難者の人数、 年

齢、 性別、 避難時間等を乙（ 又は甲） に通報する 。 ま た甲（ 又は乙） が避難所を開設し ている 最

中、 避難者の中に乙（ 又は甲） から の避難者がいる こ と が判明し たと き は、 その旨乙（ 又は甲）

に通報する こ と と する 。  

（ 協議）  

第５ 条 こ の覚書に定めのない事項で特に必要が生じ た場合は、 その都度両市が協議し て定める も のと

する 。  

（ 効力の発生）  

第６ 条  こ の協定は、 平成１ ３ 年１ ２ 月１ ９ 日から 効力を生じ る も のと する 。  

 

  こ の覚書の締結を証する ため、 本通を 2 通作成し 、 双方記名押印の上各自その１ 通を保有する も のと

する 。  

 

      平成 13 年１ ２ 月１ ９ 日 

                                               鳥羽市長  井  村   均  

                                               伊勢市長  水 谷 光 男 
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８  災害時相互応援協定（ 西条市）  

 
 伊勢市と 西条市は、 災害（ 災害対策基本法（ 昭和３ ６ 年法律第２ ２ ３ 号） 第２ 条第１ 号に規定する 災

害をいう 。 以下同じ 。）  時の相互の応援について、 次のと おり 協定を締結する 。  

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定は、 いずれかの市域に災害が発生し た場合、 被災市の要請に応え、 応急対策及び復旧

対策が円滑に遂行さ れる よ う 、 相互の応援体制について定める も のと する 。  

（ 応援の内容）  

第２ 条 応援の内容は、 次のと おり と する 。  

（ 1） 食料、 飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 

（ 2） 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

（ 3） 救援、 応急復旧活動等に必要な職員の派遣 

（ 4） 被災者の一時的な受入れ 

（ 5） 前各号に掲げる も ののほか、 特に要請のあった事項 

（ 応援要請の手続）  

第３ 条 応援を要請する 市は、 次の事項を明ら かにし て、 電話等によ り 応援を要請し 、 後日速やかに災

害応援要請書を提出する も のと する 。  

（ 1） 被害の状況 

（ 2） 前条第１ 号に掲げる 応援を要請する 場合にあっては、 品名及び数量等 

（ 3） 前条第２ 号に掲げる 応援を要請する 場合にあっては、 種類及び数量並びに提供期間 

（ 4） 前条第３ 号に掲げる 応援を要請する 場合にあっては、 職種及び人員並びに派遣期間 

（ 5） 応援場所及び応援場所への経路 

（ 6） 前各号に掲げる も ののほか、 必要な事項 

（ 応援の自主出動）  

第４ 条 災害が発生し 、 被災市と の連絡がと れない場合で、 応援を行おう と する 市が必要と 認めたと き

は、 調査隊を派遣し 被災地の情報収集を行う と と も に、 当該情報に基づき 必要な応援を行う も のと す

る 。  

（ 連絡担当部課）  

第５ 条 両市は、 あら かじ め連絡担当部課を定め、 災害が発生し たと き は、 速やかに必要な情報を相互

に連絡する も のと する 。  

（ 応援経費の負担）  

第６ 条 応援に要し た経費の負担は、 次のと おり と する 。  

（ 1） 職員の派遣に要し た経費は、 応援を行った市が負担する 。  

（ 2） 応援物資の調達その他応援に要し た経費は、 応援を受けた市が負担する 。  

（ 平常時における 活動等）  

第７ 条 両市は、 こ の協定に基づく 応援が円滑に行われる よ う 、 相互に地域防災計画その他必要な資料

を交換する と と も に、 関係者の交流を図る も のと する 。  

（ 効力の発生）  

第８ 条 こ の協定は、 平成 14 年 10 月 10 日から 効力を生じ る も のと する 。  

（ 協議）  

第９ 条 こ の協定に定めのない事項で特に必要が生じ た場合は、 その都度両市が協議し て定める も のと

する 。  

 こ の協定の締結を証する ため、 本書４ 通を作成し 双方及び立会人署名押印のう え各自その１ 通を保有

する も のと する 。  

          

平成１ ４ 年１ ０ 月１ ０ 日 

三 重 県 伊 勢 市 長  水 谷 光 男  

           愛 媛 県 西 条 市 長  伊 藤 宏太郎 

立会人 

           三重県伊勢市議会議長  豊 田 喜 冨 

           立会人 

           愛媛県西条市議会議長  青 木 五十司  
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覚     書  

 

  伊勢市と 西条市は、 平成 14 年 10 月 10 日付けの災害時相互応援協定書（ 以下「 協定」 と いう 。） 第６

条応援経費の負担について、 次のと おり 確認する も のと する 。  

 

（ 職員派遣経費の負担）  

第１ 条 協定第６ 条第１ 号に規定する 職員の派遣に要し た経費は、 法令その他別に定めのある 場合を除

く ほか、 次に定める と こ ろによ り 負担する も のと する 。  

（ 1）  応援を行った市の職員が、応援業務によ り 負傷し 、又は疾病にかかり 、若し く は死亡し た場合

における 公務災害補償に要する 経費は、 応援を行った市が負担する 。  

（ 2）  応援を行った市の職員が、 業務上第三者に損害を与えた場合において、 その損害が応援業務

中に生じ たも のについては、 応援を要請し た市が、 ま た、 応援の往復の途中において生じ たも の

については、 応援を行った市が賠償の責を負う 。  

（ 応援物資調達等経費の負担）  

第２ 条 協定第６ 条第２ 号に規定する 、 応援に要し た経費には次のも のを含むも のと する 。  

（ 1）  車両、 資機材等の借上料 

（ 2）  車両、 資機材等の燃料費 

（ 3）  車両、 資機材等の輸送費 

（ 4）  車両、 資機材等の破損又は故障が生じ た場合の修理費 

（ 経費の繰替支弁）  

第３ 条 応援を行った市は、 応援を受けた市が負担すべき 経費を支弁する いと ま がなく 、 かつ、 応援を

受けた市から 要請があった場合には、 当該経費を一時繰替支弁する も のと する 。  

 

  こ の覚書の締結を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 双方記名押印の上各自その１ 通を 

 保有する も のと する 。  

 

     平成１ ４ 年１ ０ 月１ ０ 日 

              

三 重 県 伊 勢 市 

                 伊  勢  市  長   水  谷  光  男  

 

愛 媛 県 西 条 市 

                 西  条  市  長   伊  藤  宏 太郎 
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９  三重県災害等廃棄物処理応援協定（ 県内市町村、 広域環境組合）  

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 災害等の発生時に三重県（ 以下「 県」 と いう 。 ） 、 三重県内の市町村、 一部事務組

合及び広域連合（ 以下「 市町村等」 と いう 。 ） が、 ごみ、 し 尿等一般廃棄物の処理を円滑に実施する た

めの応援活動について必要な事項を定める 。  

（ 定義）  

第２ 条 こ の協定において「 災害等」 と は、 災害対策基本法（ 昭和36年法律第223号） 第２ 条第１ 号に規

定する 災害（ 以下「 災害」 と いう 。 ） 並びに市町村等が設置する 一般廃棄物処理施設等の事故等又はそ

の他応援を要する と 認めら れる 事故等をいう 。  

２  こ の協定において「 一般廃棄物」 と は、 廃棄物の処理及び清掃に関する 法律（ 昭和45年法律137号）

第２ 条第２ 項に規定する 一般廃棄物をいう 。  

３  こ の協定における 「 応援」 と は、 次に掲げる 行為をいう 。  

 ( 1)  一般廃棄物の処理に必要な施設、 機材、 物資等の提供及び斡旋 

 ( 2)   一般廃棄物の処理に必要な職員の派遣及び処理業者の斡旋 

 ( 3)   前２ 号に定める も ののほか、 一般廃棄物の処理に関し 必要な事項 

４  こ の協定において「 応援要請市町村」 と は、 災害等によ り 一般廃棄物の処理に支障が生じ 、他の市町

村等に応援の要請を行う 市町村等をいう 。  

５  こ の協定において「 応援市町村」 と は、応援要請市町村から の応援要請を受託し 、 応援を行う 市町村

等をいう 。  

６  こ の協定において「 ブロ ッ ク 」 と は、 別表に掲げる 市町村等で構成する 区域と する 。  

（ 広域応援体制の組織）  

第３ 条 災害等の発生時に迅速かつ適切な一般廃棄物の処理を実施する ため、 県内を９ ブロ ッ ク に分け、

各ブロ ッ ク に幹事市を置く 。  

２  災害等の状況から 市町村等での一般廃棄物処理が困難で、 他市町村等から の 応援が必要と なった

段階から 、 広域応援体制と し て三重県災害等廃棄物処理対策本部（ 以下「 本部」 と いう 。 ） を県庁に、

三重県災害等廃棄物処理現地連絡本部（ 以下「 現地連絡本部」 と いう 。 ） を被災市町村等の属する ブロ

ッ ク の幹事市を所管する 県民局に設置し 、 相互に協力する 。  

  なお、 災害等が局所的で本部及び現地連絡本部の設置が必要がないと 判断さ れる 場合には、 本部及

び現地連絡本部は設置し ないも のと する 。  

３  三重県地域防災計画で規定する 三重県災害対策本部が設置さ れたと き は、 本部はそれに包括さ れる 。

ま た、 三重県地域防災計画で規定する 地方災害対策部が設置さ れたと き は、 現地連絡本部はそれに包

括さ れる 。  

（ 本部）  

第４ 条 本部には本部長及び副本部長を置き 、 本部長は三重県環境森林部長を、 副本部長は環境森林部

資源循環室長をも って充てる 。  

２  本部長は本部を統括し 、 副本部長はこ れを補佐する 。  

３  本部の構成員は本部長が指名する 者をも って構成する 。  

（ 現地連絡本部）  

第５ 条 現地連絡本部長は、 本部長が指名する 。  

２  現地連絡本部長は、 現地連絡本部を統括する 。  

３  現地連絡本部は現地連絡本部長が指名する 者をも って構成する 。  

（ 応援要請）  

第６ 条 災害等によ り 一般廃棄物の適切な処理が困難と なった場合、 応援要請市町村は県へ応援の調整

を要請し 、 県は応援要請市町村における 災害等の発生状況や応援要請内容を踏ま え、 応援要請市町村

の属する ブロ ッ ク の幹事市と 調整し 、 ブロ ッ ク 内での対応が可能な場合、 ブロ ッ ク 内の市町村等へ応
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援を要請する 。  

  なお、応援要請市町村が直接近隣の市町村等へ応援を要請する こ と を妨げない。こ の場合、その旨を

県に報告する も のと する 。  

２  応援要請市町村の属する ブロ ッ ク 内の応援で適切な一般廃棄物の処理が困難な場合には、 県は他ブ

ロ ッ ク の幹事市と 調整し 、 他ブロ ッ ク の市町村等へ応援を要請する 。  

３  県内のブロ ッ ク 間の応援では適切な一般廃棄物の処理が困難な場合には、 県は他県へ応援を要請し

調整を図る 。  

４  応援市町村は、 自ら の業務に支障がない限り 応援を行う も のと する 。  

５  直接一般廃棄物の処理を行わず、 民間業者等への委託又は許可によ り 処理を実施し ている 市町村等

においては、 応援要請市町村と 民間業者間の斡旋等の仲介を行う こ と によ り 、 応援が円滑に実施でき

る よ う にする も のと する 。  

６  応援要請は、次の条項をでき る だけ明確にし 、災害等において使用可能な伝達手段によ り 行い、県へ

の応援調整要請を応援調整要請書（ 様式第１ 号） によ り 、 又、 応援市町村への応援要請を応援要請書

（ 様式第２ 号） によ り 速やかに行う も のと する 。  

 ( 1)   災害の発生日時、 場所、 災害の状況 

 ( 2)   必要と する 業務の内容、 施設及び処理量の見込み 

 ( 3)   必要と する 人員、 物資、 車両、 資機材等の品名及び数量 

 ( 4)   応援要請の場所及び期間 

 ( 5)   連絡責任者 

 ( 6)   その他必要な事項 

（ 経費の負担）  

第７ 条 応援に要する 経費は、 原則と し て応援要請市町村がこ れを負担する も のと し 、 支払い方法等に

ついては応援要請市町村、 応援市町村の双方で協議し 、 決定する も のと する 。  

２  応援要請市町村が負担すべき 経費のう ち、 応援市町村の処理に要する 経費については、 その内容を

考慮し 、 市町村等及び県で協議のう え取り 決める も のと する 。  

３  応援市町村の職員が応援業務によ り 負傷、 疾病又は死亡し た場合における 公務災害補償に要する 経

費は、 応援市町村の負担と する 。  

（ 他の協定と の関係）  

第８ 条 こ の協定は、 市町村等が災害対策基本法第67条の規定等によ り 締結し た他の協定に基づく 応援

等を妨げる も のではない。  

（ 民間業者への協力要請）  

第９ 条 県及び市町村等は、 こ の協定に基づく 応援を迅速に行う ため、 必要に応じ て民間の廃棄物処理

業者等に協力を要請する も のと する 。  

（ 県の組織変更に伴う 措置）  

第10条 県組織の変更が生じ た場合、 こ の協定書の第４ 条に規定する 本部長は変更後の組織の廃棄物を

所管する 部の長を、 又、 副本部長は変更後の組織で環境森林部資源循環室長と 同等の役職の職員を充

てる も のと する 。  

（ 市町村等の組織変更に伴う 措置）  

第11条 こ の協定を締結し た市町村等が市町村合併等によ り 新たな市町村等を構成する 場合には、 新た

に構成する 市町村等はこ の協定を承継し たも のと する 。  

（ 協議）  

第12条 こ の協定の実施に関し 必要な事項又は定めのない事項については、 県及び市町村等がその都度

協議し て定める も のと する 。  

（ 実施期日）  

第13条 こ の協定は平成１ ６ 年１ ０ 月２ ９ 日から 実施する 。  

 こ の協定の締結を証する ため、本書８ ０ 通を作成し 、協定者が記名押印のう え、各自１ 通を保有する 。  
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  平成１ ６ 年１ ０ 月２ ９ 日 

 

 

                              津市長     近 藤 康 雄 

                               四日市市長      井 上 哲 夫 

                伊勢市長    加  藤 光  徳 

                      （ 略）  

                二見町長    辻   三 千 宣 

                小俣町長    奥  野  英  介 

                御薗村長    中  北  隆  敏 

                      （ 略）  

               伊勢広域環境組合 

                                 管理者    加 藤 光 徳 

                 三重県知事    野  呂  昭 彦 
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１ ０  津波に対する 緊急避難施設と し ての使用に関する 協定書（ 伊勢警察）  

 

 二見町長 辻 三千宣（ 以下「 甲」 と いう 。） と 、 伊勢警察署長 玉木優次（ 以下「 乙」 と いう 。） と

の間に、 津波から 二見町住民及び観光客（ 以下「 住民等」 と いう 。） の安全を確保する ための緊急避難施

設（ 以下「 避難ビル」 と いう 。） の使用に関し 、 次のと おり 協定を締結する 。  

 

（ 使用物件）  

第１ 条 乙の所有する 次に掲げる 建物を津波襲来の恐れがある 時は、 応急施設と し て一時的に避難ビル

と し て住民等に使用さ せる こ と ができ る も のと する 。  

 ( 1)  住 所  度会郡二見町大字西１ ０ １ ７ 番地３ ６ ３  

 ( 2)  名 称  カーサ二見 

 ( 3)  構 造 等  Ａ 棟 鉄筋コ ンク リ ート 造 ４ 階建て １ , ４ ６ ９ ． ２ ４ ㎡ 

         Ｂ 棟 鉄筋コ ンク リ ート 造 ４ 階建て １ , ４ ６ ９ ． ２ ４ ㎡ 

 ( 4)  使用場所  Ａ ・ Ｂ 棟の３ 階以上の階段、 通路 

（ 使用時間）  

第２ 条 避難ビルの使用時期は、 突発地震等が発生し た直後、 津波の恐れがある と き に、 一時的に避難

でき る も のと する 。  

（ 使用料）  

第３ 条 使用料は無料と する 。  

（ 現状回復等）  

第４ 条 住民等が建物器物等をき 損、 汚損し た場合は、 甲が現状回復する も のと し 、 更に避難の際に生

じ た住民等に係る 一切の事故についての責任は、 甲が負う も のと する 。  

（ 住居者のプラ イ バシー保護）  

第５ 条 居住者のプラ イ バシー保護にため、住民等の使用する 場所は、管理人の指示に従う も のと する 。 

（ 有効期間）  

第６ 条 こ の協定は、 平成１ ７ 年３ 月１ 日から その効力を有する も のと し 、 協定を解除する 場合は、 甲

乙協議のう え、 甲が乙に文書をも って協定の終了の通知する も のと する 。  

（ 協議）  

第７ 条 こ の協定に定めない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ た場合は、 その都度、 甲乙協議し て

定める も のと する 。  

 

 上記協定の成立を証する ため、 こ の協定書２ 通を作成し 、 甲、 乙記名押印のう え、 各自その１ 通を保

有する 。  

 

平成１ ７ 年３ 月１ 日 

 

甲  度会郡二見町大字江４ ２ ０ 番地１  

 

二 見 町 長  辻 三千宣 

 

 

乙  伊勢市神田久志本町１ ４ ８ １ 番地３  

 

伊勢警察署長  玉木 優次 
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１ １  災害時の葬祭業務に関する 協定（ 三重県葬祭業協同組合、 伊勢農業協同組合、 規

格葬儀取扱指定 6 業者）  

   
伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と （ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 災害時における 葬祭用品の供給等の協

力に関し 、 次のと おり 協定する 。  

（ 趣旨）  

第 1 条 こ の協定は、 伊勢市内に地震, 風水害、 その他の災害が発生し 、（ 以下「 災害時」 と いう 。） 多数

の死者が集中的に発生し た場合における 葬祭用品の供給等について、 甲が乙に協力を要請でき る こ と

及びその場合の手続き を定める も のと する 。  

（ 協力要請）  

第２ 条 甲は、 災害時の葬祭用品の供給等を必要と する と き は、 乙に対し 葬祭用品の供給等の協力を要

請する こ と ができ る こ と と し 、 乙は次の各号に掲げる 葬祭用品の供給等の協力を甲にする も のと する 。 

（ 1）  棺（ 棺用マッ ト 、 棺布団、 棺覆、 仏衣、 ド ラ イ アイ ス を含む） の供給 

（ 2）  骨つぼ、 骨箱（ 骨箱覆、 骨上箸を含む） の供給 

（ 3）  その他甲が指定する 業務 

（ 協力要請）  

第３ 条 甲は乙に協力の要請をする にあたっては、 次に掲げる 事項を口頭又は電話等を持って連絡する

も のと し 、 事後、 甲は文書を乙に提出する も のと する 。  

（ 1）  要請し た理由 

（ 2）  要請し た葬祭用品の供給等の数 

（ 3）  履行期間 

（ 4）  その他必要な事項 

（ 協力の実施）  

第４ 条 乙は、甲から 第２ 条に定めら れた協力の要請を受けたと き は、誠実に甲に協力する も のと する 。 

（ 報告）  

第５ 条 乙は、 前条の規定に基づき 協力し たと き は、 次に掲げる 事項を口頭又は電話等をも って甲に報

告する も のと し 、 事後、 文書を提出する も のと する 。  

（ 1）  葬祭用品の供給数の数 

（ 2）  従事者名 

（ 3）  その他必要な事項 

（ 経費の負担）  

第６ 条 葬祭用品の供給等の協力に要し た経費は、 甲が負担する 。  

（ 経費の請求）  

第７ 条 乙は、 葬祭用品の供給等の実績を集計し 、 甲に請求する も のと する 。  

（ 経費の支払）  

第８ 条 甲は、前条の規定に基づき 、乙から 支払の請求があった場合には、速やかに支払う も のと する 。  

（ 価格の決定）  

第９ 条 甲が負担する 経費の価格は、 伊勢市地域防災計画に定めら れた費用の限度額の範囲内で、 甲、

乙協議する も のと する 。  

（ 協議）  

第 10 条 こ の協定の解釈に疑義が生じ た場合及びこ の協定に定めのない事項については、 そのつど、

甲、 乙協議する も のと する 。  

 

上記協定締結の証と し て本協定書 2 通を作成し 、 甲、 乙記名押印のう え、 おのおの 1 通を保有する 。 

 

平成１ ７ 年４ 月２ ０ 日 

 

 

甲 伊勢市 

                            伊 勢市長 加 藤  光  徳  

 

                        乙  
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協定先・ ・ ・ 規格葬儀取扱指定 6 業者 三重県葬祭業協同組合、 伊勢農業協同組合 

災害時の葬祭業務に関する 協定実施細目 

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の協定実施細目は、 災害時における 葬祭用品の供給等についての協力に関する 伊勢市と    

と の協定（ 以下「 協定」 と いう 。） の実施に関し 必要な事項を定める も のと する 。  

２  こ の協定実施細目における 用語の意義は、 協定の例によ る 。  

（ 葬祭用品）  

第２ 条 協定第２ 条に規定する 葬祭用品の仕様については、 別表１ のと おり と する 。  

（ 要請書）  

第３ 条 協定第３ 条に規定する 甲が乙に提出する 文書の様式は、 様式第１ 号のと おり と する 。  

（ 供給等協力報告書）  

第４ 条 協定第４ 条に規定する 乙が甲に報告する 文書の様式は、 様式第２ 号のと おり と する 。  

（ 経費の請求方法）  

第５ 条 協定第７ 条に規定する 経費の請求は、 積算根拠を示す葬祭用品の供給等の業務実績一覧表を添

付し た請求書によ り 行う も のと する 。  

（ 実施日）  

第６ 条 こ の協定実施細目は、 平成 年 月 日から 実施する 。  

 

こ の協定実施細目の成立を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲、 乙記名押印のう え、 おのおの１ 通を保

有する 。  

 

平成１ ７ 年４ 月２ ０ 日 

 

甲 伊勢市 

   伊勢市長 加  藤  光  徳 

 
乙 
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別表 1 

品目 仕様 備考 

寝    棺  
プリ ント 化粧合板 ６ 分板 窓付 

長 1800×幅 470×高 370 
 

大    棺  
白木一枚板 ６ 分板 

長 1950×幅 510×高 490 
 

小    棺  
白木一枚板 ６ 分板 

子供用 ２ 尺 
 

寝棺マッ ト  ス チロ ール系ビニール テープ付  

棺   覆 無地 窓付 寝棺用 

棺 布 団 綿入三点セッ ト  天人  

仏   衣 無地 大 足袋付  

骨つぼ 
（ 大） 白磁６ 号（ 中） 白磁５ 号 

（ 小） 白磁４ 号 
 

骨   箱  
（ 大） 桐箱７ 号（ 中） 桐箱６ 号 

（ 小） 桐箱５ 号 
 

骨 箱 覆 
（ 大） 金・ 銀７ 号（ 中） 金・ 銀６ 号 

（ 小） 金・ 銀５ 号 
 

骨 上 箸 袋入  

      ※同等品も 可と する 。  
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１ ３  災害時における 特設公衆電話に関する 協定書（ 西日本電信電話株式会社三重支

店）  

 

 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 西日本電信電話株式会社三重支店（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 東海地

震等の大規模災害等が発生し た場合、 甲が所有する 避難場所において、 避難者の通信手段を確保する た

め、 事前に特設公衆電話を設置する こ と について、 次のと おり 協定を締結する 。  

（ 設置場所）  

第１ 条 乙が設置する 特設公衆電話の設置場所は、 別表１ のと おり と する 。  

（ 特設公衆電話の設置等）  

第２ 条 特設公衆電話の電話回線の敷設工事等は、 乙の責任において設置する 。 ただし 、 避難場所の配

管工事及び端子箱等の設置は、 甲の責任において設置する 。  

（ 特設公衆電話の開設等）  

第３ 条 甲は、 避難場所に住民が避難し たと き は、 特設公衆電話を開設する こ と ができ る 。 甲は、 乙か

ら 特設公衆電話の開設要請があった場合は、 特別の理由がない限り 、 こ れに協力する 。  

（ 特設公衆電話の運用等）  

第４ 条 特設公衆電話の運用方法については、 次のと おり と する 。  

（ １ ）  特設公衆電話用電話機（ 以下「 電話機」 と いう 。） は、 甲の善良なる 管理者の注意をも って、 特

設公衆電話回線に接続する こ と なく 保管する 。  

（ ２ ）  特設公衆電話を開設する と き は、 甲が電話機を特設公衆電話回線に接続する こ と ができ る 。  

（ ３ ）  甲は、 災害時及び防災訓練等の特別な理由がない限り 、 電話機を特設公衆電話回線に接続し な

い。  

（ ４ ）  甲は、 平常時に甲、乙以外の者が特設公衆電話回線を使用し ている のを発見し た場合は、速やか

に乙に連絡する 。  

（ ５ ）  乙は、平常時に特設公衆電話回線の通信料等が発生し た場合、甲に事前通知する こ と なく 当該回

線を一時的に停止する こ と ができ る 。  

（ 特設公衆電話の通信料等）  

第５ 条 特設公衆電話の通信料は無料と する 。  

（ 特設公衆電話の撤去等）  

第６ 条 当該避難場所が、 避難所指定から 除さ れた場合、 乙は、 遅滞なく 当該回線を撤去する 。  

（ 協議）  

第７ 条 こ の協定に定めない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ たと き は、 その都度、 甲、 乙協議し

て定める 。  

  （ 有効期間）  

第８ 条 こ の協定は、 平成 17 年 10 月 20 日から 、 その効力を有する も のと し 、 甲、 乙が文書を持って

協定の終了を通知し ない限り 、 その効力を持続する 。  

 

こ の協定を証する ため、 本書 2 通を作成し 、 甲、 乙記名押印のう え、 各自 1 通を保有する 。  

 

   

平成１ ７ 年１ ０ 月２ ０ 日 

 

 

                  甲 三重県伊勢市岩淵１ 丁目７ 番２ ９ 号 

                    伊勢市長     加 藤  光  徳 

 

 

                  乙 三重県津市桜橋２ ―１ ４ ９  

                    西日本電信電話株式会社 

                    三重支店長    伊 藤  彰  敏 
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別表 1 

 

施設名 設置場所 住所 

豊浜東小学校 校舎２ 階 踊り 場  伊勢市東豊浜町２ ２ ９  

大湊小学校 体育館  玄関 伊勢市大湊町１ １ １ ８ -１ ９ ４  

東大淀小学校 体育館  玄関  伊勢市東大淀町３ ５ １  

北浜小学校 体育館  玄関  伊勢市村松町３ ２ ９ ２  

北浜中学校 体育館  玄関  伊勢市東大淀町１ ５  

 

災害時における 特設公衆電話の設置場所追加に関する 協定 

 

 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 西日本電信電話株式会社三重支店（ 以下「 乙」 と いう 。） は、  

平成 17 年 10 月 20 日に締結し た災害時における 特設公衆電話に関する 協定書（ 以下「 原協定書」 と い

う 。） について、 乙が設置する 特設公衆電話の設置場所を追加する ため、 次のと おり 協定を締結する 。  

 

 

１ ． 原協定書第１ 条（ 設置場所） 関係 

   原協定書第１ 条の別表１ に、 次の設置場所を追加する こ と と する 。  

 

施設名 設置場所 住 所 

神社小学校 体育館 玄関 伊勢市神社港 294 

今一色小学校 体育館 伊勢市二見町今一色 3 

二見小学校 体育館 ス テージ横 伊勢市二見町荘 1500 

二見中学校 校舎 3 階 多目的ス ペース  伊勢市二見町荘 2037-2 

 

 

 こ の協定を証する ため、 本書２ 書を作成し 、 甲、 乙記名押印のう え、 各自１ 通を原協定書と 共に保有

する 。  

 

平成１ ９ 年 １ 月１ ６ 日 

 

 

伊勢市岩淵１ 丁目７ 番２ ９ 号 

甲   伊 勢市長     森  下   隆 生 

 

 

   津市桜橋二丁目１ ４ ９ 番地 

乙   西日本電信電話株式会社 

     三重支店長   伊  藤   彰 敏 
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１ ４  災害時要援護者の要援護者避難所と し て施設等を使用する こ と に関する 協定書

（ 関係法人 10 団体[ 14 施設] ）  

 

( 趣旨)  

第 1 条 こ の協定は、 大規模な地震、 風水害等の災害（ 以下「 災害」 と いう 。） によ り 、 要援護者が避難

を余儀なく さ れた場合に、 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） が 〇〇〇（ 以下「 乙」 と いう 。） に対し 、

要援護者避難所と し て施設等の使用の協力を要請する こ と について、 必要な事項を定める も のと する 。 

 

( 定義)  

第 2 条 こ の協定において「 要援護者」 と は、 次に掲げる 者のう ち、 施設の入所基準に該当し 、 又は該

当する と 認めら れる 者で、 災害時に何ら かの援護を求める 者をいう 。  

（ １ ） 伊勢市災害時要援護者登録制度に登録し ている 者 

（ ２ ） 上記に掲げる 者に準ずる 状態にある 者 

 

( 施設の使用の要請)  

第 3 条 甲は、 要援護者があら かじ め指定する 避難所では対応でき ない場合、 次に掲げる 施設を要援護

者避難所と し て使用する こ と について、 乙に協力を要請でき る も のと する 。  

 （ １ ）  （ 施設名）  

 

 ( 協力の受諾)  

第 4 条 乙は、 甲から 第 3 条に定めら れた協力の要請を受けたと き は、 でき る 限り 受諾する よ う 努める

も のと する 。  

 

 ( 要請の手続等)  

第 5 条 甲は、 第 3 条の規定によ り 施設等の使用について、 乙に協力を要請する 場合は、 あら かじ め電

話等で確認のう え、 次に掲げる 事項を明ら かにし て書面で行う も のと する 。  

ただし 、 緊急を要する 場合は、 こ の限り でない。  

（ 1） 要援護者の住所、 氏名、 心身の状況、 連絡先等 

（ 2） 身元引受人の住所、 氏名、 連絡先 

（ 3） 使用する 期間 

 

 ( 要援護者等の移送)  

第 6 条 乙は、 甲の依頼があった場合は、 避難が必要な要援護者等の自施設への移送を行う よ う 努める

も のと する 。 ただし 、 それによ り がたいと き は甲乙協議のう え決定する も のと する 。  

 

 ( 物資の調達及び介護支援者の確保)  

第 7 条 甲は、 要援護者に係る 日常生活用品、 食料及び医薬材料等の必要な物資の調達に努める も のと

する 。  

 2 甲は、 乙が要援護者を適切に介護ができ る よ う ボラ ンティ ア等の介護支援者の確保に努める も の

と する 。  

 

 ( 経費の負担)  

第 8 条 要援護者が利用期間内に要し た経費については、 原則と し て協力を要請し た甲の負担と する 。

ただし 、 甲が負担する 経費の価格については、 甲乙協議のう え決定する も のと する 。  

 

 ( 受入可能人員等)  

第 9 条 甲及び乙は、 本協定締結後、 受入可能人員、 必要物資の調達等について、 あら かじ め協議する

も のと する 。  

 

（ 有効期限）  

第 10 条 協定書の有効期限は毎年度末と し 、 甲乙双方に異議がない場合は翌年度においても 自動的に

更新さ れる も のと する 。  
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（ 協定の解除）  

第 11 条 甲又は乙は、こ の協定を解除し よ う と する と き は、3 カ月前に文書で相手方に通知し なければ

なら ない。  

 

（ 疑義の解決）  

第 12 条 こ の協定に定めのない事項及びこ の協定に関し て疑義が生じ たと き は、 その都度甲乙協議し

て定める 。  

 

平成 18 年 6 月 1 日に締結し た「 災害時要援護者の福祉避難所と し て施設等を使用する こ と に関する 協

定書」 は、 本協定の締結をも って廃止する 。  

 こ の協定の締結を証する ため、 こ の協定書を 2 通を作成し 、 甲乙記名押印の上、 各自その 1 通を保有

する 。  

 

   平成 26 年 8 月 27 日 

 

                     伊 勢市岩渕 1 丁目 7 番 29 号 

                   甲  伊 勢市 

                     伊 勢市長 鈴 木 健一 

                      

                      

    乙   
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締結先法人名 使用施設名 施設所在地 

社会福祉法人 伊勢医心会 

特別養護老人ホーム 神路園 伊勢市二俣町５ ７ ７ 番地９  

養護老人ホーム 万亀会館 伊勢市二俣町５ ７ ７ 番地１  

社会福祉法人 邦栄会 

特別養護老人ホーム 双寿園 伊勢市河崎３ 丁目１ ５ 番３ ３ 号 

特別養護老人ホーム 第２ 双寿園 伊勢市河崎３ 丁目１ ５ 番３ ３ 号 

社会福祉法人 福徳会 

特別養護老人ホーム 白百合園 伊勢市上地町３ １ ３ ０ 番地 

介護老人保健施設 上野の郷 伊勢市上野町字外野２ ８ ５ ５ 番地１  

社会福祉法人 慈恵会 

特別養護老人ホーム 正邦苑 伊勢市村松町３ ２ ９ ４ 番地１  

特別養護老人ホーム 正邦苑 靜乾 伊勢市村松町３ ３ ５ ５ 番地１  

社会福祉法人 ウ エルケア 特別養護老人ホーム 伊勢あさ ま 苑 伊勢市朝熊町字杁ヶ 口３ ０ ７ ４ 番地１ １  

医療法人社団 愛敬会 介護老人保健施設 山咲苑 伊勢市楠部町若ノ 山２ ６ ０ ５ 番地１ ３  

社会福祉法人 五十鈴会 特別養護老人ホーム いすず苑 伊勢市楠部町若ノ 山２ ６ ０ ５ 番地３ ３  

社会福祉法人 洗心福祉会 
ふたみ介護老人保健施設 

シルバーケア豊壽園 
伊勢市二見町三津字池田８ ５ ５ 番地 

伊勢赤十字病院 伊勢赤十字老人保健施設 虹の苑 伊勢市船江一丁目 471 番 2 

わたら い老人福祉施設組合 老人ホーム 高砂寮 伊勢市小俣町宮前３ ８ 番地 
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１ ５  災害時における 応急生活物資供給等の協力に関する 協定（ イ オン株式会社 中部

カンパニー）  

 

（ 趣旨）  

第１ 条 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と イ オン㈱伊勢店（ 以下「 乙」 と いう 。） と は、 伊勢市内に地震、

風水害その他によ る 災害が発生し 、 ま たは発生の恐れがある 場合（ 以下「 災害時」 と いう 。） に、 相互

に協力し て災害時の市民生活の早期安定を図る ため、 応急生活物資供給等の協力に関する 事項につい

て協定を締結する 。  

（ 協力事項の発動）  

第２ 条 こ の協定に定める 災害時の協力事項は、 原則と し て甲が伊勢市災害対策本部ま たは伊勢市地震

災害警戒本部を設置し 、 乙に対し て要請を行ったと き をも って発動する 。  

（ 応急生活物資供給の協力要請）  

第３ 条 災害時において、 甲が供給生活物資を必要と する と き には、 甲は、 乙に対し て乙の取扱商品の

供給について協力を要請する こ と ができ る 。  

（ 応急生活物資供給の協力実施）  

第４ 条 乙は、 前条の規定によ り 甲から 要請を受けたと き は、 取扱商品の優先供給及び運搬に対する 協

力等に積極的に努める も のと する 。  

（ 応急生活物資）  

第５ 条 甲が乙に要請する 災害時の応急生活物資の内容は、 予め甲乙協議し て定めておく も のと する 。 

２  乙は、 甲の要請があったと き は、 前項によ り 定めた応急生活物資以外の物資の供給についても 可能

な範囲で協力する も のと する 。  

（ 応急生活物資供給の要請手続等）  

第６ 条 甲の乙に対する 要請手続は、 文書をも って行う も のと する 。 ただし 、 緊急を要する と き は、 口

頭ま たは電話等をも って要請し 、 事後文書を提出する も のと する 。   

２  甲と 乙は連絡体制、 連絡方法、 連絡手段について、 支障をき たさ ないよ う 常に点検、 改善に努める

も のと する 。  

（ 応急生活物資の運搬）             

第７ 条 応急生活物資の搬入先ま での運搬は、 原則と し て乙が行う も のと する 。 ただし 、 乙の運搬が困

難な場合は、 甲又は甲の指定する も のが行う も のと する 。  

（ 費用）  

第８ 条 第４ 条およ び第７ 条の規定によ り 乙が供給し た商品の対価およ び乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担する も のと する 。  

２  前項に規定する 費用は、 乙が取扱商品の優先供給およ び運搬終了後、 乙の提出する 出荷確認書等に

基づき 、 災害時直前における 適正価格を基準と し て、 甲乙協議の上決定する も のと する 。  

（ 協議）  

第９ 条 こ の協定に定める 事項を円滑に推進する ため、 甲と 乙は、 定期的に協議を行う も のと する 。  

（ 有効期間）  

第 10 条 こ の協定の有効期間は、平成１ ８ 年７ 月１ 日から 平成１ ９ 年３ 月３ １ 日ま でと する 。ただし 、

有効期間満了日の前ま でに甲ま たは乙から 何ら の意思表示がないと き は、 こ の協定は更に１ 年間延長

さ れたも のと みなし 、 以後こ の例によ る 。  

（ 雑則）  

第 11 条 こ の協定の実施に関し て必要な事項は、 甲と 乙が協議し て定める 。  

 

こ の協定の成立を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印の上、 各１ 通を保有する 。  

平成１ ８ 年６ 月２ ９ 日 

甲  三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

伊勢市 

                伊勢市長  森 下  隆 生 

   

乙  三重県伊勢市楠部町乙１ ６ ０ －２  

   イ オン株式会社 中部カンパニー 中南勢事業部 

                伊勢店店長 簾 内  滋  雄   
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１ ６  大規模災害時における 駐車場の一時使用に関する 協定（ イ オン株式会社 中部カ

ンパニー）  

 
伊勢市内で大規模災害が発生し ､又は発生する 恐れがある 場合において､伊勢市( 以下｢甲｣と いう ｡) と

イ オン株式会社 ( 以下｢乙｣と いう ｡)  は､乙の所有する 駐車場の使用に関する 支援協力について､次のと

おり 協定を締結する ｡ 

(  趣旨 )  

第１ 条 こ の協定は､大規模災害発生時において乙の所有する 平面駐車場の一部を市の一時避難場所と

し て一時使用する 場合における 必要な事項を定める も のと する ｡ 

(  対象と する 災害 )  

第２ 条 こ の協定の対象と する 大規模災害と は､多数の火災､救急救助事故が発生する 次の各号に掲げ

る も のと する 。  

（ 1） 大規模地震災害 

（ 2） その他前号に準じ る 大規模な災害およ び政府よ り 激甚災害に指定さ れた災害 

(  避難場所 )  

第３ 条 甲は、 次に掲げる 場所を一時避難場所と し て指定し 、 その旨を地域防災計画及びハザード マッ

プ等で公表する も のと する 。  

名称  イ オン株式会社 ジャ ス コ 伊勢店 平面駐車場の一部 

位置  伊勢市 楠部町 乙 160 番 2 号 

(  協力内容 )  

第４ 条 甲は､大規模災害が発生し た場合において､前条に掲げる 平面駐車場の一部を一時避難場所と

し て使用する こ と ができ る ｡ 

２  甲は､乙の自衛消防活動およ び、 事業運営を阻害し ない範囲について使用する 。  

(  使用期間 )  

第５ 条 第３ 条に掲げる 場所を避難場所と し て一時使用する 期間は、 甲が乙に対し て協力要請を行っ

たと き から 、 概ね一週間と し 、 乙の判断によ って決定する も のと する 。  

(  運営 )  

第６ 条 乙は､当該避難場所を使用さ せる 場合において必要がある と 認めたと き は､甲の職員を当該避

難場所へ派遣する よ う 甲に要請する こ と ができ る ｡ 

(  訓練等 )  

第７ 条 甲及び乙は､こ の協定の効果的な運用を図る ため、 相互およ び合同訓練等の実施に努める も の

と する ｡ 

(  費用の負担 )  

第８ 条 乙が協定に基づく 協力によ り 要し た費用は、 乙の負担と する 。  

２  乙が当該避難場所を甲に使用さ せたこ と に関し 発生し た損害のために生じ た費用は､その損害が甲

の責めに帰する 事由によ る 場合においては甲が負担する も のと し ､乙は､復旧が完了し た後､こ れを甲

に請求する も のと する ｡ 

(  変更及び廃止 )  

第９ 条 乙は､当該避難場所の名称若し く は位置を 変更し ､又は閉店時等避難場所と し ての機能の廃止

を決定し たと き は､速やかにその旨を甲に通知し なければなら ない｡ 

２  甲は､前項の規定によ り 当該避難場所の変更又は廃止の通知を受けたと き は、 当該避難場所の使用

が想定さ れる 地域の住民にその旨を通知し なければなら ない。  

(  協議 )  

第 10 条 こ の協定に定める 事項を円滑に推進する ため、 甲と 乙は、 定期的に協議を行う も のと する 。  

(  有効期間 )  

第 11 条 こ の協定の有効期間は、平成１ ８ 年７ 月１ 日から 平成１ ９ 年３ 月３ １ 日ま でと する 。ただし 、

有効期間満了日の前ま でに甲ま たは乙から 何ら の意志表示がないと き は、 こ の協定は更に１ 年間延長

さ れたも のと みなし 、 以後こ の例によ る 。  

(  雑則 )  

第 12 条 こ の協定に定めのない事項については、 甲乙協議の上、 別に定める 。  
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こ の協定の成立を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲乙記名押印の上、 各１ 通を保有する 。  

平成１ ８ 年６ 月２ ９ 日 

甲  三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号                  

伊勢市 

                伊勢市長  森 下  隆  生  

 

   

乙  三重県伊勢市楠部町乙１ ６ ０ －２    

   イ オン株式会社 中部カンパニー 中南勢事業部 

伊勢店店長 簾 内 滋 雄 
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１ ７  地震・ 風水害・ その他の災害応急工事に関する 協定（（ 社） 三重県建設業協会伊勢

支部、 伊勢Ｇ Ｉ Ｓ 協同組合、 伊勢広域上下水道協同組合）  

 
伊勢市、 伊勢市水道事業及び伊勢市下水道事業（ 以下「 甲」 と いう 。） と （ 社） 三重県建設業協会伊勢

支部（ 以下「 乙」 と いう 。）、 伊勢Ｇ Ｉ Ｓ 協同組合（ 以下「 丙」 と いう 。） 及び伊勢広域上下水道協同組合

（ 以下「 丁」 と いう 。） は、 地震・ 津波・ 風水害等の災害（ 以下「 災害」 と いう 。） が発生し た場合の調

査及び緊急に復旧する 工事（ 以下「 災害応急工事」 と いう 。） の施工に関し て次のと おり 協定する 。  

（ 目的）  

第１ 条 こ の協定は、 甲の管理する 道路、 河川、 水道施設及び下水道施設等の公共土木施設（ 以下「 公

共施設」 と いう 。） に災害が発生し た際に、 甲、 乙、 丙及び丁が協力し 連絡調整を図り 、 速やかに調査

及び災害応急工事を実施し 、 機能の確保及び回復を図る こ と を目的と する 。  

 ま た、大規模地震等に際し ては、甲の管理する 道路以外の主要道路の状況についても ４ 者が協力し 、

緊急輸送に必要な道路の確保について状況調査を行う も のと する 。  

（ 定義）  

第２ 条 こ の協定において「 調査」 と は、 公共施設と 緊急輸送に必要な道路の被災状況把握及び災害応

急工事の計画・ 施工に関する 調査と する 。  

２  「 災害応急工事」 と は２ 次災害の発生・ 誘発の恐れがある 場合、 及び緊急物資や復旧作業に係る 人員

輸送ルート の確保等緊急に対策が必要な場合における 仮復旧工事及び仮設工事等と する 。  

（ 協力要請）  

第３ 条 甲は、 災害の調査及び災害応急工事を実施する 必要がある 際は、 乙、 丙及び丁に協力を要請す

る 。  

２  乙、 丙及び丁は前項の要請があった際は、 調査及び災害応急工事の実施について甲に協力する も のと

する 。  

（ 緊急連絡応援体制ネッ ト ワ ーク ）  

第４ 条 甲、 乙、 丙及び丁は、 協力要請や情報共有のため、 別紙のと おり 緊急連絡応援体制ネッ ト ワ ー

ク （ 以下「 ネッ ト ワ ーク 」 と いう 。） を確立する も のと する 。  

２  甲、 乙、 丙及び丁は、 前項の体制に変更が生じ た場合、 速やかにネッ ト ワ ーク を作成し 、 こ れを甲が

取り ま と め、 協定者間のネッ ト ワ ーク の確立を図る も のと する 。  

（ 要請の方法）  

第５ 条 甲は、 第３ 条第１ 項に掲げる 協力要請を行う 際は、 協定者間で協議し 、 乙、 丙及び丁に別紙要

請書によ り 要請する も のと する 。  

（ 災害応急工事及び調査の実施）  

第６ 条 乙、 丙及び丁は、 甲の指示に従い災害応急工事及び調査を実施する も のと する 。 但し 、 緊急を

要する 場合で連絡が不可能である 場合は、 乙、 丙及び丁の判断によ り 災害応急工事、 調査を実施する

も のと し 、 必要に応じ て乙、 丙及び丁が相互連絡し 協働する も のと する 。  

２  前項の緊急を要する 場合で連絡が不可能である 場合に実施さ れた災害応急工事、調査については被災

後３ 日以内に着手前の状況、 施工数量等を写真及び計算書等で甲に報告し 、 甲は直ちに乙、 丙又は丁

と 協議を実施し 要請書を作成する も のと する 。  

３  甲の要請する 災害応急工事及び、 前項で乙、 丙及び丁が実施する 災害応急工事の内容については下記

のと おり と する 。  

  公共施設状況及び緊急輸送道路状況の調査 

  崩土、 倒木等の交通障害物の除去 

  増破防止措置 

  仮復旧及び仮設工事 

  構造物等の安定計算及び設計 

  避難所及び収容施設の応急補修 

  応急建築資材の収集 

  その他必要な措置 

（ 費用の精算）  

第７ 条 甲は、 第３ 条の協力要請に要し た費用について、 前条において実施さ れた内容を確認し 、 災害

発生時の甲の採用する 積算基準等によ り 精算を行う 。  

（ 訓練・ 研修の実施）  
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第８ 条 甲、乙、丙及び丁は、緊急時を想定し た連携訓練を毎年１ 回以上実施する も のと し 、その内容・

結果等について、 ４ 者で協議・ 改善し ていく も のと する 。  

２  甲、 乙、 丙及び丁が緊急時に適切な判断によ り 調査又は災害応急工事に着手でき る よ う 、 甲は、 乙、

丙及び丁に緊急輸送道路や各公共施設の重要度など についての研修を毎年１ 回以上実施する も のと

する 。  

（ 協定の有効期間）  

第９ 条 こ の協定の有効期間は、 協定締結の日から 起算し て１ 年間と する 。 但し 、 期間満了の日から ３

０ 日前ま でに、 甲、 乙、 丙又は丁がこ の協定を終了さ せる 意思表示がない場合は、 期間満了の翌日か

ら 起算し て１ 年間こ の協定を更新する も のと する 。  

（ 協議事項）  

第10条 こ の協定に定めのない事項及び協定内容に疑義が生じ たと き は、 その都度甲、 乙、 丙及び丁が

協議し て定める も のと する 。  

こ の協定を証する ため、 本書４ 通を作成し 、 甲、 乙、 丙及び丁は押印のう え各１ 通を保有する も のと

する 。  

 

 

平成１ ８ 年７ 月３ 日 

 

甲： 三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ －２ ９  

伊勢市 伊勢市長  森 下 隆 生        

 

伊勢市水道事業  

   伊勢市長  森 下 隆 生        

 

伊勢市下水道事業  

    伊 勢市長  森 下 隆 生        

 

 

乙： 三重県伊勢市勢田町杉谷４ ３ ８ －６  

（ 社） 三重県建設業協会伊勢支部 

   支部長   山 野 稔 

 

 

丙： 三重県伊勢市勢田町６ １ ２ －７ 世古口ビル２ F 

伊勢Ｇ Ｉ Ｓ 協同組合 

    代表理事  宿 一 洋 

 

 

丁： 三重県伊勢市岩渕１ 丁目６ －２ ３  

伊勢広域上下水道事業協同組合 

                         代表理事  松 崎 利 男        
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１ ８  災害時における 物資提供に関する 協定書（ コ カ・ コ ーラ  セント ラ ルジャ パン株

式会社）  

 
 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と コ カ・ コ ーラ  セント ラ ル ジャ パン株式会社（ 以下「 乙」 と いう 。）

は、 災害時における 物資の提供について次ぎのと おり 協定を締結する 。  

（ 目的）  

第 1 条 こ の協定は、 災害時における 清涼飲料水（ 以下「 物資」 と いう 。） の提供に関する 乙の甲に対す

る 協力について、 必要な事項を定める も のと する 。  

（ 協力の内容）  

第２ 条 甲は、 市内に震度５ 弱以上の地震ま たは、 同等以上の災害が発生若し く は発生する 恐れがある   

場合において、 甲の対策本部を設置し たと き は乙に物資の提供について要請する こ と ができ る 。  

２  乙は、前項の要請があったと き は、地域貢献型自動販売機（ メ ッ セージボード 搭載型のも のと いう 。

以下「 自販機」 と いう 。） の機内在庫の製品を甲に無償で提供する も のと する 。  

３  前項のほか、 避難所その他の公共施設についても 必要な物資を無償で提供する も のと し 、 提供する

物資の数量については、 甲乙の協議によ り 決定する も のと する 。  

４  前２ 項の場合において、 乙は、 速やかに供給、 備蓄等の体制を整え、 万全を期する も のと する 。 た

だし 、 道路不通及び停電等によ り 供給に支障が生じ たと き は、 甲に協議する も のと する 。  

（ 要請の手続き ）  

第３ 条 甲は、 こ の協定によ る 要請は、「 災害時における 物資提供の要請書（ 別途様式）」 によ り 行う も

のと する 。 ただし 、 緊急を要する と き は、 口頭で要請する こ と ができ る も のと し 、 後日速やかに要請

書を提出する も のと する 。  

（ 期間）  

第４ 条 こ の協定の有効期間は、 協定締結の日から ５ 年間と する 。 ただし 、 こ の協定の有効期間満了日

の前１ 月ま でに、 甲乙いずれかから 何ら かの意志表示がないと き は、 更に期間満了の日の翌日から １

年間こ の協定を更新する も のと し 、 以後同様と する 。  

（ 協議）  

第５ 条 こ の協定に定める も のの他、 こ の協定の実施に関し て必要な事項、 その他こ の協定に定めのな

い事項については、 その都度甲乙間で協議し て定める も のと する 。  

 

 こ の協定の成立を証する ため、 本書２ 通を作成し 、 甲及び乙が記名押印の上各１ 通を保有する 。  

 

 平成１ ８ 年７ 月１ ０ 日 

 

           甲   三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

                 伊 勢市 

                 伊 勢市長  森  下 隆 生 

 

           乙   名古屋市東区砂田橋四丁目１ 番４ ７ 号 

                 コ カ・ コ ーラ  セント ラ ル ジャ パン株式会社 

                 法 人営業統括部 

                 執 行役員 法人第一営業部長  有  馬  正 博 
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１ ９  災害時における 物資供給に関する 協定書（ 伊勢志摩総合地方卸売市場、 青果市

場、 魚類市場）  

 
（ 目的）  

第１ 条 伊勢市（ 以下「 甲」 と いう 。） と 伊勢志摩総合地方卸売市場株式会社（ 以下「 乙」 と いう 。）、 伊

勢山田青果株式会社（ 以下「 丙」 と いう 。） 及び株式会社伊勢魚類市場（ 以下「 丁」 と いう 。） は、 地

震・ 風水害等の災害が発生、 ま たは発生の恐れがある 場合（ 以下「 災害時」 と いう 。） に、 相互に協力

し て災害時の市民生活の早期安定を図る ため、 物資供給に関する 協定を締結する 。  

（ 協力事項の発動）  

第２ 条 こ の協定に定める 災害時の協力事項は、 原則と し て甲が伊勢市災害対策本部ま たは伊勢市地震

災害警戒本部を設置し 、 乙に対し て要請を行ったと き をも って発動する 。  

（ 協力の要請）  

第３ 条 甲は、 災害時において、 甲が必要と する 物資について乙を通し て丙及び丁の取扱商品の供給協

力を要請する こ と ができ る 。  

（ 協力の実施）  

第４ 条 乙、 丙及び丁は、 前条の規定によ り 甲から 要請を受けたと き は、 取扱商品の優先供給に積極的

に努める も のと する 。  

（ 物資）  

第５ 条 前条の取扱商品は、 予め甲、 乙、 丙、 丁が協議し て定めておく も のと する 。  

２  乙、 丙及び丁は、 甲の要請があったと き は、 前項によ り 定めた取扱商品以外の商品についても 可能

な範囲で協力する も のと する 。  

( 要請の方法等)  

第６ 条 甲は、 第３ 条、 第４ 条及び第５ 条に定める 協力の要請を行う 際は、 乙を通し て丙及び丁に要請

書をも って要請する も のと する 。 ただし 、 やむをえない場合は、 甲は直接丙、 丁に要請する こ と がで

き る 。  

２  緊急を要する 協力の要請は、 口頭ま たは電話等によ り 行い、 後日要請書を提出する も のと する 。  

３  甲、 乙、 丙、 丁は、 連絡体制、 連絡方法等について、支障をき たさ ないよ う 常に点検、 改善に努め、

変更が生じ た場合は直ちにそれぞれに連絡する も のと する 。  

（ 物資の運搬）  

第７ 条 第４ 条及び第５ 条に定める 取扱商品及び取扱商品以外の物資の運搬は、 甲ま たは甲の指示する

も のが行う も のと する 。  

（ 代金）  

第８ 条 甲は、 第４ 条及び第５ 条によ り 、 丙及び丁が供給する 商品の代金を負担する も のと する 。  

２  前項に定める 代金は、丙及び丁が取扱商品の優先供給終了後、丙及び丁の提出する 納品書に基づき 、

災害時直前の適正価格を基準と し て、 甲、 乙、 丙、 丁協議のう え決定する も のと する 。  

（ 協議）  

第９ 条 こ の協定に定める 事項を円滑に進める ため、甲、乙、丙、丁は定期的に協議を行う も のと する 。  

（ 協定の有効期間）  

第１ ０ 条 こ の協定の有効期間は、 協定締結の日から 起算し て１ 年間と する 。 ただし 、 期間満了日前３

０ 日ま でに、 甲、 乙、 丙又は丁がこ の協定を終了さ せる 意思表示がない場合は、 期間満了の翌日から

起算し て１ 年間こ の協定を延長する も のと し 、 以後こ の例によ る も のと する 。  

（ 協議事項）  

第１ １ 条 こ の協定に定めのない事項及び協定内容に疑義が生じ たと き は、 その都度甲、 乙、 丙及び丁

が協議し て定める も のと する 。  
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こ の協定を証する ため、 本書４ 通を作成し 、 甲、 乙、 丙及び丁は押印のう え各１ 通を保有する も のと

する 。  

 

平成１ ９ 年１ 月１ ２ 日 

 

甲： 三重県伊勢市岩渕１ 丁目７ 番２ ９ 号 

伊勢市  

伊勢市長    森 下 隆 生        

 

乙： 三重県伊勢市西豊浜町１ ４ １ 番地１  

伊勢志摩総合地方卸売市場株式会社 

代表取締役   森 下 隆 生 

 

丙： 三重県伊勢市西豊浜町出雲１ ４ １ 番地 

伊勢山田青果株式会社 

代表取締役社長 辻 井 宏 文 

 

丁： 三重県伊勢市西豊浜町出雲１ ４ １ 番地 

株式会社伊勢魚類市場 

代表取締役社長 森 北 和 衞 

  


